
社会福祉
法　　人石川県社会福祉協議会

令和6年能登半島地震および奥能登豪雨における
石川県社会福祉協議会 検証報告書

「想いをつなぐ　～そして明日へ～」

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
お
よ
び
奥
能
登
豪
雨
に
お
け
る
石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会 

検
証
報
告
書
「
想
い
を
つ
な
ぐ
　〜
そ
し
て
明
日
へ
〜
」

社
会
福
祉
法
人
　石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会

社会福祉
法　　人石川県社会福祉協議会

令和6年能登半島地震および奥能登豪雨における
石川県社会福祉協議会 検証報告書

「想いをつなぐ　～そして明日へ～」

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
お
よ
び
奥
能
登
豪
雨
に
お
け
る
石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会 

検
証
報
告
書
「
想
い
を
つ
な
ぐ
　〜
そ
し
て
明
日
へ
〜
」

社
会
福
祉
法
人
　石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会



社会福祉
法　　人石川県社会福祉協議会

令和6年能登半島地震および奥能登豪雨における
石川県社会福祉協議会 検証報告書

「想いをつなぐ　～そして明日へ～」

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
お
よ
び
奥
能
登
豪
雨
に
お
け
る
石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会 

検
証
報
告
書
「
想
い
を
つ
な
ぐ
　〜
そ
し
て
明
日
へ
〜
」

社
会
福
祉
法
人
　石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会

目　　　　次

　はじめに

　　　「想いをつなぐ～そして明日へ～」

　寄稿
　　　  「発行に寄せて」

　検証項目ごとの取組事項・課題・改善の方向性� ���������������������� 5

    （１） 災害時における県社協の組織体制と職員行動
    （２） 災害時における市町社協への支援
        ① 法人運営支援
        ② 災害ボランティア現地本部（市町災害 VC）の運営支援
        ③ 県災害対策ボランティア本部（県 V 本部）への参画
        ④ 生活福祉資金特例貸付への対応
        ⑤ 福祉サービス利用支援事業への対応
        ⑥ 民生委員と連携した要支援者への支援
    （３） 石川県災害派遣福祉チーム（DWAT）の派遣調整　
    （４） 介護・福祉人材雇用・就職サポートデスクの実施
    （５） 県社協に事務局を置く種別協・団体への支援
    （６） 被災者見守り・相談支援等事業（石川県地域支え合いセンター）の実施
    【全体考察】

　講評� ����������������������������������������� 31

　（１）「災害被災者支援におけるソーシャルワークと社会福祉協議会の位置・役割の変容
　　　　―能登半島地震・奥能登豪雨被災者支援から何を学ぶかー」
　（２）「県域支援者として見えてきたこと」

　社協の財産「社会福祉協議会は能登半島地震から何を学んだのか～想いをつなぐ～」������� 37
　　　  令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨における被災地応援派遣職員に関するアンケート（総括）

　石川からの提言　～持続可能な災害福祉支援体制の構築に向けて～� ������������� 41

　参考資料� ��������������������������������������� 47



石川県社会福祉協議会　検証報告書｜ 1

想いをつなぐ～そして明日へ～

　社会福祉法人石川県社会福祉協議会

　　　　　会　長　　安　宅　建　樹

　あの日から2年余りの時が経ち、奥能登地域においては復旧から復興へと段階的ではありますが徐々
に状況が変わりつつあると感じています。また、各地域では市町社会福祉協議会が関係者および住民
の皆様と協力し、様々な現場で献身的に支え続けていると伺っております。被災地の住民の皆様の生
活や地域の復興は、現場で支援されている皆様一人ひとりの行動が大切であると考えています。本報
告書をまとめるにあたり、まず、いまだ現地で被災者支援にご尽力されている皆様、また様々なかた
ちで関わっていただいた皆様に心から感謝の意をお伝えしたいと思います。
　本会では、この度の災害対応経験を記録として留めるだけでなく、一連の経験や多様なご意見を集
約することで次に備え、そして今後の活動に活かすために関係者の皆様のご協力を得ながら積極的な
検証作業を行ってきました。特に本会職員に対しては外部シンクタンクによるヒアリングを行い、直
面した課題解決に向けた苦悩とそれを乗り越えた成長や職員それぞれの被災者支援についての課題認
識の差も見えてくることとなりました。
　本報告書では、令和 6年能登半島地震およびその後に発生した豪雨災害について、災害が発生した
場合に当然のこととして対応する市町社会福祉協議会への後方支援、関係機関や団体との調整、災害
ボランティア活動支援などのほか、職員間でも被災者支援に対する温度差があったことなど、本会の
体制・判断・対応などを検証項目に基づき整理検証しました。今回の検証を経て、本会職員一人ひと
りの対応力向上が次なる課題となります。災害支援の経験を経て感じたことや学んだことを活かしな
がら、いつ災害が発生しても職員が一丸となって冷静な対処ができるよう取り組んでいきたいと考え
ています。
　結びにあたり、検証を進めるうえで大変多くの関係者の皆様からの貴重なご意見が得られ、災害対
応に関わる関係者の方々の視点を多角的に反映した、社協だけの思い込みとならないものとすること
ができました。ご協力いただいた皆様に深く感謝いたしますとともに、より多くの方々が当たり前の
明日を取り戻していけることを願い、被災地域の復旧復興に向け、想いをつなぐ支援を続けていきた
いと思っております。
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発行に寄せて

	 	 	 　　　石川県知事
� （社会福祉法人石川県社会福祉協議会顧問）

　　　　　山　野　之　義

　令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震は、最大震度７を観測する県政史上未曾有の大
災害となりました。また、同年９月２１日に発生した令和６年奥能登豪雨は、奥能登地域を中心に記
録的な大雨となり、地震から８ケ月余りしか経過していない中、復旧・復興の途上にある被災地を襲っ
た複合災害となりました。ここに改めて、亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに、被害に
遭われた皆様方に心からお見舞いを申し上げます。
　県社会福祉協議会や市町社会福祉協議会におかれましては、災害ボランティアセンターの設置・運
営や災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣調整、生活福祉資金の貸付に加え、今日もなお、被災者
に対する見守りや相談支援を実施するなど、度重なる被災で不安を抱える被災者に寄り添った支援を
継続いただいており、改めて深く感謝申し上げます。
　今回の一連の災害では、広範囲にわたるインフラ被害や地域コミュニティの機能低下、社会福祉施
設の被災によるサービス提供体制への影響など、地域社会の基盤に大きな課題が生じました。特に、
高齢化が進む能登地域においては、福祉的支援の重要性が一層高まる中、平時からの備えと関係機関
の連携の重要性が改めて浮き彫りとなりました。
　発災直後においては、ライフラインの早期復旧が見込めなかったことから、県では、被災者の安全
確保を最優先とし、１．５次避難所の設置や県内外への広域避難を推し進めてきました。一方で、被
災された方々が住み慣れた場所で安心して暮らしていくことが第一であり、インフラ等の復旧はもと
より、社会福祉施設等の復旧支援や、地域コミュニティの再建支援を実施するなど、一日も早く平穏
な暮らしを取り戻せるよう、復旧・復興に取り組んでおります。
　現在、被災地では、復旧から復興へと着実に歩みが進んでおりますが、その過程において得られた
知見や課題を的確に整理し、今後の災害対応力の強化につなげていくことが重要であります。こうし
た中、本書は、社会福祉協議会を中心とした支援活動の実績を体系的に取りまとめたものであり、今
後の災害対応に資する貴重な検証記録として大変有意義なものであると考えております。
　結びに、本書が今後の災害対応や地域福祉の推進に広く活用され、より強靱で持続可能な地域社会
の構築に寄与することを心より祈念申し上げます。
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発行に寄せて

社会福祉法人全国社会福祉協議会

会　長　　村　木　厚　子

　令和６年１月１日に発生した能登半島地震、そしてその後の奥能登豪雨という、相次ぐ過酷な災害
により犠牲になられた方々に深く哀悼の意を表しますとともに、今なお困難な状況にある被災者の皆
様に心よりお見舞い申しあげます。
　この未曾有の事態に対し、石川県社会福祉協議会では、県内福祉関係者によるネットワークの中核
としての使命を全うすべく、役職員の皆様が一丸となって日夜、被災された方々の暮らしを支え続け、
その取り組みは今この時も継続されています。元日という特殊な条件下での初動対応、広域避難に伴
う複雑なニーズの把握、そして市町社協や関係機関との多面的な調整など、その多岐にわたるご尽力
は、被災された多くの方々の命と生活を繋ぎ止める確かな支えとなりました。各地で被災された方々
に寄り添い続けてこられた全ての関係者の皆様の献身的な活動に対し、深い敬意と感謝の意を表しま
す。
　石川県社協が直面した数々の課題と、それを乗り越えるために重ねられた創意工夫を振り返る本検
証報告書は、単なる一県、一地域の記録に留まるものではありません。能登の地で示された、福祉専
門職やボランティア、行政、ＮＰＯ等の多様な主体による「共助」のあり方は、その後のわが国にお
ける災害福祉のあり方を大きく変える原動力となりました。
　石川県での経験は、災害救助法をはじめとする災害関係法制や社会福祉法の改正へと結びつき、平
時からの備えと有事の支援体制をより強固なものとするための制度的基盤となりました。また、全社
協が提唱してきた「災害福祉支援センター」の全県設置が加速されたことも、石川の地で培われた実
践知と、それを検証し、未来へ繋げようとする皆様の強い意思が、全国の福祉関係者を動かした結果
にほかなりません。まさに石川県社協の歩みは、日本の災害福祉支援の新たな地平を切り拓きました。
　全社協におきましても、この石川での尊い教訓を全国で共有し、持続可能な支援体制を構築するた
め、令和７年度に設置いたしました「全国災害福祉支援センター」を中核として、全国の社協ネットワー
クによる災害福祉支援活動を強力にバックアップし、いかなる困難な状況下においても、すべての人々
の命と尊厳、そして日々の暮らしを支え続けていく決意です。
　「想いをつなぐ、そして明日へ」――。本検証報告書が、石川県のみならず、これからの日本社会
における「災害に強い福祉のまちづくり」に向けた不朽の道標となることを切に願い、巻頭に寄せる
言葉といたします。





　検証項目ごとの取組事項・課題・改善の方向性

　今回の検証は、発災後概ね 3 か月（R6.1 ～ 3）に、県社協が行った初
動対応業務を対象としています。
　各種団体への聞き取り調査で把握した、災害対応業務を踏まえ、11 
の災害対応業務を検証項目として洗い出し、それぞれの検証項目につい
て「取組事項」、「課題」、「改善の方向性」の３つの観点から整理しました。
　情報整理にあたっては、項目ごとに組織横断したチームを編成し作業
にあたりました。
　加えて、県社協役職員を対象に、第三者（㈱ダイナックス都市環境研
究所）によるヒアリング調査も実施し、自組織の課題を明確にするとと
もに、県社協における今後の災害対応力の向上を図ることを目的としま
した。

【11 の検証項目】
（1）災害時における県社協の組織体制と職員行動
（2）災害時における市町社協への支援
　　①法人運営支援
　　②災害ボランティア現地本部（市町災害 VC）の運営支援
　　③県災害対策ボランティア本部（県 V 本部）への参画
　　④生活福祉資金特例貸付への対応
　　⑤福祉サービス利用支援事業への対応
　　⑥民生委員と連携した要支援者への支援

（3）石川県災害派遣福祉チーム（DWAT）の派遣調整
（4）介護・福祉人材雇用・就職サポートデスクの実施
（5）県社協に事務局を置く種別協・団体への支援
（6）�被災者見守り・相談支援等事業（石川県地域支え合いセンター）の

実施

【全体考察】
　㈱ダイナックス都市環境研究所による県社協職員等ヒアリング結果
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【検証の進め方】

　県内市町社協へのアンケート調査、聴き取り調査を通じて、多くの関係者から意見を聞くこと
を意識し、検証を進めることとしました。

（1） 市町社協役職員への聞き取り調査の実施 
　災害ボランティアセンター、生活福祉資金特例貸付等のキーパーソンに対し、対面での聞き取
り調査を実施した。
実施時期：令和 7 年 6 月～ 12 月 
対象社協：10 社協
調査項目：従事した災害対応の内容、災害対応に関する課題

（2） 市町社協へのアンケート調査の実施 
　Google フォームでのオンライン調査
実施時期：令和 7 年 7 月～令和 8 年 2 月
対象団体：19 市町社協
調査項目：①市町社協の初動対応・業務継続・広域支援体制に関する共通調査
　 　 　　②災害ボランティアセンター設置社協の受援体制・外部連携・運営実態に関する調査
　 　 　　③生活福祉資金特例貸付にかかるアンケート調査
　 　 　　④福祉サービス利用支援事業に関する調査
　 　 　　⑤民生委員に関する調査

（3） 県社協職員等への聞き取り調査の実施
　本会役職員階層別、業務別による集団および対面等での聞き取り調査
実施時期：令和 7 年 12 月～令和 8 年 1 月
対  象  者：のべ 41 人
　 　 　　①石川県社協　役職別・業務別
　 　 　　②全社協地域福祉部
　 　 　　③北陸ブロック幹事県（R6.1 時点）
調査項目：①対応業務における経過
　 　 　　②自己評価（第三者による考察含む）を 3 点で整理
		  ・良かったこと、今後も維持すべきこと
		  ・課題、問題点
		  ・よりよくする改善点
実  施  者：㈱ダイナックス都市環境研究所
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この報告における用語解説
○社　　協…社会福祉協議会
　　　　　　「全 社 協」= 全国社会福祉協議会
　　　　　　「県 社 協」= 石川県社会福祉協議会
　　　　　　「市町社協」= 石川県内市町社会福祉協議会

○市町災害ＶＣ＝石川県地域防災計画における各市町災害ボランティア現地本部
　県Ｖ本部＝石川県地域防災計画における石川県災害対策ボランティア本部
　県Ｖ本部現地支援班＝石川県災害対策ボランティア本部運営マニュアルにおける県社協担当班
　　　　　　　　　　　（県社協：県災害対策ボランティア本部基幹構成員）

○課長会議＝県社協災害対策ボランティア本部定期会議

○特例貸付…生活福祉資金特例貸付

○支 援 Ｐ…災害ボランティア活動支援プロジェクト会議
　　�　被災地主体のボランティア活動に寄与するため、平成 16 年 10 月の新潟県中越地震発生の

後、平成 17 年 1 月に中央共同募金会に設置された、企業や社協、NPO、共同募金会が協働
するネットワーク組織

○石川県ＤＷＡＴ…石川県災害派遣福祉チーム
　　�　都道府県単位で設置されており、災害発生後、被災地に入り一般避難所等で高齢者や障害

者など要配慮者への支援を行う専門チーム

○全国老施協ＤＷＡＴ…全国老人福祉施設協議会災害派遣福祉チーム
　　�　被災地域の高齢者福祉施設において、施設利用者等の支援を行う専門チームで、全国老人

福祉施設協議会が設置している会員相互支援の仕組み

○福 サ ポ…石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター

○ＩＬＡＣ…いしかわ就職・定住総合サポートセンター

○各種部会・協議会（県社協定款 34 条に基づく内部組織）
　　・経 営 協…石川県社会福祉法人経営者協議会
　　・老 施 協…老人福祉施設協議会
　　・保育部会
　　・保育士会…保育部会保育士会
　　・児童養護…児童養護協議会
　　・障害福祉施設部会
　　・セルプ協…石川県社会就労センター協議会
　　・セルプ振興センター
　　・県民児連…石川県民生委員児童委員協議会連合会

○業務受託団体（本会に事務局を有する団体）
　　・デ イ 協…石川県デイサービスセンター協議会
　　・包括・在介協…石川県地域包括・在宅介護支援センター協議会
　　・日 保 協…日本保育協会石川県支部
　　・推進連盟…石川県保育推進連盟
　　・ヘルパー協…石川県ホームヘルパー協議会
　　・ケアマネ協…石川県介護支援専門員協会
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(1
)災
害
時
に
お
け
る
県
社
協
の
組
織
体
制
と
職
員
行
動

(1
/2
)

〇
BC
Pが

職
員
に
周
知
、
理
解
さ
れ
て
い
な
か
っ

た •
BC
Pが

県
社
協
全
職
員
に
周
知
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
（
一
部
の
職
員
し
か
知
ら
な
か
っ
た
）

•
R6
.4
以
降
「
平
時
の
通
常
業
務
」
を
2割

カ
ッ
ト

し
災
害
業
務
に
注
力
す
る
よ
う
発
令
さ
れ
た
が
、

一
部
の
課
・
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
は
通
常
業
務

を
縮
小
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

〇
平
時
か
ら
の
準
備
・
想
定
不
足

•
県
社
協
職
員
が
参
加
す
る
訓
練
は
通
報
訓
練
や

社
会
福
祉
会
館
避
難
訓
練

•
県
総
合
防
災
訓
練
に
つ
い
て
は
市
町
社
協
初
動

担
当
職
員
の
み
で
、
い
ず
れ
も
シ
ナ
リ
オ
に
基

づ
き
実
践
性
を
欠
い
て
い
た

•
災
害
支
援
関
連
の
研
修
に
つ
い
て
も
、
全
職
員

対
象
に
毎
年
開
催
し
て
お
ら
ず
、
意
識
醸
成
を

図
っ
て
こ
な
か
っ
た

•
市
町
災
害
VC
立
ち
上
げ
に
お
い
て
は
、
経
験
値

に
委
ね
ざ
る
を
得
な
か
っ
た

•
職
員
の
派
遣
頻
度
に
ば
ら
つ
き
が
あ
っ
た

〇
発
災
直
後
に
お
け
る
県
社
協
の
行
動

•
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
則
り
職
員
が
社
会
福
祉
会

館
に
参
集
（
対
象
者
39
人
の
う
ち
20
人
）
し
、

職
員
の
安
否
確
認
お
よ
び
建
物
被
害
を
確
認

•
市
町
社
協
職
員
の
安
否
確
認
、
施
設
被
害
の
確

認
•
県
社
協
災
害
対
策
本
部
を
設
置
、
下
記
班
か
ら

情
報
収
集
と
対
応
を
協
議
し
た

•
現
地
班
：
市
町
社
協
へ
の
連
絡
・
情
報
収
集
、

職
員
派
遣
・
状
況
確
認

•
総
務
班
：
市
町
社
協
災
害
VC
立
ち
上
げ
支
援

担
当
者
を
決
定
、
全
社
協
・
支
援
P・

中
央
共

募
、
東
海
北
陸
ブ
ロ
ッ
ク
社
協
と
の
情
報
共
有

会
議
、
市
町
社
協
情
報
共
有
会
議
の
開
催

•
生
活
福
祉
資
金
班
：
特
例
貸
付
開
始
の
準
備
、

全
社
協
へ
の
応
援
職
員
派
遣
要
請

•
施
設
担
当
班
：
各
種
別
協
等
事
務
局
に
よ
る
会

員
法
人
・
施
設
等
の
被
災
状
況
確
認
、
石
川
県

DW
AT
事
務
局
（
県
）
か
ら
の
依
頼
に
よ
る
県

内
チ
ー
ム
員
派
遣
調
整
等
の
実
施

〇
平
時
に
お
け
る
取
組

•
災
害
時
に
お
け
る
県
社
協
職
員
行
動
マ
ニ
ュ

ア
ル
（
以
下
、
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
）
お
よ
び

「
県
社
協
職
員
の
属
す
る
班
等
」
の
見
直
し
、

緊
急
連
絡
網
の
更
新

•
初
動
担
当
の
県
社
協
職
員
と
市
町
社
協
職
員
に

よ
る
通
報
訓
練
、
緊
急
課
⻑
会
議
訓
練
の
実
施

•
県
社
会
福
祉
会
館
避
難
訓
練
へ
の
参
加

•
県
総
合
防
災
訓
練
に
職
員
派
遣

•
市
町
社
協
職
員
を
対
象
に
し
た
災
害
VC
設

置
・
運
営
研
修
へ
の
職
員
受
講
奨
励

•
県
社
協
BC
P策

定

災 害 時 の 県 社 協 組 織 体 制 と 職 員 行 動

平 時 発 災 後

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
県
社
協
災
害
対
策
本
部
の
使
命
の
共
有

•
平
時
か
ら
災
害
支
援
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ワ
ー
ク

の
延
⻑
上
に
あ
り
、
社
協
が
持
つ
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
や
市
⺠
の
力
を
つ
な
ぐ
こ
と
が
使
命
で
あ
る

こ
と
を
共
有
す
る

•
初
動
時
は
、
被
災
情
報
を
も
と
に
、
県
社
協
と

し
て
災
害
対
応
へ
の
基
本
方
針
、
災
害
対
応
体

制
を
整
備
す
る

•
復
旧
状
況
や
フ
ェ
ー
ズ
の
変
化
に
合
わ
せ
基
本

方
針
を
見
直
す

•
基
本
方
針
は
そ
の
都
度
、
全
職
員
に
示
し
、
職

員
一
丸
と
な
っ
て
災
害
対
応
に
取
り
組
む
士
気

を
高
め
る

〇
BC
Pと

災
害
時
に
お
け
る
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

定
期
的
な
見
直
し
お
よ
び
実
践
訓
練

•
今
回
の
被
災
経
験
に
基
づ
き
、
県
と
の
協
議
の

う
え
BC
Pの

優
先
業
務
を
見
直
す

•
BC
P、

行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
定
期
的
に
内
容
を

更
新
し
、
理
解
を
深
め
る
た
め
県
社
協
内
で
訓

練
や
研
修
を
行
う

•
平
時
か
ら
業
務
の
切
り
出
し
を
行
い
、
部
署
横

断
で
災
害
対
応
で
き
る
体
制
を
つ
く
る

〇
計
画
的
な
研
修
・
訓
練
の
実
施

•
全
職
員
が
派
遣
さ
れ
る
立
場
に
あ
る
こ
と
を

意
識
し
、
初
動
対
応
、
支
援
業
務
の
理
解
を

促
進
す
る

•
派
遣
時
の
ル
ー
ル
や
ア
セ
ス
メ
ン
ト
項
目
な
ど

共
通
し
た
対
応
指
示
書
を
作
成
す
る

•
派
遣
時
に
は
市
町
災
害
VC
だ
け
で
な
く
市
町

社
協
法
人
全
体
の
実
態
把
握
に
努
め
る
意
識
を

醸
成
す
る

•
平
時
か
ら
実
践
訓
練
や
研
修
を
開
催
し
、
情
報

共
有
ツ
ー
ル
や
資
機
材
の
使
用
方
法
等
に
使
い

慣
れ
る
機
会
を
設
け
る

災 害 時 の 県 社 協 組 織 体 制 と 職 員 行 動

平 時 発 災 後

県
社
協
災
害
対
策
Ｖ
本
部
の
使
命
の
共
有
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〇
職
員
派
遣
に
苦
慮

•
市
町
社
協
災
害
VC
が
多
数
設
置
さ
れ
、
か
つ
石

川
県
DW

AT
、
特
例
貸
付
、
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク
、

地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
の
運
営
な
ど
一
⻫
に

災
害
業
務
が
始
ま
り
、
職
員
派
遣
の
調
整
に
苦

慮
し
た

〇
全
職
員
に
対
し
、
県
社
協
の
対
応
方
針
や
情
報

共
有
が
徹
底
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

•
課
⻑
会
議
で
報
告
・
検
討
・
共
有
さ
れ
る
内
容

が
現
地
班
（
市
町
社
協
災
害
VC
）
、
総
務
班
に

偏
っ
た

•
課
⻑
会
議
で
協
議
さ
れ
た
内
容
や
フ
ェ
ー
ズ
に

合
わ
せ
た
対
応
方
針
等
に
つ
い
て
、
そ
の
都
度
、

全
職
員
に
共
有
さ
れ
ず
、
職
員
が
ど
の
よ
う
な

役
割
を
持
っ
て
行
動
す
べ
き
か
不
明
な
こ
と
が

多
く
、
不
安
に
さ
せ
た

〇
外
部
支
援
者
に
対
す
る
情
報
発
信
不
足

•
「
県
社
協
の
動
き
が
見
え
な
い
」
と
い
う
指
摘

を
受
け
た

•
被
災
地
の
県
社
協
だ
か
ら
こ
そ
発
信
で
き
る
情

報
が
あ
る
こ
と
の
理
解
が
不
足
し
て
い
た

〇
BC
Pに

基
づ
き
業
務
縮
小
体
制
を
整
備

•
発
災
が
年
度
末
で
あ
っ
た
た
め
、
県
と
協
議
の

う
え
補
助
委
託
事
業
の
一
部
を
縮
小
で
き
た

〇
発
災
か
ら
4ヵ

月
目
に
県
社
協
災
害
対
策
本
部

体
制
見
直
し

•
現
地
班
、
総
務
班
、
生
活
福
祉
資
金
班
、
施
設

担
当
班
に
加
え
、
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
班
（
被

災
者
見
守
り
・
相
談
支
援
事
業
）
、
人
材
班

（
介
護
・
福
祉
人
材
雇
用
・
就
職
サ
ポ
ー
ト
デ

ス
ク
）
を
追
加
（
業
務
内
容
・
班
編
成
は
災
害

復
旧
状
況
や
被
災
地
ニ
ー
ズ
等
に
合
わ
せ
見
直

す
こ
と
に
し
た
）

•
課
⻑
会
議
は
、
各
班
報
告
や
進
捗
状
況
等
の
共

有
、
法
人
全
体
の
調
整
を
目
的
に
毎
週
1回

開
催

•
既
存
の
部
署
横
断
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
広
報

PJ
を
中
心
に
災
害
情
報
を
発
信
す
る
FB
を
新
た

に
作
成
し
た
（
R6
.6
〜
）

〇
職
員
間
で
の
情
報
共
有

•
正
規
職
員
任
意
で
登
録
し
て
い
る
LI
NE
グ
ル
ー

プ
に
て
、
県
社
協
職
員
に
共
有
す
べ
き
事
項
を

随
時
発
信
し
た

災 害 時 の 県 社 協 組 織 体 制 と 職 員 行 動

発 災 後

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
被
災
地
派
遣
を
円
滑
に
す
す
め
る
た
め
の
受

援
計
画
を
作
成

•
平
時
か
ら
外
部
支
援
者
に
依
頼
す
る
業
務
手

順
書
を
作
成
す
る

•
平
時
か
ら
の
関
係
機
関
や
支
援
者
等
と
の
顔

が
見
え
る
関
係
性
づ
く
り
を
推
進
す
る

〇
情
報
共
有
の
体
制
づ
く
り

•
課
⻑
会
議
は
各
班
の
進
捗
、
報
告
な
ど
を
集

約
し
、
対
応
を
検
討
す
る
場
と
す
る

•
課
⻑
会
議
の
報
告
、
協
議
事
項
等
に
つ
い
て

は
全
職
員
へ
伝
わ
る
仕
組
み
を
構
築
す
る

•
被
災
地
派
遣
前
に
県
社
協
の
役
割
を
伝
え
、

そ
の
都
度
組
織
と
し
て
共
有
す
る
仕
組
み
を

つ
く
る

•
定
期
的
に
職
員
の
状
況
を
確
認
す
る
機
会
や

職
員
同
士
が
話
し
合
え
る
場
を
設
定
し
、
個

人
の
不
安
負
担
軽
減
に
工
夫
す
る

•
外
部
に
対
し
て
も
、
県
社
協
が
行
う
災
害
支

援
事
業
を
積
極
的
に
発
信
す
る

(1
)災
害
時
に
お
け
る
県
社
協
の
組
織
体
制
と
職
員
行
動

(2
/2
)

災 害 時 の 県 社 協 組 織 体 制 と 職 員 行 動

発 災 後
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(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

①
法
人
運
営
支
援

(1
/2
)

〇
発
災
直
後
の
市
町
社
協
初
動
期
対
応

•
被
災
市
町
社
協
へ
の
通
信
障
害
下
等
の
奥
能
登

地
域
へ
の
職
員
派
遣

•
被
災
職
員
に
係
る
勤
怠
取
扱
い
の
助
言

•
市
町
社
協
報
告
に
よ
る
被
害
把
握
及
び
人
的
支

援
調
整

〇
業
務
継
続
へ
の
対
応

•
市
町
社
協
の
復
旧
・
代
替
施
設
活
用
と
外
部
応

援
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
再
開

•
在
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
縮
小
・
休
止
に
伴
う
事

業
継
続
に
向
け
た
要
望
実
施
（
全
国
経
営
協
を

通
じ
て
要
望
）

法 人 運 営 支 援

平 時 発 災 後

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
初
動
時
に
お
け
る
情
報
把
握
の
遅
れ

•
通
信
障
害
等
に
よ
る
状
況
把
握
遅
延
と
支
援
優

先
順
位
付
け
が
困
難

•
市
町
社
協
ご
と
の
参
集
基
準
等
の
把
握
の
不
足

•
市
町
社
協
の
安
否
確
認
・
参
集
の
偏
り
と
遅
延

【
調
査
１
職
員
の
安
否
確
認
・
参
集
・
役
割
分

担
の
有
無
】

〇
行
政
（
市
町
）
と
の
役
割
分
担
が
曖
昧
で
連
携

に
ば
ら
つ
き
が
あ
る

•
VC
以
外
の
協
定
内
容
等
の
整
備
差
・
県
社
協

の
助
言
不
足

【
調
査
2行

政
（
市
町
）
と
の
連
携
】

〇
事
業
継
続
・
早
期
再
開
へ
の
支
援
が
十
分
で
な

い •
BC
Pの

具
体
的
な
支
援
の
不
足

•
事
業
停
止
把
握
の
遅
れ
と
再
開
支
援
へ
の
早
期

介
入
の
不
足

•
介
護
保
険
事
業
等
へ
の
経
営
支
援
の
不
足

【
調
査
3業

務
継
続
計
画
（
BC
P）

の
整
備
・

活
用
状
況
】

〇
災
害
VC
を
設
置
し
て
い
な
い
市
町
社
協
へ
の
支

援
が
想
定
さ
れ
て
い
な
い

•
二
次
避
難
・
広
域
避
難
者
な
ど
の
福
祉
的
配
慮
、

生
活
支
援
に
従
事
し
て
い
た
実
態
の
認
識
不
足

•
被
災
地
派
遣
に
か
か
る
調
整
の
遅
れ
と
経
費
精

算
、
ル
ー
ル
の
不
明
確

【
調
査
4応

援
す
る
側
と
し
て
困
っ
た
こ
と
】

〇
初
動
期
の
情
報
把
握
と
迅
速
な
支
援
判
断

•
初
動
期
に
お
け
る
必
須
情
報
確
認
様
式
の
整
備

と
関
係
者
を
共
有
す
る

•
市
町
社
協
の
安
否
確
認
の
多
様
化
・
シ
ス
テ
ム

化
と
参
集
体
制
を
強
化
す
る

•
標
準
モ
デ
ル
提
示
と
訓
練
支
援
を
強
化
す
る

〇
行
政
（
市
町
）
と
の
役
割
分
担
の
明
確
化
と
円

滑
な
連
携

•
県
と
連
携
し
VC
以
外
の
役
割
分
担
・
費
用
負

担
の
標
準
化
と
共
有
を
進
め
る

〇
事
業
継
続
と
早
期
再
開
へ
の
支
援

•
市
町
社
協
共
通
の
最
低
限
BC
P基

準
の
整
理
と

訓
練
に
よ
る
実
効
性
を
向
上
さ
せ
る

•
事
業
停
止
情
報
の
初
動
把
握
及
び
早
期
再
開
支

援
に
つ
な
げ
る
仕
組
の
整
備
す
る

•
介
護
保
険
事
業
経
営
等
へ
の
助
言
を
強
化
す
る

〇
広
域
避
難
者
支
援
の
た
め
の
費
用
負
担
及
び
支

援
ス
キ
ー
ム
の
整
理

•
広
域
避
難
者
支
援
等
に
お
け
る
費
用
負
担
・
支

援
ス
キ
ー
ム
の
情
報
を
提
供
す
る

〇
平
時
に
お
け
る
取
り
組
み

•
職
員
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
及
び
市
町
社

協
と
の
緊
急
時
連
絡
体
制
の
構
築

•
社
会
福
祉
法
人
向
け
BC
P研

修
・
情
報
提
供

•
過
去
災
害
に
お
け
る
応
援
派
遣
知
見
の
蓄
積

•
県
社
協
・
市
町
社
協
初
動
担
当
に
よ
る
通
報

訓
練
の
実
施

法 人 運 営 支 援

平 時 発 災 後
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法 人 運 営 支 援

発 災 後

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
寄
付
金
・
支
援
金
の
受
入
れ
及
び
配
分
調
整

•
被
災
市
町
社
協
へ
の
寄
付
金
・
支
援
金
及
び
配

分
調
整

〇
法
人
運
営
・
職
員
体
制
へ
の
対
応

•
社
会
保
険
労
務
⼠
等
に
よ
る
労
務
管
理
（
⻑
時

間
労
働
等
）
の
助
言
活
用

•
雇
用
維
持
の
た
め
の
助
成
金
・
出
向
制
度
の
情

報
提
供

•
理
事
会
等
の
開
催
困
難
時
に
お
け
る
国
通
知
の

情
報
提
供

•
災
害
救
助
費
・
共
同
募
金
準
備
金
の
活
用
・
精

算
方
法
に
関
す
る
情
報
提
供

•
奥
能
登
地
域
の
巡
回
支
援
に
よ
る
現
地
実
態
把

握
と
課
題
整
理

〇
県
社
協
の
現
地
支
援
が
現
場
ニ
ー
ズ
に
十
分
対

応
で
き
て
い
な
い

•
派
遣
時
期
・
職
員
ス
キ
ル
の
現
場
ニ
ー
ズ
と
の

不
一
致

【
調
査
5県

社
協
職
員
の
現
地
派
遣
・
初
動
応

援
職
員
】

〇
寄
付
金
・
支
援
金
の
配
分
基
準
が
十
分
に
整
理

さ
れ
て
い
な
い

•
寄
付
金
・
支
援
金
の
配
分
に
お
い
て
、
災
害

VC
を
設
置
し
て
い
な
い
応
援
市
町
社
協
の
負

担
軽
減
・
支
援
の
視
点
が
不
足

〇
外
部
支
援
団
体
と
の
調
整
機
能
が
十
分
に
発
揮

さ
れ
な
い

•
NP
O等

外
部
支
援
団
体
調
整
の
市
町
社
協
任
せ

と
県
社
協
の
広
域
調
整
・
情
報
共
有
の
不
足

•
市
町
社
協
の
VC
運
営
負
担
が
大
き
く
、
被
災

者
へ
の
生
活
支
援
等
に
対
す
る
県
社
協
の
調
整

不
足

【
調
査
5県

社
協
職
員
の
現
地
派
遣
・
初
動
応
援

職
員
】
（
再
掲
）

〇
被
災
市
町
社
協
へ
の
法
人
運
営
・
職
員
支
援
が

十
分
で
な
い

•
法
人
運
営
業
務
の
外
部
委
託
困
難
・
権
限
制

約
・
負
担
集
中
に
よ
る
業
務
遅
延

•
救
助
費
等
制
度
の
理
解
不
足
と
手
続
き
の
煩
雑

さ
に
よ
る
活
用
支
障

•
⻑
時
間
労
働
・
シ
フ
ト
管
理
の
未
整
備
及
び
生

活
・
メ
ン
タ
ル
ケ
ア
支
援
不
足

【
調
査
6職

員
の
勤
務
体
制
・
安
全
確
保
・
心
身

の
状
況
】

〇
現
場
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
支
援
と
情
報
共
有

•
派
遣
基
準
・
職
員
ス
キ
ル
の
整
理
と
現
場
ニ
ー

ズ
に
応
じ
た
派
遣
体
制
を
構
築
す
る

•
現
地
の
情
報
の
一
元
化
と
継
続
し
た
経
過
の
確

認
、
共
有
を
す
る

〇
公
平
か
つ
柔
軟
な
寄
付
金
・
支
援
金
の
配
分

•
広
域
的
な
（
被
災
の
有
無
に
問
わ
ず
）
支
援

金
・
寄
付
金
の
調
整
ル
ー
ル
を
整
備
す
る

〇
外
部
支
援
団
体
と
の
役
割
分
担
と
広
域
調
整

•
NP
O等

外
部
支
援
団
体
受
入
れ
に
係
る
関
係
機

関
と
の
連
携
を
推
進
す
る
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
整

備
・
事
前
訓
練
・
情
報
共
有
ル
ー
ル
）

•
被
災
市
町
行
政
主
体
に
よ
る
技
術
系
NP
O等

と
の
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
運
営
の
役
割

分
担
を
明
確
化
す
る

•
市
町
社
協
の
役
割
を
設
置
・
管
理
と
福
祉
的
支

援
（
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
・
個
別
支
援
・
伴
走
）
に

集
中
さ
せ
る

•
石
川
県
で
検
討
し
て
い
る
災
害
中
間
支
援
組
織

と
の
連
携
を
図
る

〇
被
災
市
町
社
協
の
法
人
運
営
と
職
員
支
援

•
被
災
地
社
協
法
人
運
営
の
支
援
体
制
づ
く
り
を

推
進
す
る

•
市
町
社
協
の
受
援
計
画
、
業
務
標
準
化
、
情
報

共
有
体
制
の
整
備
支
援
を
進
め
る

•
救
助
費
等
制
度
運
用
の
簡
素
化
・
柔
軟
化
に
関
す

る
国
等
へ
の
要
望
並
び
に
手
引
き
を
整
備
す
る

•
被
災
職
員
の
生
活
環
境
の
確
保
、
シ
フ
ト
管
理
、

メ
ン
タ
ル
ケ
ア
体
制
を
構
築
す
る

(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

①
法
人
運
営
支
援

(2
/2
)

法 人 運 営 支 援

発 災 後

寄
付

支
援
金
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検証項目(2)災害時における市町社協への支援  ①法人運営支援
【1　職員の安否確認・参集・役割分担】

1-1　参集職員の参集基準及び役割分担の有無

回答数：19

1-2　主な連絡手段（複数可）

回答数：28

1-3　安否確認完了までの所要時間

回答数：14

1-4　今回の災害での２４時間以内の参集率は

回答数：19

市町社協組織運営支援に関するアンケート調査結果

11
57.9%

7
36.8%

1
5.3%

参集基準及び役割分担がある

参集基準はあるが、役割分担はない

参集基準がない

12

9

4

2

0

1

0 2 4 6 8 10 12 14

LINE

電話

メール

直接訪問

家族連絡網

その他（slack）

2
14.3%

4
28.6%

1
7.1%

3
21.4%

1
7.1%

3
21.4%

1時間以内
3時間以内
6時間以内
24時間以内
48時間以内
1週間以内

3
15.8%

1
5.3%

1
5.3%

14
73.7%

90％以上
70〜89％
50〜69％
50％未満



石川県社会福祉協議会　検証報告書｜13

1-5　参集が遅れた主な理由（複数可）

回答数：32

【2　行政（市町）との連携】

2-1　事前の役割分担・費用負担の書面化状況（複数可）

回答数：27

【3　業務継続計画（BCP）の整備・活用状況】

3-1　現在、貴社協のBCP（業務継続計画）策定

回答数：19

3-2　BCP訓練の実施回数（過去実績）

回答数：14

12

6

4

0

5

5

0 2 4 6 8 10 12 14

自宅被災・家族対応

道路寸断・渋滞

通信不通で指示が届かず

交通手段なし

特に遅れなかった

その他（理解不足、夜間・県外帰省など）

0
1

2
10

4
1
1

8

0 2 4 6 8 10 12

包括災害連携協定あり

避難所運営（人員派遣＋費用負担）の協定あり

福祉避難所・二次福祉避難所の協定あり

災害ボランティアセンター運営の協定・マニュアルあり

職員時間外手当・宿日直手当の行政負担の協定あり

物資購入・車両借り上げの立替精算ルールあり

要配慮者名簿の提供・共有の協定あり

特に書面化なし

14
73.7%

1
5.3%

4
21.1%

策定済
策定中
未策定（作っていない）

3
21.4%

0
0.0%

2
14.3%9

64.3%

年1回以上（図上＋実働）

年1回以上（図上のみ）

1回のみ

未実施
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【4　応援する側として特に困ったこと（複数可）】

回答数：22

【5　県社協職員の現地派遣・初動応援職員】

5-1　県社協初動応援職員に担ってもらって「特に助かった業務」（複数可）

回答数：24

5-2　県社協初動応援職員に今後最も期待する役割（複数可）

回答数：31

5-3　今後、県社協に期待する初動応援職員の派遣体制（複数可）

回答数：36

4

3

3

4

3

1

4

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5

応援要請の連絡が遅く、準備が間に合わなかった

派遣先の宿泊場所・活動内容が事前に不明

旅費・宿泊費の立替精算ルールが不明確

自社協も一部被災しており、人員を割くのが困難

帰任後のフォロー（メンタルケア・休暇）が不十分

特に困らなかった

その他（人員、安全面、時間外手当対象など）

11
1

0
2
2

0
3

2
3

0 2 4 6 8 10 12

災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営
避難所・福祉避難所の運営支援

要配慮者安否確認・訪問
物資仕分け・配送調整

行政との調整代行
事務局業務（記録・報告書・給与処理等）

職員メンタルケア・相談窓口
特に助かった業務なし

その他（電話相談、備品調達・現地調査同行など）

11
1

0
3
3

9
1

3
0

0 2 4 6 8 10 12

災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営全般

避難所・福祉避難所の運営支援（要配慮者対応・プライバシー確保）

要配慮者の安否確認・緊急訪問・避難誘導

物資の受入・仕分・配送調整・台帳管理

行政との調整代行

外部支援団体との連絡調整

社協事務局業務の代行（電話対応・記録・事務処理等）

職員のメンタルケア・相談窓口

特に期待する役割なし

7

8

4

7

5

5

0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

発災後24〜48時間以内に第1陣が現地到着

数日間は同一要員を交代せずに継続派遣

事前に応援可能職員名簿（顔写真・スキル・運転可否・社協経験年数）を配布

応援職員用の車両・宿泊・衛星電話／Starlinkを県社協が手配・持参

即戦力スキル保有者を優先派遣

応援が来る前に「何ができるか」事前調整できる仕組み

特に期待することなし
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【6　職員の勤務体制・安全確保・心身状況（発災後約1か月間）】

6-1　災害対応の実質的な指揮責任者

回答数：13

6-2　シフト指示・連絡方法（複数可）

回答数：18

6-3　超過勤務・連続勤務の実態（複数可）

回答数：16

6-4　職員の心身状況・メンタルケア

回答数：13

6
46.2%

3
23.1%

1
7.7%

0
0.0%

1
7.7%

2
15.4% 事務局⻑

次⻑

総務課⻑

福祉課⻑

会⻑

その他（ボランティアセンター
⻑、各課係⻑など）

2

3

6

7

0

0 1 2 3 4 5 6 7 8

LINEグループ

Excelシフト表

ホワイトボード

口頭・その都度指示

特に決めず

6

8

0

5

4

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

月80時間超の時間外勤務者がいた

7日以上の連続勤務者がいた

24時間超の徹夜・仮眠なし勤務があった

休日出勤が週4日以上続いた職員がいた

特に過重な状況はなかった

3
23.1%

1
7.7%

0
0.0%
0

0.0%9
69.2%

体調不良・欠勤・休職申出あり
睡眠障害・強い疲労感を複数訴え
外部カウンセラー依頼
産業医と災害時契約済みで対応
特に申告・対策なし
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取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
県
Ｖ
本
部
構
成
員
等
と
し
て
の
認
識
不
足

・
県
Ｖ
本
部
現
地
支
援
班
の
役
割
、
機
能
を
平
時

か
ら
全
職
員
に
説
明
で
き
て
い
な
か
っ
た

・
県
社
協
が
担
う
県
Ｖ
本
部
現
地
支
援
班
の
活
動

マ
ニ
ュ
ア
ル
が
な
か
っ
た

・
市
町
災
害
VC
へ
の
派
遣
が
初
め
て
と
な
る
職
員

も
多
く
、
「
現
場
で
確
認
し
て
判
断
し
て
ほ
し

い
」
と
い
う
雰
囲
気
が
あ
り
不
安
が
あ
っ
た

〇
災
害
Ｖ
Ｃ
支
援
関
連
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
形
骸
化

・
H1

9能
登
半
島
地
震
以
降
、
大
規
模
の
災
害

支
援
に
フ
ォ
ー
カ
ス
す
る
視
点
が
劣
化

・
災
害
Ｖ
Ｃ
現
地
本
部
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
県
社

協
作
成
）
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
外
部
支
援
者
の
参
画
、
地

域
と
の
協
働
の
視
点
が
不
足

・
県
社
協
職
員
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
災
害
時
の
参
集

や
連
絡
網
が
メ
イ
ン
、
役
割
分
担

〇
社
協
職
員
に
よ
る
応
援
派
遣
の
限
界

・
東
海
北
陸
ブ
ロ
ッ
ク
、
全
国
ブ
ロ
ッ
ク
派
遣
の

調
整
に
苦
慮

・
全
国
の
社
協
に
災
害
VC
、
DW

AT
、
特
例
貸
付

等
災
害
関
連
業
務
の
対
応
が
集
中
し
た

・
被
災
地
社
協
の
要
望
と
応
援
派
遣
の
調
整
が
合

わ
ず
板
挟
み
に
な
っ
た

・
災
害
VC
を
設
置
し
て
い
な
い
県
内
社
協
で
も

広
域
避
難
者
へ
の
対
応
が
始
ま
り
派
遣
に
限
界

が
あ
っ
た

・
応
援
派
遣
の
基
準
・
費
用
負
担
の
整
理
不
足

・
引
継
ぎ
、
情
報
共
有
の
時
間
的
制
限

〇
応
援
派
遣
調
整
の
役
割
が
不
明
瞭

・
全
社
協
、
ブ
ロ
ッ
ク
幹
事
県
、
被
災
県
社
協
の
役

割
が
不
明
瞭
で
時
間
が
か
か
っ
た

〇
市
町
災
害
VC
立
ち
上
げ
確
認

•
市
町
社
協
職
員
安
否
確
認
と
あ
わ
せ
市
町
災
害

VC
立
ち
上
げ
意
向
を
確
認
（
13
市
町
で
開
設
）

〇
応
援
派
遣
へ
の
対
応

・
ブ
ロ
ッ
ク
幹
事
県
経
由
で
全
社
協
へ
応
援
派
遣
要

請
・
東
海
北
陸
ブ
ロ
ッ
ク
情
報
共
有
会
議
の
開
催

・
全
国
ブ
ロ
ッ
ク
幹
事
県
会
議
の
開
催

・
市
町
社
協
情
報
共
有
会
議
(事
務
局
⻑
等
)の
開
催

〇
協
定
締
結
団
体
等
へ
の
対
応

・
ラ
イ
オ
ン
ズ
ク
ラ
ブ
、
Ｊ
Ｃ
、
Ｃ
Ｏ
Ｏ
Ｐ
等
と

の
情
報
共
有
会
議
開
催

〇
市
町
災
害
VC
に
お
け
る
来
訪
者
へ
の
対
応

〇
県
V本

部
と
の
情
報
共
有
、
連
携

〇
市
町
災
害
VC
運
営
資
金
の
整
理

・
県
⺠
ﾎﾞ
ﾗﾝ
ﾃｨ
ｱ基
⾦
、
共
同
募
⾦
災
害
等
準
備
⾦
の

用
途
を
整
理
し
、
市
町
災
害
VC
へ
説
明
し
た

〇
平
時
に
お
け
る
取
組

・
初
動
担
当
の
県
社
協
職
員
と
市
町
社
協
職
員
に

よ
る
通
報
訓
練
の
実
施

・
県
、
市
町
防
災
訓
練
に
併
せ
て
行
う
市
町
災
害

VC
設
置
・
運
営
訓
練
に
県
社
協
連
絡
担
当
者
が

参
加

・
市
町
社
協
を
対
象
と
し
た
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

セ
ン
タ
ー
設
置
・
運
営
支
研
修
の
開
催

・
他
県
の
災
害
情
報
に
つ
い
て
市
町
社
協
へ
情
報

提
供

・
県
⺠
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
、
県
⼥
性
活
躍

県
⺠
協
働
課
と
の
連
携
・
情
報
共
有

災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 現 地 本 部 の 運 営 支 援

平 時 発 災 後

〇
災
害
Ｖ
Ｃ
支
援
関
連
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
改
訂

・
能
登
半
島
地
震
の
対
応
を
検
証
し
、
現
行
マ

ニ
ュ
ア
ル
等
の
改
訂
に
反
映

・
災
害
Ｖ
Ｃ
現
地
本
部
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂

受
援
力
を
高
め
る
体
制
構
築
、
行
政
・
NP
O

と
の
連
携
等
を
踏
ま
え
る

・
全
て
の
外
部
支
援
者
も
参
画
す
る
運
営
訓
練

実
施

・
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
機
能
を
持
っ
た
災
害
VC

を
目
指
し
、
被
災
者
ニ
ー
ズ
を
把
握
す
る

・
県
社
協
職
員
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂

初
動
対
応
や
役
割
分
担
の
明
確
化
に
あ
わ
せ

職
員
の
意
識
醸
成

・
派
遣
職
員
と
内
勤
と
の
業
務
分
担
と
公
平
性

確
保

○
応
援
派
遣
ス
キ
ー
ム
の
あ
り
方
に
対
す
る
提
言

・
社
協
の
応
援
派
遣
や
支
援
Ｐ
な
ど
、
外
部
支
援

者
の
派
遣
手
順
の
明
確
化

・
全
社
協
、
ブ
ロ
ッ
ク
幹
事
県
の
役
割
の
明
確
化

ブ
ロ
ッ
ク
派
遣
の
調
整
等
、
業
務
の
分
散
化

（
派
遣
者
数
、
シ
フ
ト
、
派
遣
条
件
の
調
整
等
）

○
現
地
ニ
ー
ズ
の
調
整

・
県
V本

部
へ
現
地
情
報
を
報
告
し
、
資
⾦
や
資
材

の
迅
速
な
調
達
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
調
整
、
ボ

ラ
バ
ス
の
運
行
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
調
整
を
図
る

・
社
協
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
、
企
業
・
組
織
、

団
体
等
の
応
援
職
員
派
遣
を
調
整
す
る

(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

②
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
現
地
本
部
（
市
町
災
害
VC
）
の
運
営
支
援

災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 現 地 本 部 の 運 営 支 援

平 時 発 災 後
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取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
県
V本

部
へ
の
職
員
派
遣
に
苦
慮

•
市
町
社
協
支
援
、
DW

AT
、
特
例
貸
付
の
運
営

な
ど
⼀
⻫
に
災
害
業
務
が
始
ま
り
、
県
Ｖ
本
部

(県
庁
内
)へ
職
員
の
派
遣
が
で
き
な
か
っ
た

〇
県
V本

部
構
成
員
の
役
割
が
不
明
瞭

•
情
報
集
約
、
共
有
方
法
が
未
整
理
で
、
県
、
県

社
協
が
二
重
に
情
報
聞
き
取
り
す
る
こ
と
が
あ

り
、
V現

地
本
部
へ
負
担
を
か
け
た

〇
育
成
人
材
の
活
用
・
調
整

•
平
時
に
育
成
し
た
人
材
に
対
し
て
適
材
適
所
へ

の
配
置
や
派
遣
を
調
整
で
き
な
か
っ
た

〇
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
範
囲
(危
険
・
技
術
等
)

•
自
治
体
に
よ
っ
て
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を

無
償
の
労
働
力
と
み
な
す
傾
向
が
あ
り
、
県
社

協
、
JV
OA
D、

支
援
P連

名
で
要
望
書
を
提
出
し

た
が
⺠
間
団
体
名
義
で
は
効
力
が
弱
か
っ
た

•
技
術
、
重
機
が
必
要
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に

対
す
る
認
識
が
自
治
体
で
異
な
り
混
乱
を
生
じ

た
〇
NP
O等

の
活
動
エ
リ
ア
の
調
整

•
現
地
で
活
動
す
る
NP
O等

を
集
約
す
る
機
能

が
な
か
っ
た

•
被
害
が
甚
大
で
あ
っ
た
奥
能
登
地
域
に
NP
O

等
が
集
中
し
、
中
能
登
地
域
が
手
薄
に
な
っ
た

〇
県
V本

部
現
地
支
援
班
と
し
て
V現

地
本
部
へ
職

員
派
遣

〇
現
地
本
部
運
営
資
金
の
整
理

•
県
⺠
ﾎﾞ
ﾗﾝ
ﾃｨ
ｱ基
⾦
、
共
同
募
⾦
災
害
等
準
備
⾦

の
用
途
を
整
理
す
る
た
め
中
央
共
募
、
全
社
協

も
同
席
し
た
会
議
を
開
催

〇
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
保
険
の
集
約
・
加
入

•
V現

地
本
部
(市
町
社
協
)が
受
付
け
た
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
保
険
加
入
者
を
県
社
協
が
集
約

し
毎
⽉
加
入
（
財
源
：
県
⺠
ﾎﾞ
ﾗﾝ
ﾃｨ
ｱ基

⾦
）

〇
情
報
共
有
会
議

•
県
社
協
（
課
⻑
会
議
を
充
当
）
、
県
、
支
援
P

（
県
域
支
援
者
）
に
よ
る
週
1回

we
b会

議
•
3⽉

以
降
、
議
題
に
あ
わ
せ
て
都
度
開
催

〇
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
安
全
確
保

•
余
震
、
熱
中
症
、
が
れ
き
処
理
な
ど
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
活
動
を
す
る
う
え
で
の
⼀
定
基
準
を
V現

地
本
部
へ
啓
発

〇
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
環
境
整
備

•
県
V本

部
基
幹
構
成
員
と
し
て
(公
財
)石
川
県
県

⺠
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
（
県
）
主
催
事
業

に
、
県
社
協
、
日
赤
が
委
員
等
と
し
て
参
画

県
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
本
部
設
置
・
運
営
訓
練

学
生
等
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
リ
ー
ダ
ー
育
成

企
業
の
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
研
修

県
災
害
対
策
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
連
絡
会

県 災 害 対 策 ボ ラ ン テ ィ ア 本 部 へ の 参 画

平 時 発 災 後

〇
県
ボ
ラ
本
部
構
成
員
と
し
て
の
自
覚

•
県
V本

部
現
地
支
援
班
活
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作

成
す
る

•
全
職
員
を
対
象
に
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
則
っ
た
訓
練

や
職
員
研
修
を
継
続
的
に
開
催
す
る

•
経
験
者
を
増
や
す
目
的
で
戦
略
的
に
職
員
を
現

地
へ
派
遣
す
る

〇
能
登
半
島
地
震
に
お
け
る
県
V本

部
全
般
の
リ

フ
レ
ク
シ
ョ
ン

•
関
わ
っ
た
全
団
体
が
、
今
回
の
対
応
を
検
証
し
、

機
能
、
体
制
に
つ
い
て
見
直
し
共
有
す
る

〇
県
V本

部
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
全
面
見
直
し

•
各
団
体
の
役
割
を
明
確
化
す
る

•
各
班
の
実
働
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
整
備
す
る

•
財
源
別
現
地
本
部
運
営
資
⾦
を
明
確
化
す
る

•
県
V本

部
構
成
員
に
よ
る
定
期
的
な
情
報
共
有
会

議
を
開
催
す
る

〇
地
域
協
働
型
で
運
営
す
る
た
め
の
人
材
育
成

•
平
時
に
行
っ
て
き
た
事
業
が
今
回
ど
の
よ
う
に

活
か
さ
れ
た
の
か
現
地
本
部
か
ら
も
意
見
を
聴

取
し
、
必
要
な
人
材
育
成
を
推
進
す
る

〇
V現

地
本
部
の
支
援
強
化

•
市
町
行
政
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
担
当
課
へ
V現

地
本
部
機
能
の
理
解
を
促
進
す
る

•
平
時
か
ら
市
町
域
で
NP
Oと

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

化
を
図
る

〇
外
部
支
援
団
体
と
の
連
携
（
再
掲
）

•
NP
O等

外
部
支
援
団
体
受
入
れ
に
係
る
関
係
機

関
と
の
連
携
を
推
進
す
る
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
整

備
・
事
前
訓
練
・
情
報
共
有
ル
ー
ル
）

•
被
災
市
町
行
政
主
体
に
よ
る
技
術
系
NP
O等

と
の
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
運
営
の
役
割

分
担
を
明
確
化
す
る

(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

③
県
災
害
対
策
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
本
部
（
県
V本

部
）
へ
の
参
画

県 災 害 対 策 ボ ラ ン テ ィ ア 本 部 へ の 参 画

平 時 発 災 後

市
町
災
害
V
C
の
支
援
強
化

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
担
当
課
へ
市
町
災
害

Ｖ
Ｃ
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(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

④
生
活
福
祉
資
金
特
例
貸
付
へ
の
対
応

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

生 活 福 祉 資 金 特 例 貸 付 へ の 対 応

平 時 発 災 後

〇
保
管
場
所
の
明
確
化
、
様
式
等
の
統
一
化

•
県
社
協
全
体
の
災
害
関
連
書
類
を
1か

所
に
ま

と
め
て
保
管
す
る
と
と
も
に
、
年
度
の
初
め

や
通
報
訓
練
に
合
わ
せ
て
保
管
場
所
を
確
認

•
全
国
共
通
の
制
度
で
あ
る
た
め
、
様
式
等
(古

い
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
再
整
備
含
む
)の
統
一
化
を

全
社
協
へ
要
望

•
県
社
協
に
お
い
て
も
市
町
社
協
ｱﾝ
ｹｰ
ﾄの

回
答

等
も
踏
ま
え
様
式
等
の
再
整
備
を
行
う

〇
特
例
貸
付
に
係
る
関
係
機
関
と
の
情
報
共
有

•
特
例
貸
付
の
実
施
に
必
要
な
環
境
（
開
始
・

終
了
時
期
、
特
設
開
始
場
所
、
様
式
等
）
や

課
題
に
つ
い
て
国
や
県
と
認
識
を
共
有

•
大
規
模
災
害
に
お
け
る
全
社
協
マ
ニ
ュ
ア
ル

の
改
訂
を
要
望

〇
応
援
要
請
、
派
遣
の
在
り
方
検
討

•
応
援
派
遣
が
業
務
別
（
特
例
貸
付
、
災
害
ボ

ラ
セ
ン
）
で
は
な
く
被
災
社
協
支
援
の
観
点

（
派
遣
人
数
の
調
整
、
業
務
間
の
隔
た
り
改

善
等
）
で
対
応
で
き
る
よ
う
、
全
社
協
を
通

じ
国
へ
要
望
(派
遣
に
係
る
経
費
精
算
の
統
一

を
含
む
)

•
宿
泊
場
所
確
保
等
、
応
援
派
遣
に
か
か
る
十

分
な
環
境
整
備
を
県
、
国
、
全
社
協
に
要
望

〇
適
切
な
貸
付
、
生
活
支
援
に
む
け
た
対
応

•
制
度
改
正
を
含
む
特
例
貸
付
対
象
者
の
見
直

し
（
本
則
の
小
口
貸
付
で
の
対
応
等
）

•
貸
付
方
法
の
み
特
例
と
す
る
の
で
は
な
く
、

償
還
に
つ
い
て
も
特
例
と
す
る
な
ど
、
貸
付

後
の
対
応
の
整
備
も
必
要

•
当
座
の
資
金
確
保
や
生
活
費
の
援
助
な
ど
貸

付
以
外
の
支
援
方
法
の
整
備

•
相
談
支
援
に
関
す
る
資
質
向
上
に
向
け
た
研

修
実
施
な
ど
困
窮
者
支
援
と
の
連
動
、
連
携

【
ア
ン
ケ
ー
ト
３
、
４
】

〇
平
時
に
お
け
る
取
組

•
生
活
福
祉
資
金
貸
付
事
業
貸
付
対
応

•
市
町
社
協
か
ら
の
相
談
対
応

(借
入
相
談
者
へ
の
間
接
的
な
相
談
支
援
及
び

困
窮
者
支
援
)

•
借
受
人
へ
の
償
還
に
関
す
る
支
援

•
債
権
管
理

〇
特
例
貸
付
開
始
準
備

•
特
例
貸
付
を
想
定
し
前
回
の
能
登
半
島
地
震

の
際
の
貸
付
様
式
等
を
確
認

•
全
社
協
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
確
認

•
他
県
か
ら
情
報
収
集

•
県
、
全
社
協
と
情
報
共
有

〇
県
か
ら
国
へ
特
例
貸
付
開
始
要
請
(決
定
1/
9)

〇
市
町
社
協
の
状
況
確
認

•
貸
付
開
始
時
期
、
貸
付
に
向
け
た
職
員
配
置
、

対
応
等
、
貸
付
様
式
等
の
す
り
合
わ
せ

〇
全
社
協
に
応
援
要
請

•
各
都
道
府
県
社
協
に
職
員
派
遣
を
要
請

•
宿
泊
場
所
等
の
確
保

〇
市
町
社
協
に
対
す
る
説
明
会

•
貸
付
ス
キ
ー
ム
、
手
順
、
様
式
等
の
説
明

〇
受
付
開
始
(1
/2
2〜

)
•
準
備
が
整
っ
た
社
協
か
ら
順
次
受
付
開
始

〇
応
援
社
協
へ
の
説
明
、
派
遣
開
始

•
派
遣
前
に
現
地
の
様
子
、
貸
付
手
順
等
説
明

〇
過
去
の
経
験
を
活
か
す
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た

•
前
回
の
能
登
半
島
地
震
で
使
用
し
た
関
係
書

類
の
確
認
に
時
間
を
要
し
た

•
前
回
使
用
し
た
各
種
様
式
等
の
記
載
事
項
を

検
証
し
て
い
な
か
っ
た

〇
特
例
貸
付
開
始
準
備
に
時
間
を
要
し
た

•
全
国
共
通
の
制
度
で
あ
り
な
が
ら
、
災
害
の

都
度
、
特
例
貸
付
に
か
か
る
ス
キ
ー
ム
、
様

式
等
が
各
県
で
変
わ
る

〇
特
例
貸
付
開
始
時
期
の
考
え
方
の
相
違

•
県
は
早
期
実
施
を
要
請

•
県
社
協
は
受
付
開
始
後
、
申
込
み
が
殺
到

す
る
と
想
定
し
、
市
町
社
協
の
体
制
を
整
備

（
職
員
配
置
・
特
設
設
置
場
所
等
）
に
時
間
が
必
要
と

考
え
て
い
た
〔
発
災
直
後
の
資
金
需
要
は
想
定
外
〕

【
ア
ン
ケ
ー
ト
２
】

〇
都
道
府
県
社
協
へ
の
依
頼
内
容
、
応
援
要
請
の

タ
イ
ミ
ン
グ
の
判
断
が
難
し
か
っ
た

•
災
害
VC
へ
の
応
援
要
請
と
重
な
る
た
め
、
全
国

の
社
協
へ
の
負
担
と
な
る
（
申
込
件
数
が
読
め
な

い
た
め
不
測
の
事
態
に
備
え
た
応
援
を
要
請
）

•
被
災
地
域
で
の
宿
泊
場
所
が
な
く
、
応
援
派
遣

者
の
宿
泊
場
所
の
確
保
が
困
難

•
特
例
貸
付
、
災
害
VC
で
経
費
負
担
が
異
な
る

【
ア
ン
ケ
ー
ト
６
】

〇
適
切
な
貸
付
、
生
活
支
援
に
繋
げ
ら
れ
な
か
っ
た

•
対
象
地
域
に
居
住
し
て
い
る
だ
け
で
、
通
常
で

は
貸
付
対
象
と
な
ら
な
い
世
帯
へ
の
貸
付
に
繋

が
っ
た
(本
則
と
特
例
の
運
用
を
明
確
化
)

•
貸
付
期
間
(1
年
9月

)が
⻑
く
、
災
害
と
の
関
連

が
乏
し
く
な
る
傾
向
と
な
っ
た

•
特
例
＝
免
除
と
誤
認
さ
れ
て
い
る

(コ
ロ
ナ
特
例
の
弊
害
)

•
貸
付
以
外
の
支
援
策
(見
舞
金
等
含
む
)が
示
さ
れ

て
お
ら
ず
他
の
支
援
策
へ
繋
ぐ
こ
と
が
困
難

（
貸
付
以
外
の
当
座
の
資
金
調
達
方
法
が
な
い
）

【
ア
ン
ケ
ー
ト
３
、
４
】

生 活 福 祉 資 金 特 例 貸 付 へ の 対 応

平 時 発 災 後
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検証項目(2)災害時における市町社協への支援  ④生活福祉資金特例貸付への対応

【1 職場体制の変更について】

【２ 貸付開始時期について】

市町社協生活福祉資金特例貸付に関するアンケート調査結果(抜粋)

理由
(妥当)
・職員全員が被災している中での対応であった為、貸付開始時期が早すぎた場合は対応できていなかっ
たと想定される
・受付開始までの準備時間が短く（書類・対応場所・職員の心構え）を含め対応に追われた
(早い)
・開始１か月程度は申請が少なかった
(遅い)
・すでに問い合わせがあったため、折り返しの電話対応をした

検証項目(2)災害時における市町社協への支援  ④生活福祉資金特例貸付への対応

【1 職場体制の変更について】

【２ 貸付開始時期について】

市町社協生活福祉資金特例貸付に関するアンケート調査結果(抜粋)

理由
(妥当)
・職員全員が被災している中での対応であった為、貸付開始時期が早すぎた場合は対応できていなかっ
たと想定される
・受付開始までの準備時間が短く（書類・対応場所・職員の心構え）を含め対応に追われた
(早い)
・開始１か月程度は申請が少なかった
(遅い)
・すでに問い合わせがあったため、折り返しの電話対応をした
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【３ 貸付後の支援について】

【６  1月〜3月全国からの応援派遣状況（のべ⼈数】

461 1,849

・就労支援、居住支援、食糧提供
・制度ごとではない相談窓口の一本化、まとまったわかりやすいチラシ 等
・償還が難しい方（高齢者、障害者世帯）への対応
・償還開始に伴う伴奏支援
・災害特例が義援金までのつなぎとし、義援金と相殺される仕組みづくり
・被災者に関する各種助成金の利用のほか生活困窮者自立支援制度などの利用

生活福祉資金貸付
（県・ブロック） 148 266 6 420

2,397 4,707
災害ボランティアセンター
（県・県内・ブロック）

計
609 2,115 2,403 5,127

種    目 １月 ２月 ３月 計
（単位：⼈）

【4 貸付に迷ったケース】
・貸付希望の目的が当座の生活費であるかどうかの判断
・身分証のない被災者の本⼈確認や、世帯が分散して避難していた際の世帯の状況確認

�・市町によって対応が違うと言われることが負担 ・本則と特例のすみ分けができない
・コロナ特例のように、特例＝免除「返さなくてもよいと認識されている」
・もともと収入が少ない世帯や高齢世帯への貸付

【５ 貸付以外に必要な支援等について】

）】

【３ 貸付後の支援について】

【６  1月〜3月全国からの応援派遣状況（のべ⼈数】

461 1,849

・就労支援、居住支援、食糧提供
・制度ごとではない相談窓口の一本化、まとまったわかりやすいチラシ 等
・償還が難しい方（高齢者、障害者世帯）への対応
・償還開始に伴う伴奏支援
・災害特例が義援金までのつなぎとし、義援金と相殺される仕組みづくり
・被災者に関する各種助成金の利用のほか生活困窮者自立支援制度などの利用

生活福祉資金貸付
（県・ブロック） 148 266 6 420

2,397 4,707
災害ボランティアセンター
（県・県内・ブロック）

計
609 2,115 2,403 5,127

種    目 １月 ２月 ３月 計
（単位：⼈）

【4 貸付に迷ったケース】
・貸付希望の目的が当座の生活費であるかどうかの判断
・身分証のない被災者の本⼈確認や、世帯が分散して避難していた際の世帯の状況確認

�・市町によって対応が違うと言われることが負担 ・本則と特例のすみ分けができない
・コロナ特例のように、特例＝免除「返さなくてもよいと認識されている」
・もともと収入が少ない世帯や高齢世帯への貸付

【５ 貸付以外に必要な支援等について】
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(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

⑤
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
事
業
へ
の
対
応

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

○
災
害
時
に
お
け
る
業
務
継
続
お
よ
び
支
援
体
制

の
未
整
備

•
専
門
員
や
生
活
支
援
員
が
被
災
し
て
活
動
で

き
な
く
な
っ
た
場
合
の
代
替
対
応
や
応
援
体

制
が
整
理
さ
れ
て
い
な
い

•
利
用
者
が
避
難
し
た
場
合
の
安
否
確
認
や
支

援
継
続
の
方
法
に
つ
い
て
、
具
体
的
な
手
順

や
関
係
機
関
と
の
連
携
体
制
が
整
理
さ
れ
て

い
な
い

•
1.
5次

避
難
所
へ
避
難
し
た
利
用
者
に
つ
い
て
、

避
難
所
で
活
動
す
る
支
援
団
体
と
の
情
報
共

有
が
不
十
分
で
、
関
係
者
間
で
の
支
援
方
針

の
共
有
が
図
れ
な
か
っ
た
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た

○
災
害
時
業
務
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
未
整
備

•
利
用
者
の
安
否
確
認
や
具
体
的
な
対
応
方
法

に
つ
い
て
統
一
的
な
指
針
・
業
務
マ
ニ
ュ
ア

ル
が
整
備
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
の
都
度
対
応

を
判
断
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
が
あ
っ
た

〇
金
融
機
関
に
お
け
る
災
害
時
の
預
金
払
出
し
対

応
が
整
理
さ
れ
て
い
な
い

•
被
災
に
よ
る
金
融
機
関
の
休
業
、
利
用
者
の

通
帳
・
印
鑑
の
紛
失
や
、
利
用
者
の
避
難
先

で
の
払
い
出
し
等
、
災
害
時
を
想
定
し
た
対

応
が
整
理
さ
れ
て
お
ら
ず
、
預
金
の
払
い
出

し
が
必
要
な
際
に
円
滑
に
手
続
き
が
で
き
な

い
事
例
が
あ
っ
た

金
融
機
関
の
休
業

４
件

通
帳
・
印
鑑
の
紛
失

１
件

○
災
害
対
応
に
関
す
る
研
修
・
情
報
共
有
の
機
会

が
不
足
し
て
い
る

•
災
害
時
の
対
応
に
つ
い
て
、
平
時
か
ら
専
門

員
や
生
活
支
援
員
が
共
通
認
識
を
持
つ
機
会

が
十
分
に
確
保
さ
れ
て
い
な
い

福 祉 サ ー ビ ス 利 用 支 援 事 業 へ の 対 応

平 時 発 災 後

〇
行
政
、
福
祉
施
設
等
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化

•
利
用
者
か
ら
了
解
を
得
た
上
で
、
要
援
護
者
台

帳
へ
の
掲
載
に
つ
い
て
行
政
と
調
整
を
行
い
、

必
要
に
応
じ
て
⺠
生
委
員
等
に
も
情
報
を
共
有

す
る
こ
と
で
、
地
域
に
お
け
る
見
守
り
体
制
の

強
化
を
図
る

•
利
用
者
が
避
難
所
へ
避
難
し
た
場
合
の
情
報
提

供
の
流
れ
や
対
応
方
法
に
つ
い
て
、
行
政
や
関

係
機
関
と
あ
ら
か
じ
め
協
議
を
行
い
、
災
害
時

に
お
け
る
情
報
共
有
の
方
法
や
連
携
体
制
に
つ

い
て
整
理
す
る

〇
災
害
時
業
務
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備

•
安
否
確
認
の
手
順
等
を
含
め
た
災
害
時
に
お
け

る
利
用
者
支
援
に
お
け
る
留
意
点
を
ま
と
め
た

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
、
各
市
町
社
協
に
お
い

て
、
本
事
業
の
利
用
者
対
応
を
含
め
た
災
害
時

の
組
織
及
び
支
援
体
制
づ
く
り
に
活
用
す
る

〇
災
害
を
想
定
し
た
金
融
機
関
と
の
情
報
共
有
・

意
見
交
換
の
場
の
設
定

•
有
事
の
際
に
円
滑
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
平
時

か
ら
金
融
機
関
と
の
情
報
共
有
・
意
見
交
換
を

行
う

例
）
・
災
害
時
の
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
銀
行
印
を

押
せ
な
い
、
身
分
証
明
書
が
な
い
場
合
の

出
入
金
の
簡
易
書
類
な
ど
）
の
整
備

・
窓
口
に
行
く
こ
と
が
困
難
な
場
合
の
支
援

方
法
（
ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ
の
活
用
）

○
災
害
対
応
に
関
す
る
研
修
・
情
報
共
有
の
充
実

•
災
害
時
の
対
応
力
向
上
を
図
る
た
め
、
専
門
員

や
生
活
支
援
員
を
対
象
と
し
た
研
修
や
情
報
共

有
の
機
会
を
設
け
る

（
災
害
時
対
応
の
事
例
共
有
や
マ
ニ
ュ
ア
ル
の

理
解
促
進
を
図
る
研
修
等
）

○
特
に
な
し

〇
市
町
社
協
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
対
応

•
専
門
員
や
生
活
支
援
員
が
被
災
し
て
活
動
で

き
な
い
場
合
や
、
利
用
者
の
市
町
外
へ
の
避

難
に
伴
う
避
難
先
で
の
支
援
継
続
の
方
法
等

に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
に
対
し
、
関
係
機
関

へ
の
確
認
や
情
報
収
集
を
行
い
な
が
ら
、
市

町
社
協
へ
の
情
報
提
供
及
び
助
言
等
の
対
応

を
行
っ
た

〇
金
融
機
関
と
の
連
絡
調
整

•
利
用
者
が
通
帳
や
印
鑑
を
紛
失
し
た
場
合
や
、

利
用
者
の
広
域
避
難
に
伴
う
取
扱
店
以
外
で

の
預
金
の
払
い
出
し
等
に
つ
い
て
、
各
金
融

機
関
と
交
渉
を
行
っ
た

※
事
前
に
届
け
出
し
た
1店

舗
（
取
扱
店
）

の
み
払
い
出
し
が
可
能
な
金
融
機
関
へ
の
対

応

福 祉 サ ー ビ ス 利 用 支 援 事 業 へ の 対 応

平 時 発 災 後
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(2
)災
害
時
に
お
け
る
市
町
社
協
へ
の
支
援

⑥
⺠
⽣
委
員
と
連
携
し
た
要
支
援
者
へ
の
支
援

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

〇
全
⺠
児
連
が
発
⾏
し
て
い
る
「
災
害
に
備
え
る

⺠
⽣
委
員
・
児
童
委
員
活
動
に
関
す
る
指
針
」
の

配
布
、
⺠
⽣
委
員
へ
の
周
知
依
頼

〔
基
本
的
な
考
え
方
〕

•
災
害
の
発
生
が
迫
っ
て
い
る
場
合
や
発
災
直
後

は
自
ら
と
家
族
の
安
全
確
保
が
最
優
先

•
平
常
時
に
お
い
て
、
地
域
ぐ
る
み
の
要
援
護
者

の
支
援
体
制
づ
く
り
に
協
力
す
る

•
発
災
後
、
安
全
が
確
保
で
き
た
後
、
無
理
の
な

い
範
囲
で
要
援
護
者
支
援
に
協
力
す
る

〇
⺠
⽣
委
員
に
対
し
、
自
ら
と
家
族
の
安
全
確
保

を
最
優
先
す
る
よ
う
、
各
市
町
⺠
児
協
へ
周
知

•
市
町
⺠
児
協
に
メ
ー
ル
及
び
電
話
で
周
知

•
県
⺠
児
連
理
事
に
対
し
チ
ャ
ッ
ト
ア
プ
リ
を
利

用
し
安
否
確
認
と
合
わ
せ
上
記
の
周
知
を
実
施

〇
各
市
町
⺠
児
協
・
⺠
⽣
委
員
か
ら
の
問
い
合
わ

せ
対
応

•
他
市
町
⺠
生
委
員
が
被
災
地
に
派
遣
さ
れ
て
⺠

生
委
員
活
動
の
補
助
を
⾏
う
等
の
動
き
を
県
⺠

児
連
と
し
て
⾏
っ
て
い
る
か
？

⇒
⾏
っ
て
い
な
い

•
自
身
も
被
災
し
避
難
し
て
い
る
が
、
避
難
所
で

「
水
が
欲
し
い
」
等
の
物
資
を
求
め
る
声
が

あ
っ
た
時
に
自
費
で
対
応
し
た
。

⇒
県
へ
連
絡
、
指
針
の
周
知

⺠ ⽣ 委 員 と 連 携 し た 要 支 援 者 へ の 支 援

平 時 発 災 後

〇
⺠
⽣
委
員
が
活
動
で
き
な
い
場
合
を
想
定
し
た

見
守
り
活
動
体
制
の
整
備

•
⺠
生
委
員
が
活
動
で
き
な
い
場
合
を
想
定
し

た
支
援
体
制
の
整
備
・
役
割
分
担
の
明
確
化

•
避
難
者
名
簿
の
開
示
・
提
供
に
つ
い
て
、
あ

ら
か
じ
め
市
町
⾏
政
と
協
議

•
災
害
を
想
定
し
た
見
守
り
マ
ッ
プ
の
保
管
方

法
や
見
守
り
マ
ッ
プ
が
利
用
で
き
な
い
場
合

を
想
定
し
た
対
応
の
検
討

〇
⾏
政
と
連
携
し
た
活
動
体
制
の
明
確
化

•
災
害
時
に
お
け
る
各
主
体
（
社
協
・
⺠
児

協
・
⾏
政
等
）
の
役
割
分
担
の
明
確
化

•
地
域
支
え
合
い
セ
ン
タ
ー
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
構
築

〇
災
害
を
想
定
し
た
連
絡
体
制
の
整
備

•
災
害
時
に
お
け
る
⺠
児
協
と
⺠
生
委
員
、
⺠

生
委
員
間
の
連
絡
方
法
の
決
定

〇
災
害
時
に
お
け
る
⺠
⽣
委
員
の
負
担
軽
減

•
災
害
時
の
活
動
方
針
を
市
町
や
自
治
会
・
町

内
会
に
周
知
す
る
こ
と
で
、
⺠
生
委
員
の
⼼

的
負
担
軽
減
を
図
る

〇
⺠
⽣
委
員
が
被
災
し
、
要
支
援
者
へ
の
見
守
り

活
動
等
が
で
き
な
い
場
合
を
想
定
し
て
い
な
か
っ

た •
要
支
援
者
リ
ス
ト
は
あ
る
も
の
の
、
市
町
社
協

で
要
支
援
者
の
個
別
避
難
先
を
把
握
し
て
い
な

い
例
も
あ
っ
た
（
自
治
会
や
⺠
生
委
員
に
依

存
）

•
見
守
り
マ
ッ
プ
を
作
成
し
て
い
た
が
、
被
災
に

よ
り
保
管
場
所
か
ら
取
り
出
す
こ
と
が
で
き
ず
、

急
遽
、
現
場
で
作
成
し
た
例
が
あ
っ
た

•
通
信
不
通
、
道
路
遮
断
等
に
よ
り
安
否
確
認
が

で
き
な
い
場
合
を
想
定
し
て
い
な
か
っ
た

〇
災
害
時
の
各
主
体
（
社
協
・
⺠
児
協
・
⾏
政

等
）
の
活
動
体
制
が
整
理
さ
れ
て
い
な
い

•
災
害
時
の
各
主
体
（
社
協
・
⺠
児
協
・
⾏
政

等
）
の
役
割
と
連
携
が
不
十
分

〇
災
害
時
の
連
絡
体
制
が
不
十
分

•
通
信
機
能
や
移
動
手
段
を
失
っ
た
場
合
の
市
町

⺠
児
協
と
⺠
生
委
員
、
⺠
生
委
員
間
の
連
絡
方

法
を
決
定
し
て
い
な
か
っ
た

〇
⺠
⽣
委
員
の
活
動
方
針
が
不
明
確
で
⺠
⽣
委
員

の
自
己
判
断
に
委
ね
ら
れ
た

•
遠
隔
地
へ
避
難
し
た
⺠
生
委
員
が
担
当
地
区
に

在
住
し
て
い
る
要
支
援
者
の
見
守
り
を
実
施

•
遠
隔
地
へ
避
難
し
た
要
支
援
者
の
見
守
り
を
避

難
前
の
担
当
⺠
生
委
員
が
見
守
り
を
実
施

⇒
⺠
生
委
員
が
活
動
を
⾏
う
上
で
、
経
済
的
負

担
や
地
震
の
⼼
身
の
疲
労
、
別
地
区
か
ら
来

た
み
な
し
仮
設
入
居
者
へ
の
か
か
わ
り
方
な

ど
が
課
題
と
な
っ
て
い
る

民 生 委 員 と 連 携 し た 要 支 援 者 へ の 支 援

平 時 発 災 後
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(3
) 石

川
県

災
害

派
遣

福
祉

チ
ー

ム
（

DW
AT

）
の

派
遣

調
整

(1
/2

)

〇
石

川
県

DW
AT

チ
ー

ム
員

の
派

遣
に

係
る

調
整

事
務

•
所
属
先
及
び
チ
ー
ム
員
へ
の
派
遣
依
頼
・

チ
ー
ム
編
成
・
シ
フ
ト
表
の
作
成

期
間
：
R6
.1
.6
〜
R6
.6
.3
0

活
動
場
所
：
1.
5次

避
難
所
（
R6
.1
.8
〜
2.
22
、

3.
29
〜
6.
30
）

七
尾
市
和
倉
小
学
校
（
R2
.2
2〜

3.
14
）

県
DW

AT
調
整
本
部
（
R6
.3
.1
5

〜
3.
23
）

活
動
人
数
：
延
べ
44
2人

※
本
県
以
外
46
都
道
府
県
チ
ー
ム
員
の
派
遣
調

整
等
は
、
県
DW

AT
調
整
本
部
が
実
施

〇
研

修
内

容
等

の
見

直
し

・
充

実
、

チ
ー

ム
員

同
士

の
横

の
つ

な
が

り
の

強
化

•
今
回
の
経
験
を
生
か
し
、
実
践
的
な
研
修
内
容

の
見
直
し
及
び
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
（
チ
ー
ム

員
に
よ
る
検
討
会
）
、
防
災
訓
練
へ
の
積
極
的

な
参
加
な
ど

•
研
修
へ
の
参
加
に
当
た
っ
て
は
、
所
属
⻑
の
理

解
を
求
め
る
よ
う
働
き
か
け
る

•
チ
ー
ム
員
同
士
が
顔
の
見
え
る
関
係
性
を
築
け

る
よ
う
平
時
か
ら
連
絡
を
取
り
合
え
る
仕
組
み

を
チ
ー
ム
員
と
一
緒
に
な
っ
て
作
る

〇
マ

ン
パ

ワ
ー

の
確

保
及

び
DW

AT
活

動
に

対
す

る
理

解
•
チ
ー
ム
員
の
養
成
・
派
遣
へ
の
協
力
に
は
所
属

⻑
を
は
じ
め
と
し
た
職
場
の
理
解
が
不
可
⽋
で

あ
る
た
め
、
活
動
内
容
の
理
解
や
周
知
（
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
会
議
や
種
別
協
議
会
・
団
体
で
の
総

会
の
活
用
な
ど
）
を
進
め
て
行
く

•
特
に
、
チ
ー
ム
員
の
養
成
に
あ
た
っ
て
は
、
実

際
の
派
遣
を
見
越
し
て
、
DW

AT
活
動
に
専
念

で
き
る
職
員
を
推
薦
し
て
も
ら
え
る
よ
う
働
き

か
け
る

•
災
害
救
助
法
の
見
直
し
に
よ
り
、
活
動
範
囲
が

拡
大
し
た
こ
と
に
よ
る
、
支
援
・
受
援
を
念
頭

に
お
い
た
チ
ー
ム
員
の
勤
務
地
に
あ
る
関
係
団

体
や
地
域
住
⺠
へ
の
DW

AT
活
動
へ
の
理
解
促

進
（
例
：
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成
、
出
前
講
座
実

施
な
ど
）

石 川 県 災 害 派 遣 福 祉 チ ー ム （ Ｄ Ｗ Ａ Ｔ ） の 派 遣 調 整

〇
平

時
に

お
け

る
取

組
•
石
川
県
DW

AT
チ
ー
ム
員
研
修
の
実
施
（
登

録
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
【
県
委
託
】
）

•
災
害
福
祉
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
（
事
務
局
：

石
川
県
）
構
成
団
体
と
し
て
会
議
へ
の
参
画

平 時 発 災 後

取
組

事
項

課
題

改
善

の
方

向
性

〇
派

遣
を

想
定

し
た

研
修

不
足

•
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施
し
て
い
た
が
、

チ
ー
ム
構
成
や
活
動
場
所
で
の
役
割
、
活
動

内
容
等
に
つ
い
て
具
体
性
に
⽋
け
、
実
際
に

派
遣
さ
れ
た
石
川
県
DW

AT
チ
ー
ム
員
に
不

安
と
混
乱
を
与
え
た

〇
マ

ン
パ

ワ
ー

（
実

人
員

）
不

足
•
チ
ー
ム
員
へ
の
派
遣
依
頼
に
つ
い
て
は
、
被

害
の
大
き
い
奥
能
登
の
施
設
・
事
業
所
に
所

属
す
る
チ
ー
ム
員
を
除
き
、
1月

単
位
ご
と
に

依
頼
し
て
い
た
が
、
時
間
の
経
過
と
と
も
に

協
力
者
が
減
少
、
ま
た
、
広
域
避
難
者
を
受

け
入
れ
た
施
設
の
職
員
も
、
自
施
設
の
緊
急

対
応
に
追
わ
れ
、
派
遣
調
整
に
苦
慮
し
た

•
チ
ー
ム
員
自
身
が
老
施
協
DW

AT
や
職
能
団

体
な
ど
複
数
の
団
体
で
会
員
登
録
し
て
い
る

ケ
ー
ス
が
あ
り
、
実
際
に
活
動
で
き
る
人
員

の
把
握
が
で
き
な
か
っ
た

※
県
厚
生
政
策
課
よ
り
資
料
提
供

石 川 県 災 害 派 遣 福 祉 チ ー ム （ Ｄ Ｗ Ａ Ｔ ） の 派 遣 調 整

平 時 発 災 後
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(3
)石
川
県
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
（
DW

AT
）
の
派
遣
調
整

(2
/2
)

〇
チ
ー
ム
編
成
に
つ
い
て
の
役
割
が
不
明
瞭

•
県
か
ら
研
修
の
み
の
受
託
で
あ
っ
た
こ
と
か

ら
、
チ
ー
ム
員
の
派
遣
調
整
等
を
受
託
す
る

こ
と
は
想
定
外
で
あ
っ
た
た
め
、
災
害
福
祉

支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
中
央
セ
ン
タ
ー
（
中
央

セ
ン
タ
ー
）
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
助
言

を
受
け
な
け
れ
ば
、
調
整
は
困
難
だ
っ
た

•
活
動
場
所
に
派
遣
さ
れ
た
チ
ー
ム
員
が
現
場

で
ス
ム
ー
ズ
に
活
動
で
き
る
よ
う
、
事
前
オ

リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
（
現
地
関
係
者
や
一
緒

に
派
遣
さ
れ
る
チ
ー
ム
員
の
情
報
、
現
地
で

の
活
動
内
容
・
役
割
分
担
、
要
配
慮
者
の
情

報
な
ど
）
が
不
十
分
だ
っ
た

〇
県
と
の
連
携
強
化

•
令
和
8年

度
よ
り
、
県
と
の
共
同
事
務
局
体
制

を
構
築
す
る
こ
と
か
ら
、
法
改
正
に
よ
り
チ
ー

ム
員
の
活
動
範
囲
や
対
応
等
も
見
直
し
が
必
要

と
な
る
た
め
、
県
と
の
連
携
を
強
化
（
既
存
の

マ
ニ
ュ
ア
ル
・
様
式
の
改
訂
、
チ
ー
ム
員
の
不

安
軽
減
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
の
運
営
等
）
し
、

DW
AT
活
動
が
円
滑
に
進
む
よ
う
取
り
組
む

石 川 県 災 害 派 遣 福 祉 チ ー ム へ の 支 援

発 災 後

取
組
事
項

課
題

改
善
の
方
向
性

石 川 県 災 害 派 遣 福 祉 チ ー ム へ の 支 援

発 災 後
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(4
) 介

護
・

福
祉

人
材

雇
用

・
就

職
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

の
実

施

〇
他

の
職

業
紹

介
機

関
と

の
連

携
が

不
十

分
•
震
災
当
初
、
他
の
職
業
紹
介
機
関
が
実
施
す

る
就
職
相
談
会
へ
参
加
を
依
頼
し
た
と
こ
ろ
、

会
場
の
ス
ペ
ー
ス
な
ど
の
問
題
も
あ
り
調
整

が
つ
か
な
か
っ
た

•
震
災
当
初
、
福
サ
ポ
が
実
施
す
る
就
職
相
談

会
に
他
の
職
業
紹
介
機
関
へ
参
加
を
打
診
し

た
と
こ
ろ
、
調
整
が
つ
か
な
か
っ
た

〇
再

就
職

に
向

け
た

支
援

策
な

ど
の

知
識

や
案

内
が

不
足

〇
職

業
相

談
窓

口
の

周
知

が
不

十
分

•
被
災
者
、
避
難
者
へ
の
無
料
職
業
紹
介
機

能
・
相
談
窓
口
と
し
て
の
認
知
不
足

〇
能

登
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

準
備

が
不

足
•
他
県
在
住
の
能
登
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
登
録
者
と

の
連
絡
が
困
難

•
震
災
当
初
か
ら
、
被
災
地
域
の
事
業
所
が
職

員
採
用
の
た
め
に
時
間
を
割
く
こ
と
が
困
難

•
住
居
な
ど
の
環
境
整
備
が
不
十
分
で
あ
っ
た

り
、
運
転
免
許
を
所
持
し
て
い
な
い
な
ど
ミ

ス
マ
ッ
チ
が
多
く
、
マ
ッ
チ
ン
グ
に
繋
が
ら

な
い

〇
求

職
者

（
被

災
者

）
向

け
の

支
援

•
2次

避
難
者
へ
の
福
サ
ポ
の
周
知

•
被
災
者
向
け
出
張
相
談
会
の
開
催

•
仮
設
住
宅
で
の
出
張
相
談
会
の
開
催

•
他
機
関
が
実
施
す
る
各
種
相
談
会
へ
の
参
画

•
離
職
防
止
の
た
め
の
保
育
ホ
ッ
と
サ
ロ
ン

（
交
流
会
）
の
開
催

〇
特

に
な

し
〇

他
の

職
業

紹
介

機
関

と
の

連
携

強
化

•
IL
AC
に
入
居
す
る
機
関
が
取
り
組
む
、
一
体
的

実
施
事
業
の
メ
リ
ッ
ト
が
活
か
さ
れ
る
よ
う
、

日
頃
か
ら
課
題
提
供
や
情
報
の
共
有
に
取
り
組

む
•
災
害
時
に
は
就
職
相
談
会
の
共
同
開
催
を
含
め
、

普
段
か
ら
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
、
他
の
職
業
紹
介

機
関
と
の
連
携
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る

•
そ
の
た
め
に
は
、
平
時
か
ら
県
担
当
課
及
び
労

働
関
係
部
局
と
の
調
整
が
必
要

•
求
職
者
に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
施
策
に
取
り
組

も
う
と
し
て
い
る
の
か
事
前
に
情
報
を
得
て
お

く
必
要
が
あ
る

•
そ
の
た
め
に
は
、
他
機
関
の
実
施
す
る
支
援
策

を
把
握
し
て
お
く
必
要
が
あ
る

〇
福

サ
ポ

の
周

知
活

動
の

強
化

•
平
時
か
ら
、
無
料
職
業
相
談
窓
口
と
し
て
の
福

サ
ポ
の
周
知

〇
能

登
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

仕
組

み
の

見
直

し
•
発
災
後
間
も
な
く
の
実
施
で
は
な
く
、
応
援
職

員
の
派
遣
が
終
了
す
る
少
し
前
か
ら
登
録
者
を

募
る
な
ど
、
実
施
時
期
に
つ
い
て
も
検
討
が
必

要
•
登
録
者
に
つ
い
て
も
、
県
内
在
住
者
か
ら
募
集

を
開
始
し
、
徐
々
に
県
外
在
住
者
に
広
め
る
な

ど
の
検
討
が
必
要

•
被
災
地
域
の
事
業
所
の
状
況
に
つ
い
て
、
県
担

当
課
や
県
社
協
内
の
他
課
と
の
情
報
共
有
が
必

要

介 護 ・ 福 祉 人 材 雇 用 ・ 就 職 サ ポ ー ト デ ス ク の 実 施

平 時 発 災 後

取
組

事
項

課
題

改
善

の
方

向
性

〇
求

人
向

け
の

支
援

•
能
登
北
部
地
域
事
業
所
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

•
雇
用
維
持
支
援
説
明
会
（
在
籍
型
出
向
の
周

知
）
の
開
催

•
仮
設
住
宅
で
の
出
張
相
談
会
の
開
催

•
能
登
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
（
登
録
フ
ォ
ー

ム
を
作
成
し
、
能
登
半
島
地
域
で
勤
務
し
て

い
た
だ
け
る
福
祉
職
を
募
集
）

介 護 ・ 福 祉 人 材 雇 用 ・ 就 職 サ ポ ー ト デ ス ク の 実 施

平 時 発 災 後
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(5
) 県

社
協

に
事

務
局

を
置

く
種

別
協

・
団

体
（

10
団

体
）

へ
の

支
援

(1
/2

)

〇
発

災
後

の
対

応
•
種
別
協
等
共
通
：
会
員
法
人
・
施
設
等
の
被

災
状
況
の
確
認
、
災
害
見
舞
金
の
周
知
・
申

請
受
付
・
送
金
手
続
き
、
全
国
等
で
募
集
し

た
義
援
金
等
の
配
分
手
続
き
、
県
外
の
施
設

や
種
別
協
議
会
等
か
ら
の
視
察
や
義
援
金
贈

呈
式
の
開
催
調
整
、
県
等
へ
の
要
望

•
経
営
協
：
特
別
年
会
費
の
使
途
決
定
・
配
分

手
続
き
、
1.
5次

避
難
所
の
要
介
護
高
齢
者
の

介
護
を
行
う
職
員
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務
可

能
な
職
員
の
派
遣
依
頼
・
調
整

•
老
施
協
：
全
国
老
施
協
会
費
免
除
申
請
手
続

き
、
県
か
ら
の
依
頼
に
よ
る
会
員
に
対
す
る

提
供
可
能
な
支
援
物
資
や
広
域
避
難
を
念
頭

に
利
用
者
受
入
可
能
人
数
の
調
査
等
の
実
施
、

高
齢
者
施
設
等
に
対
す
る
支
援
会
議
や
施
設

間
応
援
職
員
派
遣
マ
ッ
チ
ン
グ
会
議
（
R6
.1

〜
9月

）
等
へ
の
参
加
、
全
国
老
施
協
DW

AT
へ
の
派
遣
要
請
並
び
に
県
内
老
施
協
DW

AT
の
派
遣
調
整
の
実
施

•
保
育
部
会
：
全
国
保
育
協
議
会
会
費
免
除
申

請
手
続
き

•
セ
ル
プ
振
興
セ
ン
タ
ー
：
県
外
か
ら
県
内
就

労
支
援
施
設
の
応
援
申
し
出
を
受
け
、
セ
ル

プ
商
品
の
紹
介
・
販
売
協
力
を
得
た

〇
東

海
北

陸
ブ

ロ
ッ

ク
災

害
支

援
協

定
の

締
結

•
経
営
協

•
老
施
協

〇
会

員
間

に
お

け
る

災
害

応
援

規
程

の
設

置
•
老
施
協

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

平 時 発 災 後

取
組

事
項

課
題

改
善

の
方

向
性

〇
県

社
協

内
に

お
け

る
各

課
・

セ
ン

タ
ー

と
の

連
携

強
化

•
市
町
社
協
災
害
VC
の
運
営
や
被
災
市
町
社
協

へ
の
支
援
と
同
様
に
、
種
別
協
議
会
・
団
体

や
県
社
協
の
会
員
で
あ
る
か
否
か
か
か
わ
ら

ず
、
被
災
地
の
施
設
・
事
業
所
へ
の
支
援
に

つ
い
て
も
、
県
社
協
全
体
で
取
り
組
む
よ
う
、

災
害
時
に
限
ら
ず
、
平
時
か
ら
協
力
で
き
る

体
制
を
構
築
し
、
発
災
時
の
対
応
に
つ
い
て

は
手
順
書
を
定
め
る
な
ど
、
改
善
を
図
る

•
そ
の
た
め
に
も
、
種
別
協
議
会
・
団
体
が
抱

え
る
被
災
後
の
課
題
に
つ
い
て
、
共
有
で
き

る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
す
る

〇
種

別
協

議
会

・
団

体
へ

の
災

害
対

応
に

対
す

る
県

社
協

と
し

て
の

体
制

•
災
害
発
災
直
後
か
ら
、
県
社
協
BC
Pや

災
害
時

に
お
け
る
職
員
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
基
本
に
対

応
し
よ
う
と
し
た
が
、
想
像
以
上
に
関
係
機
関

等
か
ら
の
協
力
依
頼
や
要
望
へ
の
対
応
が
多
く
、

R6
.4
以
降
は
通
常
業
務
に
加
え
て
の
災
害
対
応

と
な
り
、
種
別
協
議
会
会
員
は
県
社
協
会
員
で

も
あ
る
の
で
、
県
社
協
内
で
も
災
害
ボ
ラ
セ
ン

へ
の
派
遣
だ
け
で
な
く
、
会
員
施
設
・
事
業
所

へ
の
支
援
に
協
力
で
き
る
体
制
が
不
足
し
て
い

た
•
福
祉
施
設
支
援
チ
ー
ム
を
発
足
さ
せ
た
が
、
物

資
運
搬
の
み
の
協
力
と
な
っ
て
し
ま
い
、
そ
れ

ぞ
れ
の
種
別
協
議
会
で
ど
の
よ
う
な
支
援
策
を

取
っ
て
い
た
か
な
ど
、
情
報
共
有
で
き
る
場
と

は
な
ら
な
か
っ
た

•
ま
た
、
県
社
協
が
地
域
福
祉
の
課
題
や
生
活
課

題
に
取
り
組
む
組
織
体
で
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

種
別
協
議
会
・
団
体
の
非
会
員
施
設
・
事
業
所

に
対
す
る
支
援
の
視
点
が
欠
け
て
い
た

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

平 時 発 災 後

(5
) 県

社
協

に
事

務
局

を
置

く
種

別
協

・
団

体
（

10
団

体
）

へ
の

支
援

(1
/2

)

〇
発

災
後

の
対

応
•
種
別
協
等
共
通
：
会
員
法
人
・
施
設
等
の
被

災
状
況
の
確
認
、
災
害
見
舞
金
の
周
知
・
申

請
受
付
・
送
金
手
続
き
、
全
国
等
で
募
集
し

た
義
援
金
等
の
配
分
手
続
き
、
県
外
の
施
設

や
種
別
協
議
会
等
か
ら
の
視
察
や
義
援
金
贈

呈
式
の
開
催
調
整
、
県
等
へ
の
要
望

•
経
営
協
：
特
別
年
会
費
の
使
途
決
定
・
配
分

手
続
き
、
1.
5次

避
難
所
の
要
介
護
高
齢
者
の

介
護
を
行
う
職
員
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務
可

能
な
職
員
の
派
遣
依
頼
・
調
整

•
老
施
協
：
全
国
老
施
協
会
費
免
除
申
請
手
続

き
、
県
か
ら
の
依
頼
に
よ
る
会
員
に
対
す
る

提
供
可
能
な
支
援
物
資
や
広
域
避
難
を
念
頭

に
利
用
者
受
入
可
能
人
数
の
調
査
等
の
実
施
、

高
齢
者
施
設
等
に
対
す
る
支
援
会
議
や
施
設

間
応
援
職
員
派
遣
マ
ッ
チ
ン
グ
会
議
（
R6
.1

〜
9月

）
等
へ
の
参
加
、
全
国
老
施
協
DW

AT
へ
の
派
遣
要
請
並
び
に
県
内
老
施
協
DW

AT
の
派
遣
調
整
の
実
施

•
保
育
部
会
：
全
国
保
育
協
議
会
会
費
免
除
申

請
手
続
き

•
セ
ル
プ
振
興
セ
ン
タ
ー
：
県
外
か
ら
県
内
就

労
支
援
施
設
の
応
援
申
し
出
を
受
け
、
セ
ル

プ
商
品
の
紹
介
・
販
売
協
力
を
得
た

〇
東

海
北

陸
ブ

ロ
ッ

ク
災

害
支

援
協

定
の

締
結

•
経
営
協

•
老
施
協

〇
会

員
間

に
お

け
る

災
害

応
援

規
程

の
設

置
•
老
施
協

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

平 時 発 災 後

取
組

事
項

課
題

改
善

の
方

向
性

〇
県

社
協

内
に

お
け

る
各

課
・

セ
ン

タ
ー

と
の

連
携

強
化

•
市
町
社
協
災
害
VC
の
運
営
や
被
災
市
町
社
協

へ
の
支
援
と
同
様
に
、
種
別
協
議
会
・
団
体

や
県
社
協
の
会
員
で
あ
る
か
否
か
か
か
わ
ら

ず
、
被
災
地
の
施
設
・
事
業
所
へ
の
支
援
に

つ
い
て
も
、
県
社
協
全
体
で
取
り
組
む
よ
う
、

災
害
時
に
限
ら
ず
、
平
時
か
ら
協
力
で
き
る

体
制
を
構
築
し
、
発
災
時
の
対
応
に
つ
い
て

は
手
順
書
を
定
め
る
な
ど
、
改
善
を
図
る

•
そ
の
た
め
に
も
、
種
別
協
議
会
・
団
体
が
抱

え
る
被
災
後
の
課
題
に
つ
い
て
、
共
有
で
き

る
仕
組
み
づ
く
り
を
検
討
す
る

〇
種

別
協

議
会

・
団

体
へ

の
災

害
対

応
に

対
す

る
県

社
協

と
し

て
の

体
制

•
災
害
発
災
直
後
か
ら
、
県
社
協
BC
Pや

災
害
時

に
お
け
る
職
員
行
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
基
本
に
対

応
し
よ
う
と
し
た
が
、
想
像
以
上
に
関
係
機
関

等
か
ら
の
協
力
依
頼
や
要
望
へ
の
対
応
が
多
く
、

R6
.4
以
降
は
通
常
業
務
に
加
え
て
の
災
害
対
応

と
な
り
、
種
別
協
議
会
会
員
は
県
社
協
会
員
で

も
あ
る
の
で
、
県
社
協
内
で
も
災
害
ボ
ラ
セ
ン

へ
の
派
遣
だ
け
で
な
く
、
会
員
施
設
・
事
業
所

へ
の
支
援
に
協
力
で
き
る
体
制
が
不
足
し
て
い

た
•
福
祉
施
設
支
援
チ
ー
ム
を
発
足
さ
せ
た
が
、
物

資
運
搬
の
み
の
協
力
と
な
っ
て
し
ま
い
、
そ
れ

ぞ
れ
の
種
別
協
議
会
で
ど
の
よ
う
な
支
援
策
を

取
っ
て
い
た
か
な
ど
、
情
報
共
有
で
き
る
場
と

は
な
ら
な
か
っ
た

•
ま
た
、
県
社
協
が
地
域
福
祉
の
課
題
や
生
活
課

題
に
取
り
組
む
組
織
体
で
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

種
別
協
議
会
・
団
体
の
非
会
員
施
設
・
事
業
所

に
対
す
る
支
援
の
視
点
が
欠
け
て
い
た

市
町
災
害
V
C
の
運
営
や
被
害
市
町
社
協
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(5
) 県

社
協

に
事

務
局

を
置

く
種

別
協

・
団

体
（

10
団

体
）

へ
の

支
援

(2
/2

)

〇
発

災
後

の
対

応
（

前
頁

か
ら

の
続

き
）

•
ケ
ア
マ
ネ
協
：
1.
5次

避
難
所
で
被
災
者
支
援

活
動
及
び
広
域
避
難
高
齢
者
等
受
入
調
整
事

業
に
従
事
し
た
会
員
等
の
活
動
費
申
請
・
送

金
手
続
き

•
ヘ
ル
パ
ー
協
：
1.
5次

避
難
所
で
被
災
者
支
援

活
動
に
従
事
し
た
会
員
へ
の
活
動
費
申
請
・

送
金
手
続
き

•
福
祉
施
設
支
援
チ
ー
ム
：
県
社
協
に
事
務
局

を
有
す
る
種
別
協
議
会
・
部
会
に
よ
り
情
報

共
有
と
支
援
方
法
等
に
つ
い
て
協
議
す
る
こ

と
を
目
的
に
発
足
（
R6
.1
.1
0、

経
営
協
が
事

務
局
）
し
、
被
災
地
へ
の
物
資
運
搬
等
へ
の

協
力
依
頼
、
事
務
局
（
経
営
協
）
と
全
国
経

営
協
災
害
支
援
特
別
委
員
会
と
の
定
例
会
議

（
R6
.2
〜
8月

）
へ
の
参
加
・
調
査
や
被
災
法

人
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施

•
オ
ー
ル
こ
ど
も
石
川
：
保
育
部
会
、
日
保
協
、

石
川
県
認
定
こ
ど
も
園
協
会
、
石
川
県
私
立

保
育
園
連
盟
の
4団

体
が
協
働
し
、
被
災
し
た

保
育
施
設
及
び
被
災
地
の
こ
ど
も
と
そ
の
保

護
者
へ
の
支
援
活
動
（
物
資
、
支
援
金
等
）

の
周
知
や
送
金
等
手
続
き

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

発 災 後

取
組

事
項

課
題

改
善

の
方

向
性

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

発 災 後

(5
) 県

社
協

に
事

務
局

を
置

く
種

別
協

・
団

体
（

10
団

体
）

へ
の

支
援

(2
/2

)

〇
発

災
後

の
対

応
（

前
頁

か
ら

の
続

き
）

•
ケ
ア
マ
ネ
協
：
1.
5次

避
難
所
で
被
災
者
支
援

活
動
及
び
広
域
避
難
高
齢
者
等
受
入
調
整
事

業
に
従
事
し
た
会
員
等
の
活
動
費
申
請
・
送

金
手
続
き

•
ヘ
ル
パ
ー
協
：
1.
5次

避
難
所
で
被
災
者
支
援

活
動
に
従
事
し
た
会
員
へ
の
活
動
費
申
請
・

送
金
手
続
き

•
福
祉
施
設
支
援
チ
ー
ム
：
県
社
協
に
事
務
局

を
有
す
る
種
別
協
議
会
・
部
会
に
よ
り
情
報

共
有
と
支
援
方
法
等
に
つ
い
て
協
議
す
る
こ

と
を
目
的
に
発
足
（
R6
.1
.1
0、

経
営
協
が
事

務
局
）
し
、
被
災
地
へ
の
物
資
運
搬
等
へ
の

協
力
依
頼
、
事
務
局
（
経
営
協
）
と
全
国
経

営
協
災
害
支
援
特
別
委
員
会
と
の
定
例
会
議

（
R6
.2
〜
8月

）
へ
の
参
加
・
調
査
や
被
災
法

人
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施

•
オ
ー
ル
こ
ど
も
石
川
：
保
育
部
会
、
日
保
協
、

石
川
県
認
定
こ
ど
も
園
協
会
、
石
川
県
私
立

保
育
園
連
盟
の
4団

体
が
協
働
し
、
被
災
し
た

保
育
施
設
及
び
被
災
地
の
こ
ど
も
と
そ
の
保

護
者
へ
の
支
援
活
動
（
物
資
、
支
援
金
等
）

の
周
知
や
送
金
等
手
続
き

県 社 協 に 事 務 局 を 置 く 種 別 協 ・ 団 体 へ の 支 援

発 災 後
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組
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項
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題
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善

の
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足
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た
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雑
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ニ
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⾼
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携
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者
支
援
関
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等
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取
組
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の
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〇
特
に
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し

被 災 者 見 守 り ・ 相 談 支 援 等 事 業 の 実 施

平 時 発 災 後
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全体考察
　検証にあたり、県社協職員を対象としたヒアリングは、客観性や俯瞰的視点の欠如、利害関
係における配慮・忖度など、本質に踏み込めない部分が出てきてしまう懸念があるため、第三
者（㈱ダイナックス都市環境研究所）によるヒアリング調査を行い、その結果 8 つの項目で考
察いただいた。

１ 初動対応
　・�全職員が休暇中であった1月1日の発災であったが、事前に職員対象の通報訓練等が行われており、

行動マニュアルがあったことから、緊急参集や安否確認などは円滑に行われたものと思われる。
　・�また、直後に参集した職員が、市町社協の状況把握などのできることから着手したこと、災害後

想定される事案に対する準備（特例貸付）が進められたこと、LINE グループで職員に情報共有
できたことなどは、他の県社協でも参考になる対応と言える。

　・�一方で、把握した情報をもとに、県社協として地震対応への基本的な方針と体制づくりが早急に
着手できたとは言いづらい。参集した職員全員を集めた会議を行い、方針を示すなどの職員全体
の士気を高める方策がとられてもよかったと思われる。

　・�課長会議で様々な対応が検討され、決定した情報が伝達されたことはよかったが、「課長会議」
で集約された情報や検討プロセスまでは分からなかったため、管理職と他の職員間で情報の格差
が生じた。

２ 市町社協の状況把握・職員派遣
　・�事前に各市町初動担当の職員は割り振られていたが、実際には参集した職員を中心に、市町社協

への派遣体制を構築せざるを得なかった。派遣にあたっては、安全衛生の観点から複数名で日帰
りと制限が設けられた。

　・�派遣を継続する中では、職歴・経験などを踏まえた総合的な体制、訪問時のルール、把握する項
目と報告の統一など全体の方針を明確に示す必要があったと思われる。担当する職員が現場で判
断せざるを得ない状況もあったことから、共通の応対ルールや共通で提供する情報、個別の事案
への対応方法なども共通化できるとよいと思われる。

３ 外部支援の受け入れ
　・�応援派遣、全社協、支援 P など様々な外部支援者は、会館３階に集約されていた。２階に職員の

執務スペースがあり、相互に状況が見えづらい環境となってしまったと推察される。外部支援者
にどのような相談をしてよいか、依頼をしてよいのか、判断に迷うような状況もあったと指摘さ
れている。

　・�相互のコミュニケーションを円滑にできるようにするためには、まずお互いの状況が見えやすく、
声をかけやすくする必要がある。例えば、外部支援者の窓口担当を配置する、執務スペース・配置
の見直し、定期的な情報共有ができる会議を設定するなど、工夫する余地があったように思われる。

４ 情報発信
　・�業務対応をヒアリングする中で「県社協の動向がわからない、見えてこないと指摘された」とい

う発言を何度も聞いた。様々な対応に追われる中では、県社協としての方針などを広く示すこと
が十分にできていなかったものと思われる。

　・�一方で、機関誌の発行、SNS 発信を通じて、県社協の対応や被災市町の状況などを広く周知する
ことができていた。特に SNS の発信は、他県からの評価も高く、担当する職員も意欲的に行っ
ていることが分かった。全社協からは、被災した県社協だからこそできる情報発信があると指摘
されている。

　・�この情報発信は、複数の部署の職員による混成チームで行われており、担当する業務と兼務しな
がらも、外部の関係者の協力も得て進められていた。

　・�このような情報発信は、今後も他の職員の協力を得ながら継続して行うことで、ノウハウを蓄積
することができ、県社協の評価を高めることにつながると思われる。
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５ 体制の見直し
　・�初動対応、市町社協の支援、各業務の対応など全体を通じて、災害時特有の業務・日常からの継

続業務の分担は明確であり、各職員が奮闘していたことが分かった。
　・しかし、各部署、各職員が奮闘した状況が見えづらい・分かりづらいという指摘が多数挙げられた。
　・�組織が一丸となって災害対応に率先して取り組んでいくためには、各部署・業務を横断する「兼務」

の体制を検討する必要があるのではないか。
　・�課長会議による情報共有や意思決定は一定の効果があるが、LINE グループでの共有だけでは限

界もある。職員それぞれが複数の業務も担当することで、経験値が高まり、組織への帰属意識・
貢献する意欲が高まることにつながると思われる。

６ 市町社協支援
　・�市町社協の支援に関しては、災害ボランティアセンターへの支援が主眼となっていた。災害ボラ

ンティアセンターの運営状況は、市町によって違いもあり、県社協の関わりや支援にも違いが生
じていた。

　・�市町社協の行っている事業や経営状況などは、担当する職員では十分に理解ができないものもあっ
た。また、市町社協からの相談や要望への対応は、職員だけでは判断できないこともあった。現
場の対応をサポートする後方支援の体制づくりを検討すべきではなかろうか。

　・�県社協の体制だけで対応しきれないこともあるため、応援派遣や専門職などと連携した市町社協
の支援体制も検討する必要がある。

　・�外部支援者からも地域特性、住民性、福祉活動の展開、個々の職員のキャラクターなど地域のア
セスメントを継続する必要があると指摘を受けている。今後の災害対応を想定すると、日常的に
市町社協との信頼関係の構築が不可欠であり、日常的な接点、交流や情報交換などを進めていく
ことが期待される。

７ 県庁など外部機関との調整
　・�石川県は、石川県災害対策ボランティア本部／公益財団法人 石川県県民ボランティアセンターが

災害ボランティア活動関係を所管しており、県庁で独自の動きがある一方で、市町社協が設置す
る災害ボランティアセンターの支援は、県社協が担った。相互の調整や情報共有が十分に行われ
ていなかったように見受けられる。相互調整や情報共有の意義が見い出せなかったと思われるた
め、県庁に職員を常駐する体制も検討する必要があるのではないか。

　・�県庁から県社協には、生活福祉資金の特例貸付・DWAT 派遣、市町災害ボランティアセンター
の状況など様々な要望や依頼があった。課長会議で対応など検討されたものの、迅速な対応が求
められた。また、県庁以外にも、DWAT チーム員の派遣調整、種別協の事務局対応、協定締結
団体との調整など、様々な関係機関との調整が行われていた。

　・�このような様々な外部機関との調整は、各部署が孤軍奮闘せざる得ない状況であった。部署間の
相互協力など各部署の負担を軽減するためには、各部署の対応状況を集約・可視化・共有するし
くみが必要と言える。

８ 個別の事業・業務の対応
　・�生活福祉資金の貸付、DWAT 派遣調整、地域支え合いセンター事業の立ち上げ・運営、種別協

等への支援など、災害時特有の対応は、各担当者が奮闘していた。これら各事業・業務の対応に
おいて、個々の職員が過去の被災地経験のある社協から、経験ノウハウ、様々な文書などを収集し、
活用したことが明らかになった。災害の頻発化、激甚化、広域化が指摘される中では、石川県社
協で経験したノウハウや文書を次の災害に役立てることができると思われる。



　講　評

　令和 7 年度、２回開催しました能登半島地震中間報告会で、災害支援
活動における社協の課題を引き出してくださいました日本社会事業大学
大橋謙策名誉教授、発災直後から支援Ｐの県域支援者として長期にわた
り県社協に寄り添い、災害ボランティアセンター運営の⽅向性を導いて
くださった、にいがた災害ボランティアネットワーク李仁鉄理事長から
講評をいただきました。

第１回中間報告会「能登半島地震で社会福祉関係者が直面した課題と学んだこと」
第２回中間報告会「行政・NPO・社協との有機的な連携とは」
能登半島地震で社協は何を学んだのかを提起された大橋名誉教授

2025 年 1 月県社協若手・中堅職員研修開催
自分たちの災害支援のふりかえり・課題について悩み・
不安を受け止める李理事長
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災害被災者支援におけるソーシャルワークと
社会福祉協議会の位置・役割の変容
―能登半島地震・奥能登豪雨被災者支援から何を学ぶか―

	 	 	 	 　　日本社会事業大学

　　　　　名誉教授　大　橋　謙　策

（はじめに）
　全国の社会福祉協議会がそのネットワークを活かし、災害支援のボランティア活動を展開するのは、
1995 年の阪神淡路大震災である。その後、新潟中越地震、熊本地震、東日本大震災においても社会福
祉協議会の災害支援は大きな役割を果たしてきた。
　しかしながら、社会福祉協議会の被災者支援のあり方は、能登半島地震、集中豪雨災害支援におい
て大きな転換点を迎えた。
　本稿は、石川県社会福祉協議会が主催した「令和６年能登半島地震中間報告会」（2025 年５月 17 日）
と「令和６年能登半島地震　第２回中間報告会」（2026 年２月 13 日）に行われた内容を筆者なりに整
理したものである。

Ⅰ、「災害ボランティアセンター」から災害被災者支援ソーシャルワークへの展開
　阪神淡路大震災以降、災害がある度に社会福祉協議会は「災害ボランティアセンター」を開設し、
災害支援に駆けつけたボランティアの方々と被災し、後片づけや汚泥撤去などを望む被災住民との
マッチングやり災証明書発行支援、生活福祉資金の受付などの活動を行ってきた。
　今回の能登半島地震では、穴水町社会福祉協議会が、従来のようなボランティア活動の需要調整に
留まらず、ボランティアの派遣を要請してきた住民の生活のしづらさ、生活全般のニーズ把握、支援
の必要性を明らかにしたうえで、その一環としての瓦礫撤去、汚泥撤去のボランティア派遣を行って
いたことが重要である。穴水町社協では、名称を「災害ボランティア・ささえあいセンター」と変え
て活動を展開した。
　しかしながら、被災住民のニーズを把握するための「ニーズ把握ローラー作戦」と呼ばれた事業は、
社会福祉協議会のネットワークとその専門的職員の力を活かして行われたのではなく、穴水町では
NGO・NPOに委託され、1380 世帯のニーズ調査が行われた。
　そのような中、社会福祉関係職種専門団体が「いしかわソーシャルワーカー連絡会」を結成するな
ど、各々の専門職の機能、技術を活かした活動を展開できたことは今後の被災者支援のソーシャルワー
クを考える上で画期的なことであった。
　また、筆者が座長を務めた厚生労働省社会援護局施設基盤課所管の検討会で提言し、全国的に設置
されてきている「DWAT」が組織的な活動を展開してくれた。いまだ、「DMAT」のような組織的な
研修と派遣までにはなっていないが、その必要性、重要性が確認される活動を展開してくれた。
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　今回の能登半島地震では各社会福祉法人に策定が求められていた BCP では有効でないことが判明
した。奥能登のような地域では、介護・福祉サービスがいわば「基幹産業」になっており、そのサー
ビスを利用する高齢者の年金が地域経済を循環させている状況の中で、「基幹産業」を守る「地域福
祉ＢＣＰ」が「地域防災計画」と連動して作成される必要性が明確になった。その「地域福祉ＢＣＰ」
において、「DWAT」がどのような役割を担うのか、そのためのシミュレーションを早急に作る必要
がある。

Ⅱ、�組織的・技能的ボランティア活動を展開するNGO・NPO活動と社会福祉協議会の被災者支援
との差異・区別化の明確化

　ここ数年の間に能登地方では複数回地震が起きており、その支援に「全国災害ボランティア支援団
体ネットワーク」（ＪＶＯＡＤ）の加盟団体が入っていた。
　今回の能登半島地震でもそれらのNGO・NPO（ＪＶＯＡＤの調査では全国から 430 団体が支援に
入る）が重機を活用し、かつ技術を活かした被災者支援で大きな力を発揮した。石川県でも重機の貸
し出しを行い、その支援を支えた。NGO・NPOは支援に必要な財源を多様な方法で確保しており、
社会福祉協議会関係者はもっと学ぶ必要がある。
　これらのNGO・NPOの石川県における所管は生活環境部で、社会福祉協議会を所管している健康
福祉部ではなかった。このことは、災害救助法の所管が 2012 年に厚生労働省から内閣府に移管して
いることと深く関わっている。
　能登半島被災市町村では、社会福祉協議会の災害支援とNGO・NPOの支援との協働はうまくいっ
ていたが、県行政レベルでは必ずしも十分でなかったという。
　2025 年６月の災害救助法改正で「被災者支援コーディネーションを担う『災害中間支援組織』の設
置」と「福祉サービスの提供」が位置づけられた。前者は、既に全国の 28 都道府県で設置されてい
ることを考えると、これからの社会福祉協議会の被災者支援は、ますます被災住民の支援ニーズの把
握を踏まえた上での「福祉サービス」の提供と被災者へのソーシャルワーク支援に活動を焦点化させ
ていくことが重要になる。

Ⅲ、地域 BCP・「DWAT」・被災者支援のソーシャルワークに果たす県社協の重要性
　都道府県社協には、社会福祉施設を経営している社会福祉法人が加盟している。この組織の力と地
域住民とに密着している市町村社協とが協働しなければ災害救助法の「福祉サービス」の提供はでき
ない。
　今回も石川県社会福祉協議会はコーディネート力を発揮して関係者をつなげ、支援を鼓舞してくれ
た。
　地域 BCP・「DWAT」・被災者支援のソーシャルワークを統合的に展開するためには県社会福祉協
議会の位置、役割はとても重要である。
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県域支援者として見えてきたこと

　　　　　特定非営利活動法人にいがた災害ボランティアネットワーク

　　　　　理事長　李　　仁　鉄

はじめに
　令和６年能登半島地震及び同年９月に発災した奥能登豪雨という未曽有の複合災害に関し、あの過
酷な環境にあっても、誠実かつ真摯に努力を重ねた石川県社会福祉協議会（以下県社協とします）役
職員各位の支援活動については、最大限の敬意を表したいと思います。
　筆者は災害ボランティア活動支援プロジェクト会議派遣の運営支援者として石川県社会福祉会館内
に拠点を置き、県本部運営支援の一端を担いました。
　現地派遣から帰ってくる職員、２階の県社協本部で深夜まで各種調整業務や情報整理を続けた職員、
県庁をはじめとした様々な関係者との調整を担った役職員。
　一人の例外なく、心身の限界まで頑張っていた姿が、今でも鮮明に思い出されます。

　しかし、一方では、組織的対応や外部団体との連携協働構築などに、反省や改善の余地があったこ
とも事実です。この反省をきちんと整理し、自己弁護に陥らず、課題を明らかにすることは、一連の
災害に関しての「記録」という意味以上に、今後起きうる災害への大切な「教訓」となると考えます。
　一つ一つの項目の詳細については本報告書各章をお読み頂きたいのですが、私からはいくつかのポ
イントに絞って論点の提示を行い、もって講評としたいと思います。

１．県本部の体制
　本災害において一つの特徴としては、石川県庁内に設置された公益財団法人石川県県民ボランティ
アセンターと県社協に県域本部の機能が分かれていたことがあげられます。
　これは、別々の拠点であったことをもって批判とする趣旨ではなく、別拠点・別組織して機能がデ
ザインされていた現状の中で、それらがどのように分担、連係、協働したのか（或いはしなかったのか）。
さらに言えば、県社協からの視点で言えば、県民ボランティアセンターによる本部運営をもって、「任
せて終わり」になっていなかったかという視点は、厳しく問われるべき点ではないかと考えます。
　また、本部会議や情報共有会議などのあり方にも、定期的な開催、連絡員の派遣、議題の設定、意
思決定の方法などに改善の余地があったのではないかと考えます。

２．県社協としてのビジョンや支援方針
　次に、県社協内部の視点です。この論点では支援の『機能的』側面と支援の『情緒的』な側面の両
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面からの評価が必要ではないかと考えます。

　機能面評価の最大のポイントは、支援の⾧期化・過酷化が想定された状況において、弥縫的な対処
に終始していなかったか、ではないかと考えます。
　先の見通し、各フェーズの変化をどのように捉え、そのフェーズごとの支援の重点を可視化・言語
化すること。言い換えれば、支援全体を俯瞰した戦略立案ができていたか。またそのことを職員間で
理解共有し、組織的な対応を展開できたか、支援の現状について適切な情報発信ができていたか、な
どについては反省点も多いと考えます。
　情緒面からの評価としては、支援者支援の観点から市町村社協などへの伴走支援と、県社協職員へ
のケアという２つの方向性が挙げられます。

　前者の現地支援者への伴走支援は、一定以上に機能したと評価できると考えます。県社協職員の人
員が限られる中、できうる限り現地派遣職員のシフトを編成し、市町域の支援者に対する資源調達、
情報提供、相談対応、精神的な寄り添い、戦略立案、外部支援者調整、トラブル対応、といった役割
を果せていたと考えます。
　あえて反省点を挙げるとすれば、被害の甚大な奥能登地域への支援と被害は一定程度であったがそ
れぞれ固有の課題を抱えていた中能登地域への支援のバランスが適切であったかという点をあげてお
きます。

　一方、過酷な現地に派遣される県社協職員への心身のケアは、どうであったか。特に支援開始当初は、
県社協としての中⾧期支援ビジョンが策定できなかったこと、職員派遣前のブリーフィング・本部帰
任後のリフレクション・適切な休息設定などが十分には実施できていなかったことなどは、結果とし
て各職員による「個人の努力」を過剰に求める結果になったのではないかと考えます。役員・管理職
による組織運営に関しては反省点が大きかったのではないでしょうか。
　ただし、この点は発災から数か月を経る中で、派遣職員の帰任後のリフレクションとして定期的な
面談を実施したこと、外部支援者による学びと意見交換の機会を設けたことなど徐々に改善が図られ
たことも付記したいと思います。

３．おわりに
　以上をもって、初動期を中心とした支援活動を振り返り講評とします。





　社協の財産
　　　「能登半島地震から何を学んだのか ― 想いをつなぐ ―」
　　　　　　令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨における被災地応援派遣職員に関するアンケート（総括）

　能登半島地震・奥能登豪雨災害の被災地に派遣された社会福祉協議会
職員は、のべ 16,000 人にのぼります。被災地で目の当たりにしたこと、
学んだことを発信し、伝え継ぐことを目的として、被災者支援に関わっ
た社協職員一人ひとりの声を集めるため、令和８年３月「令和６年能登
半島地震・奥能登豪雨における被災地応援派遣職員に関するアンケート」
を実施したところ、814 件の回答をいただきました。
　このたびの応援派遣は、単なる支援活動ではなく、社協職員が互いに
学び、成長し、全国のネットワークをより強く結びつける貴重な機会と
なりました。
　「全国に広がるネットワークと、人（職員・住民）とのつながりから生
まれた知見」こそが、社会福祉協議会の最大の財産です。
　この『想いをつなぐ』経験を、今後のあらゆる災害に活かし、被災者
一人ひとりに寄り添い、生活を支える社会福祉協議会であり続けること
が求められます。

●参考資料（８）アンケート要約
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令和６年能登半島地震・奥能登豪雨における被災地応援派遣職員に関するアンケート（総括）

 社協の財産
 「能登半島地震から何を学んだのか ― 想いをつなぐ ―」

１．被災者との直接的な関わりを通じて、特に印象に残ったこと

　被災者は我慢強く、温かく、他者優先の姿勢が顕著であった。正月飾りが残る家での丁寧な対応、
猫との同居を希望する声、形見探しや写真の回収依頼など、住み慣れた土地への愛着、「暮らしの細部」
への強いこだわりが印象に残った。
　ボランティアの存在自体が被災者に「元気を与える」効果を持っていたとの意見も多かった。
　しかし、その裏側には深い心の傷や負担が存在しており、心のケアと一人ひとりへの個別の寄り添
い、傾聴の難しさ（言葉につまる、安易な同調、深く聞きすぎることで負担をかけてしまう）も課題
として挙げられた。

２．地元支援者（被災地社協・行政・福祉施設職員等）との関わりからの気づき

　地元支援者は極めて献身的である一方、自身が被災し、住居の喪失、家族との別離など、心身の負
担が大きく、継続的な支援者ケアと負担軽減の仕組みの構築が不可欠であると多くの意見があった。
　特に、職員数が少なく、特定の管理職や担当者に業務が集中する状況が続いていた。連続勤務や休
暇の取得困難、引継ぎ負担、メンタルヘルスの課題が顕在化していた。
　また、平時から外部からの支援を効率よく受け入れる体制（受援力）構築が、災害時の迅速な福祉
支援に備えるという声が多数。

３．派遣を通じて見えてきた課題

　（１）災害ボランティアセンター
　ブロック派遣の仕組みは有効である一方で、応援派遣の限界と地元負担の大きさ、事前準備や引
継ぎの不十分さ、長期化する支援への対応力不足が主な課題として明らかとなった。
　広域災害への備えや、ICT を活用した情報共有、役割分担の明確化について、さらなる強化が必
要であるとの認識が共有された。
　また、災害ゴミの取扱い、資機材・拠点の管理、それらに伴う財政支援など行政との連携が不可
欠であると指摘された。
　他方、被災者の「暮らし」「心」「生きがい」に寄り添う支援を継続的に支えることが必要であり、
災害ボランティアセンターの役割の再定義を求める声も多数寄せられた。
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　（２）生活福祉資金特例貸付
　被災前から困窮している世帯の相談が多く、返済を伴う制度が災害時に現実的か疑問視する意見、
特例貸付の在り方そのものを検討すべきという声が複数。
　社協職員の数は限られているにもかかわらず、大規模災害では担当ごと（災害 VC、特例貸付、
DWAT 等）に派遣要請があり、縦割りの回避、効率化を求める意見もあった。

　（３）災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）
　災害ボランティアセンターや医療チーム、他の福祉派遣チームとの連携が不明確で、情報共有ツー
ルも統一されていなかったため、現場で混乱が生じていた。
　臨機応変に対応できる専門性の高い人材育成および生活面を支える「福祉チーム」として、ＤＷ
ＡＴの役割や名称を改めて整理・周知する必要がある。

４．今後、社協が担う「災害福祉支援」とは

　災害ボランティアセンターは支援の入口であり、復興期以降の地域福祉を継続的に支えることが社
協の本領であるとの共通理解が得られた。
　また、平時の地域福祉活動の延長線上に災害支援があり、平時の防災福祉教育や支え合いの土壌づ
くりが、災害時の迅速な支援につながる “ 基盤 ” として最重要視された。
　社協は、ボランティア、NPO、行政、専門職など多様な支援主体をつなぎ、被災者中心かつ地元主
体の支援を調整するハブ・コーディネート機能を最大限に発揮することが求められる。

５．全国の社協職員に伝えたいこと

　派遣経験は個人の成長にとどまらず、社協全体の災害対応力向上につながる重要な機会である。
　「全国の仲間がいる心強さ」「お互い様の関係」「同じ看板のもとで同じ目線で話せること」など、
社協ネットワークの価値が再認識された。「お互い様」の精神のもと、平時からの備えと経験の継承
を進める必要がある。
　アンケート回答自体、時期が遅いとの指摘もあったが「記憶の整理と学びの深化」の機会となった
との声も多く、経験を風化させず所属組織へ持ち帰り、次の災害に活かす重要性が指摘された。





　石川からの提言
　　　～持続可能な災害福祉支援体制の構築に向けて～

　能登半島地震では、全国の社会福祉協議会の力を結集し、災害ボラン
ティアセンターの運営や生活福祉資金特例貸付の対応など、数多くの被
災者ニーズに対応することができました。
　また、多様な支援団体が被災地に駆けつけ、被災者支援という目線合
わせを何度も繰り返し、同じ目的に向かって連携・協働できたことは、
地域を動かす大きな原動力となりました。
　そのような中で、災害時には小さな一人ひとりの力が集まり大きなエ
ネルギーとなって被災者支援が進んでいくが、人の手を経るに従い、徐々
に日常の支援に戻っていく、災害と日常はつながったものということが、
日を追うに連れ見えてきました。
　一方、市町社協では、相談・訪問活動などの地域福祉活動、介護保険
事業をはじめとした福祉サービス提供の継続が困難となるなど現場での
葛藤が続きました。
　ここでは、災害対応業務の検証から明らかとなった、県社協の視点で
の改善策、さらには国および全社協に求める制度改善や支援体制の整備
について、今後想定される災害に活かしていただきたく提案するもので
す。
　社協が災害時においても「人と暮らしを支える」地域福祉の中核的役
割を果たし続けられるよう、ここに石川から発信します。

【提言】
提言１　地域福祉機能そのものを維持するための市町社協支援
提言２　災害時における県社協の組織体制と平時からの職員行動の強化
提言３　�持続可能な災害福祉支援を実現するための制度整備と財政支援

の拡充
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 提言１　地域福祉機能そのものを維持するための市町社協支援

　被災地の復旧・復興においては、健康、住まい、仕事など複合化した生活課題に対し、行政、住民、
支援団体等が連携しながら支援を展開することが重要である。
　しかし、大規模災害では、平時から地域福祉を担う社会福祉協議会の機能を災害時においても維持
し続けることの困難さも明らかとなった。
　こうした経験を踏まえ、平時・災害時に県社協が推進する市町社協支援のあり方を提案する。

（１�）災害時における社協の役割の再定義　災害ボランティアセンターを福祉的支援の入
り口に

　災害時には、平時から潜在していた生活課題が顕在化する。災害ボランティアセンターは単なるボ
ランティア調整機能にとどまらず、被災者ニーズの把握、アウトリーチ、伴走支援等のソーシャルワー
ク機能を災害時こそ発揮する拠点として位置付ける必要がある。
　そのため、DWATをはじめとした福祉関係団体や保健・医療の専門職団体等との連携を強化し、
災害時においても平時の地域福祉活動の延長線上で支援を展開できる体制づくりを進める。

（２）地域協働型災害ボランティアセンターへの転換
　前述のとおり、社協が持つソーシャルワーク機能を発揮するためにも、災害ボランティアセンター
の運営については、従来の社協中心の運営から、行政、地縁ボランティア団体をはじめとしたＮＰＯ、
技術系支援団体等との協働を前提とした「地域協働型災害ボランティアセンター」への転換を進める
必要がある。
　体制整備にあたっては、平時から外部支援者受け入れ時の受援計画作成を促進し、災害時に円滑な
協働が実現できる体制づくりを推進する。

（３）社協運営を維持するための体制強化
　社協が災害時においても地域福祉の中核的役割を果たせるよう、財務・労務管理、地域福祉活動や
災害ボランティアセンター運営、介護保険事業等の事業継続など組織マネジメントを行う人材育成が
急務である。
　また、長期化する災害対応においては、自らが被災した職員の生活支援やメンタルヘルス対策が重
要であることから、県社協が専門機関と連携した職員支援の仕組みを構築する。
　さらに、県社協では、広域避難者の受入支援や応援職員を派遣する市町社協への支援の在り方につ
いても整理し、被災社協のみならず県域全体を視野に入れた支援体制の構築を進める。
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 提言２　�災害時における県社協の組織体制と平時からの職員行動の
強化

　石川県社協では、市町社協への支援、災害ボランティアセンター支援、ＤＷＡＴ、生活福祉資金特
例貸付、地域支え合いセンター、種別協議会の運営など、多岐にわたる災害特有業務を同時並行で開
始し、多くの職員が未経験ながら従事するなど、組織全体で対応に当たった。
　一方で、災害対応に関する基本方針や優先業務、各部署の役割分担などについて、全職員への共有
に時間を要したことに加え、災害対応に対する理解や経験にも差があり、職員が自身の役割を十分に
理解できないまま対応せざるを得ない場面も見られた。
　大規模災害を経験した県社協自組織の検証・改善を共有する。

（１）県社協全役職員で「方向性の標準化」を図る
　県社協としての支援方針、役割分担、課長会議等で協議された内容やフェーズごとの対応方策を、
全職員へ共有することに時間を要し、職員が自身の役割を把握しづらく、不安を抱えながら対応する
状況を生じさせた。
　時期や状況の変化に合わせ、その都度方針等を見直し、また、各部署の活動状況を集約・可視化し、
全職員へ迅速に共有する仕組みを整備しておく必要がある。
　また、課長会議等の検討内容や意思決定過程についても共有し、組織全体で災害対応を進めている
という方向性の標準化、意識醸成を図ることが重要である。

（２）平時から本部機能・現地派遣・災害特有業務などを整理した体制を構築する
　複数の災害特有業務が同時並行で発生したことにより、特定の部署や職員へ業務負担が集中しただ
けでなく、現地派遣の調整にも苦慮した。加えて、平時からの実践的な訓練や研修が十分でなく、職
員の経験値に依存した場面が数多くみられた。
　災害時に組織一丸となって取り組むため、県社協職員行動マニュアルを見直し、各部署を横断した
災害支援体制を可視化する。
　あわせて、全職員を対象に、災害特有業務にかかる実践型訓練の実施、経験値を蓄積するための計
画的な研修受講や現地派遣を行い、災害対応を自らの業務として理解を深め、提言１にもある「地域
福祉機能そのものを維持するための市町社協支援」を実現する。
　また、平時から本部機能等において受け入れる、外部支援者向け業務を洗い出し、それらの手順書
作成など受援計画を整備し、関係機関や支援者との「顔の見える関係づくり」を進め、被災地支援を
充実する。
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 提言３　�持続可能な災害福祉支援を実現するための制度整備と財政
支援の拡充

　能登半島地震では、被災地だけでは解決が困難な制度的課題が明らかとなった。今後の大規模災害
に備え、国及び全国社会福祉協議会において抜本的な制度や仕組みの見直しと、全国的な体制整備を
要望する。

（１）災害救助費制度等の改善
① 災害ボランティアセンター運営に係る災害救助費制度の見直し
　社会福祉協議会職員の応援派遣経費が災害救助事務費の対象となった初めての大規模地震災害にお
いて、制度運用や事務手続きの煩雑さに多くの課題が生じた。
　対象経費や運用基準の明確化、申請手続きの簡素化を進めるとともに、被災地及び応援派遣を行う
社協の負担軽減につながる制度へ見直す必要がある。

② 介護職員等応援派遣制度に対する財政支援の拡充
　介護職員等の応援派遣は、被災施設の事業継続に不可欠であったが、特に施設入所者等への介護サー
ビスに従事した派遣職員の人件費については、介護報酬等により対応され、さらに派遣元施設と受入
施設の間で金額や請求方法について協議・決定することになった。そのため、受入施設においては金
銭面・事務処理において大きな負担となり、この制度の活用を断念せざるを得ない施設も少なくなかっ
た。
　今後は、介護職員等応援派遣についても、ＤＷＡＴと同様に災害救助費の支弁対象として位置づけ、
被災施設や派遣元施設に負担が生じない制度へ見直すとともに、介護人材が離職することなく所属施
設に在籍したまま被災者支援に従事できる在籍型派遣制度の在り方について検討する必要がある。

③ 社協運営を維持するための人件費の保障
　被災地社協は、被災者支援等災害対応に職員を重点配置したことにより、委託事業や補助事業を十
分実施できず、委託費・補助金の返還を余儀なくされたほか、介護保険事業などの縮小・休止に伴う
介護報酬等収入の減少あるいは喪失など、大きな経営上の損失を抱えながら被災者支援を継続するこ
ととなった。その結果、法人運営や人件費にも大きな影響が及んだ。
　また、応援社協職員についても、時間外勤務手当を除く人件費は、救助事務費の対象外であり、派
遣元社協にも大きな負担となるものであった。
　被災者支援の中核を担う社協が安定的に活動できるよう、災害ボランティアセンターに従事する既
存職員の人件費や、法人運営を維持するために必要な経費について、災害救助費制度等による財政措
置を講ずるよう制度の拡充を求める。

（２）被災者支援制度の見直し
① 生活福祉資金特例貸付制度の見直し
　義援金・支援金等の受給開始までに時間を要するため、被災者の中には、当座の資金として借入す
る実態もあったが、今後、自宅再建による資金が必要な被災者に、さらなる負債を負わせることに葛
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藤があった。
　また、本特例貸付は、迅速な対応が長所でもあるが、社協が行う相談付き貸付に値せず、多重債務
に陥るおそれもある。
　大規模災害時のたびに実施される特例貸付制度の有効性や役割等をさらに検証していただきたい。

② 被災者への見守り・相談支援の一体的実施
　被災者支援は、避難所、在宅、応急仮設住宅など時期や居所ごとに制度（避難所での災害派遣福祉チー
ムによる支援、在宅で生活する被災高齢者等把握事業、応急仮設住宅入居者の被災者見守り・相談支
援等事業等）を分けるのではなく、発災直後から復興期まで切れ目なく実施されることが重要である。
　行政、社会福祉協議会、専門職団体等が連携し、被災地域全体を包括的に支援できる仕組みへ見直
す必要がある。

（３）災害時業務対応マニュアルの整備
　生活福祉資金特例貸付、被災者見守り・相談支援、日常生活自立支援事業等、災害時に社協が担う
各特有業務について、全国共通のマニュアルや様式を整備（古いマニュアルの再整備含む）する必要
がある。
　また、応援職員や外部支援者が円滑に業務へ参画できるよう、標準化された業務手順と研修体制の
整備を進める必要がある。
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災害ボランティアセンター応援派遣実績（延べ人数）

珠洲市 輪島市 能登町 穴水町 志賀町 七尾市 かほく市 中能登町 羽咋市 宝達志水町 内灘町 合計

東海・北陸ブロック 60 63 30 6 13 172

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 14 52 14 80

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 8 9 8 6 26 12 14 83

県社協 16 15 10 16 14 18 7 15 10 13 7 141

小　計 84 87 48 22 34 109 7 27 38 13 7 476

東海・北陸ブロック 280 204 76 560

北海道・東北ブロック 104 104

関東Aブロック 3 70 78 151

関東Bブロック 197 197

近畿ブロック 34 326 72 432

中国ブロック 43 66 109

四国ブロック 76 76

九州ブロック 0

県内市町社協 18 15 20 21 1 43 118

県社協 18 15 12 21 5 15 7 4 6 3 5 111

小　計 316 234 151 111 219 341 78 244 78 3 83 1,858

東海・北陸ブロック 312 290 78 680

北海道・東北ブロック 234 234

関東Aブロック 114 114 228

関東Bブロック 42 186 228

近畿ブロック 390 78 468

中国ブロック 204 4 208

四国ブロック 156 156

九州ブロック 0

県内市町社協 20 16 18 14 26 94

県社協 22 16 19 23 5 6 1 7 3 1 1 104

小　計 354 322 319 155 395 438 27 193 81 1 115 2,400

東海・北陸ブロック 286 287 84 657

北海道・東北ブロック 236 236

関東Aブロック 40 121 18 179

関東Bブロック 36 63 3 102

近畿ブロック 454 4 458

中国ブロック 242 242

四国ブロック 8 8

九州ブロック 90 90

県内市町社協 7 17 18 17 11 38 108

県社協 26 23 18 11 4 8 2 1 1 1 11 106

小　計 409 367 398 149 248 536 2 4 5 1 67 2,186

東海・北陸ブロック 180 296 90 566

北海道・東北ブロック 255 255

関東Aブロック 216 63 279

関東Bブロック 217 217

近畿ブロック 474 474

中国ブロック 248 248

四国ブロック 101 101

九州ブロック 94 94

県内市町社協 9 9 18 6 42

県社協 26 25 19 30 5 16 1 1 2 125

小　計 410 546 592 99 260 490 1 0 1 0 2 2,401

〔派遣期間〕　令和６年１月２日～令和７年５月６日

R
6
.
1
月

R
6
.
5
月

R
6
.
4
月

R
6
.
3
月

R
6
.
2
月

〔派遣人数〕　16,515人（詳細は、以下の表を参照）
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珠洲市 輪島市 能登町 穴水町 志賀町 七尾市 かほく市 中能登町 羽咋市 宝達志水町 内灘町 合計

東海・北陸ブロック 142 171 88 401

北海道・東北ブロック 146 146

関東Aブロック 296 296

関東Bブロック 222 222

近畿ブロック 432 432

中国ブロック 148 148

四国ブロック 148 148

九州ブロック 333 333

県内市町社協 13 18 24 23 78

県社協 25 30 12 19 4 12 1 1 1 105

小　計 661 515 494 42 150 444 0 1 1 1 0 2,309

東海・北陸ブロック 91 185 88 364

北海道・東北ブロック 40 40

関東Aブロック 315 315

関東Bブロック 152 152

近畿ブロック 0

中国ブロック 4 78 82

四国ブロック 156 156

九州ブロック 240 240

県内市町社協 18 17 20 11 10 76

県社協 20 29 10 7 22 1 2 91

小　計 565 550 348 18 0 32 1 0 2 0 0 1,516

東海・北陸ブロック 68 204 272

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 108 108

関東Bブロック 8 8

近畿ブロック 0

中国ブロック 76 76

四国ブロック 148 148

九州ブロック 232 232

県内市町社協 46 16 37 6 105

県社協 37 46 16 7 1 107

小　計 539 450 53 13 0 1 0 0 0 0 0 1,056

東海・北陸ブロック 86 77 163

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 76 76

関東Bブロック 52 52

近畿ブロック 0

中国ブロック 72 72

四国ブロック 0

九州ブロック 60 60

県内市町社協 45 16 12 73

県社協 49 52 15 3 1 1 121

小　計 292 293 27 3 0 1 0 0 1 0 0 617

東海・北陸ブロック 22 44 66

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 40 40

関東Bブロック 40 40

近畿ブロック 20 20

中国ブロック 32 32

四国ブロック 0

九州ブロック 48 48

県内市町社協 58 27 12 97

県社協 39 55 24 3 1 122

小　計 207 218 36 3 0 0 0 0 1 0 0 465

R
6
.
１
０
月

R
6
.
９
月

R
6
.
８
月

R
6
.
7
月

R
6
.
6
月
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珠洲市 輪島市 能登町 穴水町 志賀町 七尾市 かほく市 中能登町 羽咋市 宝達志水町 内灘町 合計

東海・北陸ブロック 32 45 77

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 32 32

関東Bブロック 80 80

近畿ブロック 40 40

中国ブロック 36 36

四国ブロック 0

九州ブロック 60 60

県内市町社協 71 82 153

県社協 34 49 13 2 98

小　計 277 284 13 2 0 0 0 0 0 0 0 576

東海・北陸ブロック 30 36 66

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 28 28

関東Bブロック 60 60

近畿ブロック 40 40

中国ブロック 20 20

四国ブロック 0

九州ブロック 64 64

県内市町社協 45 62 107

県社協 34 47 81

小　計 233 233 0 0 0 0 0 0 0 0 0 466

東海・北陸ブロック 0

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 0

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 40 20 60

県社協 16 37 53

小　計 56 57 0 0 0 0 0 0 0 0 0 113

東海・北陸ブロック 0

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 0

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 4 4 8

県社協 10 16 26

小　計 14 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34

東海・北陸ブロック 0

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 0

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 2 2

県社協 2 16 18

小　計 4 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20

R
6
.
１
1
月

R
7
.
1
月

R
7
.
2
月

R
7
.
3
月

R
6
.
１
2
月
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珠洲市 輪島市 能登町 穴水町 志賀町 七尾市 かほく市 中能登町 羽咋市 宝達志水町 内灘町 合計

東海・北陸ブロック 0

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 0

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 0

県社協 8 8

小　計 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

東海・北陸ブロック 0

北海道・東北ブロック 0

関東Aブロック 0

関東Bブロック 0

近畿ブロック 0

中国ブロック 0

四国ブロック 0

九州ブロック 0

県内市町社協 0

県社協 14 14

小　計 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14

44,,442211 44,,221144 22,,447799 661177 11,,330066 22,,339922 111166 446699 220088 1199 227744 1166,,551155合合　　計計

R
7
.
4
月

R
7
.
5
月
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【2024 年 1 月～3 月の活動】 
社協名 主な取り組み 

加賀市 

2 次避難者支援 
・2次避難者ボランティア依頼調整(依頼は市窓口) 
・福祉施設・ボランティアと協力し洗濯サービス提供（有料にて提供） 
 活動２４回 ボラ延べ５７人 
・2次避難先巡回バスボランティア添乗(市バス利用しボランティア添乗) 
 運行３０回 ボラ延べ１８５人 
・散髪ボランティア調整  活動２２回 ボラ延べ３４人 
・体操・ヨガボランティア講師派遣（協力していただける旅館のみ） 
             活動２９回 ボラ延べ４８人 
・サロン開催(病院・施設職員協力あり)（協力していただける旅館のみ開催）１０回 
・炊き出しボランティア支援等（市内有志によるボランティア） 
 １６回 延べ 516 回 
・みんなのキッチン支援(2 次避難者が食事を作って食べられる機会づくり) 
 

小松市 

・移動支援バス運行（粟津温泉周辺施設） 
バス運行 32回延べ 207 人利用  ボランティア活動者実人数 33人／50人登録 
 

   

能美市 

・避難所見守り・相談支援事業 
巡回相談 5か所 40回延べ相談件数 91件、送迎サービス 32日延べ 44件 
生活サポート窓口（市役所）職員派遣延べ 30件 
ボランティアコーディネート 28団体（生活支援、交流、炊き出し） 
 

  

県南市町社会福祉協議会が取り組んだ 2 次避難所等支援
　被災地におけるライフラインの状況等に鑑み、自宅の復旧や仮設住宅等への入居までの間の被災者
の生活環境を確保するため、被災地外の一時的な避難施設やホテル・旅館等で 2次避難所を開設しま
した。
　そのことに伴い、県南の７市町社協では、ボランティアの募集・マッチングを行い、避難所運営支
援（相談対応、清掃、炊き出し、物資管理等）や周辺施設 ( スーパー、医療機関、ドラックストア、
金融機関、コインランドリー）等へ移動支援バスを運行するなど被災者支援活動に取り組みました。



55石川県社会福祉協議会　検証報告書｜

白山市 

・避難所運営支援（松任総合運動公園体育館）ボランティアのコーディネート 
清掃、消毒、入浴送迎バスの添乗、お弁当の配布、物資在庫管理など 
 ボランティア 延べ 931 人活動／632 人登録 
・生活支援・余暇活動支援ボランティアのコーディネート 
軽運動・体操、本の読み聞かせ、楽器演奏、アロマテラピー、美容（カット）等 
ボランティア 延べ 42団体 延べ 212 人活動／82団体登録 

  

野々市市 

・2次避難所（老人福祉センター椿荘）運営補助 
期間 令和 6年 1月 16日～7月 5日 ボランティア延べ活動者数 106 名 

・避難者応援 家電バンク・フードパントリー 
市民からの家電寄付 156 人延べ 628 件 家電バンク利用件数延べ 636 件 
フードパントリー利用件数延べ 915 件 ボランティア延べ活動者数 434 名 

・炊き出し支援（食材等購入費補助）4件 
・避難者ひきこもり等予防の開催（いきがいセンター御経塚） 

  

金沢市 

・避難所（額谷ふれあい体育館）でのボランティアコーディネ－ト  
避難所運営ボランティア    延べ３３８人活動／３９５人登録  
レクリエ－ションボランティア 延べ３６７人活動／１１７回実施  
炊き出しボランティア     延べ７２８人活動／９４件調整  
ボランティア買い物支援（のらんけ～のとの運行） 延べ ２９人利用／８回運行 
外出用自転車 10台貸出 

・被災者への支援物資提供及び被災者同士の交流の場（あつまらんけ～のと）の運営  
支援物資の提供   延べ４，８１２世帯利用／物資受入れ４６９件  

  交流の場（あつまらんけ～のと）  延べ２，３８２人利用／５４回実施 

津幡町 

・フードパントリーの開催（町外から町内への避難者向け） 
２回延べ 198 世帯、(社福)やまびこのパン提供、町赤十字奉仕団と津幡中学校の炊出 
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令和６年能登半島地震

オールこども石川
活動報告

（R6.1.1〜R7.6.30）

（2025.8）

石川県社会福祉協議会保育部会
日本保育協会石川県支部
石川県認定こども園協会
石川県私立保育園連盟

1 物資支援（募集・配分）

2 情報共有会議の開催

3 被災地支援金（募集・配分）



57石川県社会福祉協議会　検証報告書｜

①物資支援（募集・配分）

発災直後から全国の保育関係者に向けて物資を募った。

40tを超える物資が集まり、白山市内の民間企業の協力を得て倉庫にて保管した。

１～４月の間で計９回に分け志賀町、七尾市、穴水町、輪島市、能登町、珠洲市の保育施設、延べ40箇所に物資
を配送した。

物資の内容は、飲料水や衛生用品、簡易トイレ、オムツ、ミルク等。保育の再開や一時預かりの実施に役立てて
頂くとともに、保護者や職員、地域の方々に配っていただくことで、少しでも役に立てればと考えた。

また、オムツは２次避難先の金沢以南の保護者へ直接配送する「オムサポ」という仕組みで全てを届けることが
できた。

約40t
全国から集まった物資の量

約40箇所
届けた施設数

②情報共有会議＠能登の開催

令和６年２月２1日にいしかわこども交流センター七尾館に
て開催。発災から50日程度が経ったところで、被災した保育
施設同士による情報共有の場を企画した。対面で12名、オン
ラインでおよそ50アカウントの参加があった。

石川県の保育関係担当者２名からの状況報告の後、各施設の
現状を情報交換した。目の前の日々に奮闘され、隣の自治体
や他の施設の状況を考える暇も無かったところで、貴重な時
間となった。

また、オブザーバーとして、こども家庭庁の保育政策課長を
はじめ国からもオンラインでご参加頂き、復旧、復興に向け
た様々な要望や、今後の防災、事業継続の在り方について多
くの生の声を伺った。

62
参加者（対面&オンライン）

名
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③被災地支援金の募集

（第1回）
令和6年1月10日
　　　　　〜　令和6年1月31日

（第2回）
令和6年2月1日
　　　　　〜　令和6年6月30日

（第3回）
令和6年7月1日
　　　　　〜　令和7年3月31日

ー　 募集期間　ー

③被災地支援金の募集

お寄せ頂いた支援金の総額（R6.1.10〜R7.3.31）

231,581,330231,581,330円
（1,022件）
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③被災地支援金の配分

第１次配分(〜R6.3)
・被災保育者
330名　3,000万
・避難した園児
300名　1,450万

第２次配分(〜R7.6)
・保育者(退職含)
970名　2,150万
・在籍園児
2870名　5,750万

・未就園児
480
名　980万　

・被災施設
58施設

9,650万

（その他事務的経費　150万円）

　 　　　　　　　　※数字はすべて概数

・発災からまもなく
　保育関係４団体の協力で発足

・企業や団体、個人からの支援にも対応

・施設類型や在籍、所属、避難の有無を問わず
　被災した全ての乳幼児を支援

オールこども石川の特徴
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皆様のご支援に

心より感謝申し上げます

オールこども石川

※オールこども石川は令和7年8月末をもちまして解散いたしました。

　事務局等も廃止致しましたので、以後のご連絡等はご遠慮下さいますようお願い致します。
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�
令
和
６
年
４
月
１
２
日

厚
生
労
働
省

　
老
健
局
　
高
齢
者
支
援
課
長
　
様

	
	

	
	

	
　
石
川
県
社
会
福
祉
法
人
経
営
者
協
議
会

	
	

	
	

	
	

会
　
長
　
　
南
　
　
　
眞
　
次

	
	

	
	

	
　
石
川
県
老
人
福
祉
施
設
協
議
会

	
	

	
	

	
	

会
　
長
　
　
久
　
藤
　
妙
　
子

	
	

	
	

	
　
石
川
県
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
協
議
会

	
	

	
	

	
	

会
　
長
　
　
久
　
藤
　
妙
　
子

「
社
会
福
祉
施
設
等
災
害
復
旧
費
国
庫
補
助
金
」
に
係
る

事
務
手
続
き
の
負
担
軽
減
等
に
関
す
る
要
望

　
平
素
よ
り
、
本
会
の
活
動
に
ご
理
解
と
ご
指
導
･
ご
助
言
を
賜
り
､
心
よ
り
感
謝
い
た
し
ま
す
｡

　
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
り
多
く
の
社
会
福
祉
事
業
者
が
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
中
、
貴
省
を
は
じ

め
多
く
の
ご
支
援
を
賜
り
、
重
ね
て
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　
こ
う
し
た
中
、
被
災
地
で
は
復
旧
に
向
け
懸
命
に
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
が
、
今
後
も
多
大
な
時
間
と
労

力
を
要
す
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
こ
と
か
ら
、
標
記
補
助
金
の
申
請
手
続
き
の
負
荷
軽
減
等
に
つ
い
て

要
望
い
た
し
ま
す
の
で
、
ご
検
討
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
引
き
続
き
、
多
方
面
か
ら
の
ご
支
援
を
い
た
だ
き

ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

記

　【
申
請
書
類
作
成
の
負
担
軽
減
】

　
被
害
が
甚
大
で
復
旧
業
務
に
多
大
な
労
力
を
要
す
る
た
め
、
次
の
と
お
り
申
請
書
類
作
成
の
負
担
を
軽
減

し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
　
・
被
災
箇
所
の
写
真
撮
影
に
つ
い
て
、
撮
影
箇
所
や
撮
影
方
法
を
軽
減
す
る
。

　
　
・
工
事
業
者
は
被
災
対
応
で
忙
し
く
、
見
積
も
り
は
１
社
で
も
可
と
す
る
。

　
　
・
�複
数
サ
ー
ビ
ス
を
併
設
し
て
い
る
場
合
の
事
業
費
算
出
が
困
難
な
た
め
、
施
設
単
位
で
の
申
請
を
可

と
す
る
。

　【
補
助
対
象
経
費
の
拡
大
】

　
地
域
全
体
の
被
害
が
大
き
く
住
民
が
市
町
外
へ
流
出
し
て
い
る
状
況
も
踏
ま
え
、
職
員
確
保
の
観
点
か
ら

職
員
宿
舎
の
復
旧
経
費
を
対
象
経
費
と
し
て
認
め
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
悪
化
し
た
赤
字
経
営
か
ら
立
て
直
し
て
い
こ
う
と
し
た
矢
先
の

被
災
で
さ
ら
に
打
撃
を
受
け
た
こ
と
か
ら
、
次
の
よ
う
な
補
助
の
拡
大
を
実
現
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

　
　
・
耐
震
化
工
事
、
外
構
の
修
復
を
対
象
経
費
と
す
る
。

　
　
・
利
用
者
の
生
活
支
援
す
る
場
と
し
て
難
し
い
状
態
の
建
物
に
つ
い
て
解
体
費
用
を
対
象
経
費
と
す
る
。

　
　
・
国
庫
補
助
率
を
5/
6
か
ら
上
積
み
す
る
。

　【
補
助
金
の
概
算
払
い
】

　
本
補
助
金
は
原
則
精
算
払
い
と
な
っ
て
い
る
が
、
膨
大
な
工
事
費
用
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
法
人
で
の
立

て
替
え
が
難
し
く
概
算
払
い
を
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

�
以
上
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「
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
」
の
被
災
者
を
支
え

復
興
に
向
か
う
た
め
の
要
望

	
	

	
	

	
　
石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会

	
石
川
県
社
会
福
祉
法
人
経
営
者
協
議
会

	
石
川
県
老
人
福
祉
施
設
協
議
会

	
保
育
部
会

	
障
害
福
祉
施
設
部
会

	
石
川
県
社
会
就
労
セ
ン
タ
ー
協
議
会

	
石
川
県
児
童
養
護
協
議
会

	
石
川
県
民
生
委
員
児
童
委
員
協
議
会
連
合
会

　
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
の
発
生
に
よ
る
甚
大
な
被
害
に
対
し
、
石
川
県
社
会
福
祉
協
議
会
並
び
に
傘
下
協
議

会
・
部
会
は
そ
の
力
を
結
集
し
、
全
国
社
会
福
祉
協
議
会
（
全
社
協
）
を
は
じ
め
各
種
別
の
全
国
協
議
会
な
ど
福

祉
関
係
者
の
協
力
を
得
な
が
ら
、
県
・
市
町
と
の
連
携
の
中
で
、
県
内
市
町
社
会
福
祉
協
議
会
と
と
も
に
災
害
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
の
受
け
入
れ
、
被
災
地
社
協
へ
の
応
援
職
員
派
遣
の
県
内
市
町
社
協
へ
の
要
請
・
調
整
、
全
社
協
を

通
じ
た
全
国
か
ら
の
応
援
職
員
派
遣
の
要
請
や
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
（
D
W
A
T
）
員
の
派
遣
調
整
、
生
活
福

祉
資
金
（
特
例
貸
付
）
の
対
応
な
ど
、
被
災
者
支
援
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　
ま
た
、
震
災
に
よ
る
断
水
、
建
物
被
害
等
に
よ
り
利
用
し
て
い
た
福
祉
施
設
か
ら
広
域
避
難
さ
れ
た
利
用
者

も
多
く
、
施
設
に
戻
ら
れ
た
際
に
必
要
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
人
材
の
確
保
・
施
設
復
旧
を
急
ぎ
、

被
災
地
の
福
祉
機
能
を
回
復
・
維
持
す
る
こ
と
は
、
被
災
地
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
生
の
維
持
・
発
展
に
大
い
に
役

割
を
果
た
し
、
住
民
主
体
の
創
造
的
復
興
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
大
き
な
要
素
と
な
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

　
被
災
地
で
厳
し
い
状
況
に
あ
る
被
災
者
に
寄
り
添
い
、
全
国
の
福
祉
関
係
者
の
協
力
も
い
た
だ
き
な
が
ら
、
災

害
福
祉
支
援
活
動
や
必
要
と
さ
れ
る
福
祉
機
能
を
継
続
・
強
化
し
て
い
く
た
め
、
以
下
の
事
項
を
要
望
し
ま
す
。

１
　
被
災
者
支
援
の
強
化

（
１
）
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
（
DW
AT
）
活
動
の
対
象
拡
大
と
財
政
支
援

　
　
　
�　
厳
し
い
避
難
所
生
活
に
あ
る
人
々
へ
の
支
援
と
と
も
に
、
様
々
な
理
由
で
在
宅
避
難
や
車
中
泊
を
余
儀

な
く
さ
れ
て
い
る
要
配
慮
者
へ
の
支
援
が
必
要
で
す
が
、
先
遣
活
動
や
在
宅
避
難
者
な
ど
避
難
所
以
外
で

の
支
援
活
動
費
用
が
災
害
救
助
費
適
用
の
対
象
と
な
る
か
ど
う
か
明
確
に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

　
　
　
�　
在
宅
避
難
者
や
車
中
泊
等
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
被
災
者
等
も
含
め
支
援
す
る
た
め
、
DW
AT
活

動
の
対
象
拡
大
と
財
政
支
援
の
拡
充
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

（
２
）
介
護
職
員
等
の
応
援
派
遣
に
か
か
る
人
件
費
の
財
政
支
援
の
拡
充

　
　
　
�　
被
害
を
受
け
た
社
会
福
祉
施
設
等
へ
の
介
護
職
員
等
の
派
遣
に
つ
い
て
、「
派
遣
先
施
設
に
お
い
て
介

護
サ
ー
ビ
ス
費
等
が
支
弁
さ
れ
て
い
る
場
合
、
当
該
施
設
へ
の
派
遣
職
員
に
か
か
る
人
件
費
に
つ
い
て

は
、
派
遣
先
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
等
か
ら
支
払
う
こ
と
を
原
則
」
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
派
遣
に
関

す
る
人
件
費
を
精
算
す
る
可
能
性
が
あ
り
、
派
遣
を
断
る
施
設
も
あ
り
ま
す
。

　
　
　
�　
被
災
し
た
施
設
が
安
心
し
て
必
要
と
す
る
応
援
派
遣
を
受
け
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
介
護
職
員

等
の
応
援
派
遣
に
か
か
る
人
件
費
を
災
害
救
助
費
か
ら
支
弁
す
る
な
ど
、
財
政
支
援
の
拡
充
を
働
き
か
け

て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

（
３
）
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の
設
置
・
運
営
に
対
す
る
支
援

　
　
　
�　
県
社
協
は
県
内
市
町
社
協
と
の
協
定
に
よ
り
、
各
市
町
で
設
置
さ
れ
る
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー

の
設
置
・
運
営
に
協
力
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
今
回
の
よ
う
な
甚
大
か
つ
広
域
的

な
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
す
べ
て
の
セ
ン
タ
ー
に
県
社
協
の
職
員
が
常
時
伴
走
す
る
よ
う
な
体
制

が
と
れ
ず
、
今
回
の
災
害
で
は
全
社
協
を
通
じ
た
県
外
社
協
の
応
援
職
員
等
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
状
況

に
あ
り
ま
す
。

　
　
　
�　
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
し
て
も
ら
う
た
め
に
は
、
同
時
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の
業
務
を
支
え
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
ス
タ
ッ
フ
も
必
要
で
あ
り
、
そ
う
し
た
運
営
支
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
養
成
を
行
政
が
中
心

と
な
り
育
成
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を
し
て
い
く
こ
と
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

２
　
被
災
者
等
の
生
活
再
建
に
向
け
た
取
り
組
み
の
強
化

（
１
）
応
急
仮
設
住
宅
に
お
け
る
被
災
者
支
援
の
場
の
仕
組
み
づ
く
り

　
　
　
�　
今
回
の
応
急
仮
設
住
宅
の
整
備
に
あ
た
り
、「
創
造
的
復
興
を
目
指
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
生
が
必
要

だ
」
と
い
う
声
が
上
が
っ
て
い
ま
す
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
生
に
は
多
様
な
資
源
が
積
極
的
に
参
画
す
る
こ

と
が
大
切
で
あ
り
、福
祉
関
係
者
も
大
き
く
か
か
わ
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
、

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
に
お
い
て
柔
軟
な
対
応
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
�　
応
急
仮
設
住
宅
に
お
い
て
、
住
民
同
士
つ
な
が
り
支
え
あ
う
、
住
民
自
治
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
構
築

が
し
や
す
く
な
る
よ
う
な
住
民
同
士
が
つ
な
が
る
場
や
機
能
を
柔
軟
に
付
加
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り
を

働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

（
２
）
被
災
者
の
生
活
再
建
支
援
制
度
等
の
情
報
提
供
の
効
果
的
実
施

　
　
　
�　
今
後
、
被
災
者
が
生
活
再
建
を
し
て
い
く
中
で
、
被
災
者
見
守
り
・
相
談
支
援
事
業
や
民
生
委
員
・
児

童
委
員
の
見
守
り
活
動
等
に
よ
り
被
災
に
対
す
る
公
的
サ
ー
ビ
ス
や
福
祉
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
に
関
す
る

情
報
を
被
災
者
に
伝
達
・
共
有
す
る
必
要
性
が
高
ま
っ
て
き
ま
す
。

　
　
　
�　
生
活
再
建
に
必
要
な
該
当
サ
ー
ビ
ス
等
の
内
容
や
方
法
、
申
請
先
や
相
談
先
な
ど
を
行
政
が
分
か
り
や

す
く
整
理
し
て
提
供
す
る
こ
と
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。
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（
３
）
被
災
者
見
守
り
・
相
談
支
援
事
業
の
実
施
支
援

　
　
　
�　
県
内
に
お
い
て
は
、被
災
者
へ
の
寄
り
添
い
支
援
を
行
う
た
め
の
被
災
者
見
守
り
・
相
談
支
援
事
業
（
地

域
支
え
あ
い
セ
ン
タ
ー
）
に
つ
い
て
、
県
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
た
大
規
模
か
つ
広
域
的
な
取
り
組
み
は
初

め
て
の
こ
と
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
広
域
避
難
さ
れ
た
人
々
が
広
域
避
難
の
中
で
２
次
避
難
所
や
み
な
し

仮
設
住
宅
等
で
生
活
す
る
よ
う
に
な
る
と
、
見
守
り
支
援
が
し
に
く
く
な
る
と
同
時
に
孤
立
し
て
い
く
危

険
性
が
高
ま
り
ま
す
。

　
　
　
�　
２
次
避
難
所
や
み
な
し
仮
設
住
宅
等
で
生
活
す
る
人
々
が
、
将
来
地
元
に
帰
り
自
然
な
形
で
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
に
溶
け
込
ん
で
い
け
る
た
め
に
も
、
従
来
か
ら
あ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
活
用
な
ど
を
含
め
、
広
域
避

難
し
た
被
災
者
に
も
必
要
な
支
援
を
継
続
し
て
い
く
仕
組
み
の
構
築
を
行
政
主
導
で
行
わ
れ
る
こ
と
を

働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

３
　
福
祉
施
設
等
の
事
業
継
続
・
復
旧
の
た
め
の
支
援

　
�　
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
中
、
今
後
の
事
業
再
開
・
事
業
継
続
に
向
け
て
は
、
建
物
・
設
備
の
損
壊
、
利
用
者

の
広
域
避
難
、
役
職
員
の
被
災
等
に
加
え
て
上
下
水
道
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
の
復
旧
状
況
な
ど
に
つ
い
て
、
ま
だ

ま
だ
先
行
き
が
見
え
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

（
１
）
事
業
再
開
・
事
業
継
続
に
向
け
た
人
材
確
保
等

　
　
　
�　
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
を
通
じ
、
被
災
地
域
の
福
祉
施
設
等
の
人
材
確
保
に
努
め
て
い
ま
す
が
、
生
活
す

る
場
が
確
保
で
き
な
け
れ
ば
就
業
自
体
困
難
で
あ
り
、
空
き
家
活
用
を
含
め
た
住
宅
・
職
員
寮
の
整
備
・

確
保
が
急
務
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
　
　
�　
被
災
し
た
利
用
者
が
戻
っ
て
き
た
と
き
に
必
要
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
広

域
避
難
し
た
利
用
者
が
地
元
に
戻
る
た
め
の
仕
組
み
づ
く
り
、
職
員
の
雇
用
継
続
や
職
員
住
宅
の
確
保
に

向
け
た
支
援
な
ど
を
総
合
的
に
支
援
す
る
こ
と
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

（
２
）
福
祉
施
設
の
復
旧
・
整
備
に
か
か
る
支
援
の
拡
大

　
　
　
�　
被
害
が
甚
大
で
復
旧
や
利
用
者
受
入
れ
に
多
大
な
労
力
を
要
し
て
い
る
た
め
、
災
害
復
旧
施
設
整
備
や

応
急
仮
設
施
設
整
備
に
つ
い
て
の
弾
力
的
な
運
用
、
手
続
き
に
必
要
な
書
類
作
成
等
の
負
担
を
軽
減
し
て

頂
く
と
と
も
に
耐
震
化
工
事
や
外
構
修
復
、
事
業
継
続
が
困
難
な
建
物
に
つ
い
て
の
解
体
費
用
な
ど
を
対

象
経
費
に
加
え
る
な
ど
の
支
援
拡
大
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。

４
　
災
害
福
祉
支
援
活
動
の
法
定
化

　
�　
災
害
発
生
時
に
は
「
福
祉
」
分
野
に
よ
る
応
急
救
助
が
不
可
欠
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
現
行
の
災
害
法
制

で
は
「
福
祉
」
が
応
急
救
助
の
枠
組
み
か
ら
外
れ
て
い
る
と
い
う
課
題
が
あ
り
ま
す
。
福
祉
分
野
の
応
急
救
助

が
よ
り
効
果
的
か
つ
適
切
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
災
害
救
助
法
等
へ
社
会
的
脆
弱
性
を
抱
え
る
人
々
を
支
え
る

枠
組
み
と
し
て
「
福
祉
」
を
位
置
づ
け
る
こ
と
を
働
き
か
け
て
い
た
だ
く
よ
う
要
望
し
ま
す
。
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令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨における
被災地応援派遣職員に関するアンケート（要約）

	
1．調査の目的	
　令和 6年能登半島地震に際しまして、多大なるご尽力を賜り、心より感謝申し上げます。	
　連日の厳しい環境の中、被災地の復旧・復興のために献身的に活動いただいた皆様の存在は、地域住民にとっ
て大きな支えとなりました。	
　この度、能登半島地震・奥能登豪雨の被災者支援に関わった社協職員一人ひとりの声を集め、被災地で目
の当たりにしたこと、学んだことを全国に発信し、伝え継ぐことを目的として、アンケートを実施すること
といたしました。	
　震災から時間が経過する中で、現場を支えてくれた方々の「生の声」は、今後の災害支援活動をアップデー
トするための極めて貴重な財産です。
	
2．調査の方法	 　グーグルフォーム上でのオンライン回答
3．調査の対象	 　�令和 6年能登半島地震・奥能登豪雨における石川県内の被災地へ応援派遣として現地に赴

いた社会福祉協議会職員
4．実施期間	 　令和 8年 3月 11 日～ 3月 31 日
5．実施主体	 　石川県社会福祉協議会（以下、石川県社協）
6.  回答数	 　43 都道府県 814 件
	

【1　基本情報】	

令和6年能登半島地震・奥能登豪雨における

被災地応援派遣職員に関するアンケート（要約）

1．調査の目的

2．調査の方法 　グーグルフォーム上でのオンライン回答

3．調査の対象 　令和6年能登半島地震・奥能登豪雨における石川県内の

　被災地へ応援派遣として現地に赴いた社会福祉協議会職員

4．実施期間 　令和8年3月11日～3月31日

5．実施主体 　石川県社会福祉協議会（以下、石川県社協）

6.  回答数 　43都道府県 814件

【1 基本情報】
■問1・問2　所在する都道府県・所属する社協

43都道府県　814件

件数 ％

都道府県社協 170 20.9%

政令指定都市社協 90 11.1%

特別区社協 12 1.5%

市社協 397 48.8%

町社協 138 17.0%

村社協 7 0.9%

計 814 100.0%

■問3　性別

件数 ％

男 575 70.6%

女 234 28.7%

回答しない 5 0.6%

計 814 100.0%

　令和6年能登半島地震に際しまして、多大なるご尽力を賜り、心より感謝申し上げます。

　連日の厳しい環境の中、被災地の復旧・復興のために献身的に活動いただいた皆様の存在
は、地域住民にとって大きな支えとなりました。

　この度、能登半島地震・奥能登豪雨の被災者支援に関わった社協職員一人ひとりの声を集め、
被災地で目の当たりにしたこと、学んだことを全国に発信し、伝え継ぐことを目的として、アン
ケートを実施することといたしました。

　震災から時間が経過する中で、現場を支えてくれた方々の「生の声」は、今後の災害支援活動
をアップデートするための極めて貴重な財産です。
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回答しない

n=814件

n=814件
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令和6年能登半島地震・奥能登豪雨における

被災地応援派遣職員に関するアンケート（要約）

1．調査の目的

2．調査の方法 　グーグルフォーム上でのオンライン回答

3．調査の対象 　令和6年能登半島地震・奥能登豪雨における石川県内の

　被災地へ応援派遣として現地に赴いた社会福祉協議会職員

4．実施期間 　令和8年3月11日～3月31日

5．実施主体 　石川県社会福祉協議会（以下、石川県社協）

6.  回答数 　43都道府県 814件

【1 基本情報】
■問1・問2　所在する都道府県・所属する社協

43都道府県　814件

件数 ％

都道府県社協 170 20.9%

政令指定都市社協 90 11.1%

特別区社協 12 1.5%

市社協 397 48.8%

町社協 138 17.0%

村社協 7 0.9%

計 814 100.0%

■問3　性別

件数 ％

男 575 70.6%

女 234 28.7%

回答しない 5 0.6%

計 814 100.0%

　令和6年能登半島地震に際しまして、多大なるご尽力を賜り、心より感謝申し上げます。

　連日の厳しい環境の中、被災地の復旧・復興のために献身的に活動いただいた皆様の存在
は、地域住民にとって大きな支えとなりました。

　この度、能登半島地震・奥能登豪雨の被災者支援に関わった社協職員一人ひとりの声を集め、
被災地で目の当たりにしたこと、学んだことを全国に発信し、伝え継ぐことを目的として、アン
ケートを実施することといたしました。

　震災から時間が経過する中で、現場を支えてくれた方々の「生の声」は、今後の災害支援活動
をアップデートするための極めて貴重な財産です。
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7 都道府県社協

政令指定都市
社協
特別区社協

市社協

町社協

575

234

5

男
女
回答しない

n=814件

n=814件

■問4　社協経験年数

件数 ％

1年未満 50 6.1%

2～5年 170 20.9%

6～10年 186 22.9%

11～20年 205 25.2%

21年～30年 160 19.7%

31年以上 43 5.3%

計 814 100.0%

■問5　役職・立場

件数 ％

業務担当者 580 71.3%

管理的役割 113 13.9%

両方 121 14.9%

計 814 100.0%

■問6　雇用形態

件数 ％

正規職員 781 95.9%

非正規職員 29 3.6%

その他 4 0.5%

計 814 100.0%

【2 派遣地で従事した業務について】

■問7　従事業務（複数回答）

783

生活福祉資金特例貸付 30

災害派遣福祉チーム（DWAT） 30

■問8　派遣先市町別派遣者数（複数回答）

派遣先 派遣者数 派遣先 派遣者数

輪島市 227 中能登町 11

珠洲市 207 羽咋市 16

能登町 92 かほく市 12

穴水町 52 内灘町 22

七尾市 150 その他 15

志賀町 102 計 906

市町社協が運営する災害ボランティアセンター

50

170

186205

160

43
1年未満
2〜5年
6〜10年
11〜20年
21年〜30年
31年以上

n=814件

580
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業務担当者
管理的役割
両方

n=814件

781

29 4

正規職員

非正規職員

その他

n=814件

【2　派遣地で従事した業務について】
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問９　被災者（住民）への支援活動の関わりから、特に印象に残ったことは何ですか。

アンケートから見えてきたこと
１．被災者の心情と生活再建
　　　　被災者の思いやりと遠慮　　不安感と焦燥感　　メンタルヘルスの必要性　　住み慣れた地域への愛着　

発災直後の「必死で命を守ろうとしている姿」が強く印象に残った。

訪問した多くの、ほとんどの住民から「申し訳ない」と謝られたことだった。家屋が損壊し、生活が大きく崩れてい
るにもかかわらず、支援を受けることに戸惑い、迷惑をかけまいとする姿勢が強く表れていた。自分たちより大変な
人がいるはずだという思いや、他者に負担をかけたくないという地域の価値観が、その言葉の背景にあるように感じ
られた。厳しい状況の中でも他者への気遣いを忘れない住民の姿勢は、支援者として深く心に残った。

発災から 6 か月後の支援活動に関わった。被災者の心情が発災直後から変化していて、不安感や、焦燥感を抱えてい
る方が増えている時期であった。実際に自宅へ伺った際には、家財の片付け作業の傍ら被災者の話に丁寧に耳を傾け
るボランティアがたくさんいらっしゃったことがとても印象的であった。

避難所には PTSD 様の症状のある方が多くいた。余震の度にパニック症状がみられていることもあり、メンタルヘル
スについての重要性を感じた。

自宅が損壊し直ぐには自宅には戻れないが、再び住み慣れた自宅で住み続けたいとの声が多かった。また、被災者の
ご自宅を訪問した際、被災により辛い思いをされているにも関わらず、「ありがとう」と笑顔で迎えてくださり、そ
の地域の方々の温かさを感じた。

「能登は見捨てられた」と言われたときに、返す言葉に困った。また、依頼の理由を尋ねた際、「瓦礫を見ていると、
メンタルがやられるから」といった声も聞き、寄り添うことを意識して活動したが、「あの日のことはあまり思い出
したくない」「帰りたいけど、帰る家はないんだ」という反応もあり、先祖代々続いた土地を離れる気持ちを聞くこ
とが辛い時もあった。その中でも鹿児島から応援に来ていたため、「遠くからありがとうね」と何度もお礼を言われ
たことも印象に残った。

２．地域のつながりと住民の温かさ
　　　　地域のキーパーソンや民生委員の役割の大きさ　　地域の底力　　地域の伝統と文化

派遣先では、民生委員・児童委員やボランティアの方々が主体となって被災者に寄り添う姿に、強い「地域の底力」
を感じた。外部支援は単に業務を代替するのではなく、こうした現地の力を最大限に活かし、引き出す形であるべき
だと強く実感した。

地域の伝統文化として活発に行われてきた祭りは、再開によって住民の皆さんが一緒に前に向かう機運を高める大き
な資源となっていた。

困っていても支援を求めることが出来なかったり、遠慮する方が多いので、いかに声を挙げやすくするかが大切だと
感じました。発災前からの顔見知りの町内会役員や民生委員に声をかけられて災害ボランティアセンターへ相談につ
ながったことがあり、平時からのつながりが重要だと印象に残りました。

通常、災害 VC の受付は応援社協職員が担当することが多いと思いますが、派遣先では、民生委員が社協の災害 VC
に交代で詰めていて、受付電話応対と相談受付を担当されていました。このやり方はとても素晴らしいスタイルだと
思いました。地元の地理を知っていて、会話は地元のイントネーションでされていて、電話してきた被災者の方は安
心されるのではないかと感じました。具体例として、ある被災者の方が毎日災害 VC を訪れて受付の民生委員さんと
話をされていました。 片付けてほしいということもあると思いますが、「受け入れてほしい」「共感してほしい」ので
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はないかと感じました。その点において民生委員さんは素晴らしい活動をされていたと思いました。

住民の方とお話する際、元々地元でつながりのある社協人や NPO の方へ見せる安堵の表情が印象的でした。私たち
は同じ社協の人間だがやはりよそ者であり、方言も地域によっては理解できない言葉もあるため、やはり地元の方の
力は大切と感じました。

３．支援者への感謝と活動の意義
　　　　感謝の声　　つながりの重要性の再認識

現地調査の調整でお電話した時に、できそうな方には雑談を挟むよう意識していました。少しでも気持ちが和らいだ
らという思いでしたが、「大阪から来ました」と伝えると、「遠い所からありがとう」「大阪から来てくれたというこ
とだけでも力になるよ」と言ってくださることがあり、私の気持ちが和らぐことも。有事だからこそ、事務的ではなく、

「つながり」を意識した関わりに意義を感じました。

食事をとった地元のお店の方から感謝の言葉に加えて「今度、別のところで何かあったら私たちが助けたい」という
言葉をかけていただいたことが印象的だった。つながりが大切だと改めて感じさせられた。

発災から時間が経過しているにも関わらず、公的な復旧作業が進んでいなく困り果てていた。 そんな中でのボラン
ティアの派遣は、作業の大小に関わらず、住民から感謝されている様子が窺えた。

ボランティアの皆さんが笑顔で活動されたことで、被災された方々も笑顔になっておられた。被災した方々からの感
謝の言葉はもちろんのこと、被災地各所に設置されていた被災地支援に来たすべての人に向けた感謝のメッセージ
ボード（看板等）が印象的だった。

４．支援活動の難しさと課題
　　　　支援ニーズの多様性　　判断基準の曖昧さ　継続的な関わり (社会的孤立の防止 )　　関係性の構築

被災者のニーズは多岐にわたっており、細かいニーズを全て拾い上げることは現実的に不可能であり、どこまで対応
できるのか線引きが難しいと感じた。

被災地の住民は、早く災害ボランティアの方に作業してほしいと要望が多数あったが、特殊作業や専門的な知識が必
要なニーズが多く、待機してもらうようお願いするのが大変だった。ニーズとマッチングの調整も多く、難しかった。

水害と違い災害ゴミの判断に困った。現調の中で地元の方と話をしたが、支援する側も災害ゴミ処分に係る判断基準
があいまいなところがあったが、被災された方もあまり理解されておらず、ここぞとばかりに家庭等の不用品を捨て
られる方もいた。日々状況が変わり支援の方法も変わる中で、目にするマニュアルなどが更新されていないような気
がした。

地震からの復旧途上における住民の精神的な疲労を感じていることが印象に残っている。支援の現場では、単なる作
業以上に、喪失感や無力感を抱える住民への傾聴や、生活再建への希望を繋ぎ止めるための継続的な関わり（社会的
孤立の防止）が急務であると感じた。

被災地では、制度だけでは支えきれない生活課題が多く存在し、その中で人と人とのつながりが大きな支えとなって
いた。また、訪問した被災者の中には、「罹災証明書など申請の仕方が分からない方」「遠慮して支援を求めない方」
など、現状に対して何をしたらよいかわからないといった被災者も多く、情報の伝え方や声のかけ方の重要性を強く
感じた。

ニーズ調査に行った際（４月上旬）には住民の方に「いまさら何をしに来た」とかなり強い口調でお叱りを受け、ボ
ランティアの受入などもなかなか思うように進まない中で被災された住民への支援をどう調整していくのか大変難し
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い問題だと感じました。特に支援の濃淡（特に離島など）がはっきりと出てしまうと被災された住民の生活復旧もそ
うですがその後の社協活動にも大きな遺恨を残すので結果論にはなりますが応援派遣の者がではなく地元の方が早い
段階でお声を聞かれる方が良かったんだろうなと感じました。

５．地域住民と現地社協の関わり
　　　　現地社協職員との平時からの関係構築と安心感　　社協・行政・地域の連携

支援期間中、訪問するお宅や地域関係者など、どこに行っても地元社協や職員さんの名前を口にされる方ばかりで、
反対に地元職員の方も地域の方のことをよくご存じで、これまで、丁寧な地域福祉活動、社協活動をされていきたん
だろうなと、ただただ感銘を受けました。

被災地の社協職員や地域住民の皆さんは、困難な状況の中にありながらも、明るく前向きな姿勢を持っておられる方
が多いことが特に印象に残りました。日々の支援活動においても、互いに声を掛け合いながら協力し合い、復興に向
けて地域が一丸となって取り組んでいる様子を間近で感じることができました。こうした人と人とのつながりの強さ
が、復興を支える大きな力になっていると実感しました。

戸別訪問をした際に「社会福祉協議会の職員です」と名乗ると、安心した様子でお話してくださる方が多いように感
じました。普段から住民の方々と信頼関係を築いているのからだと思いました。

主観になってしまうが、応援社協職員だけでなく NPO や企業が活動に加わっていたが、行政や、できればニーズの
とりまとめ等を担って欲しい地域役員さんや民生委員さんとの連携があまり見られず、社協と行政・地域との一体感
のようなものが感じられなかった。
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問 10　�地元支援者（被災地社協・行政・福祉施設職員等）との関りから気づいたこと、
印象に残ったことは何ですか。

アンケートから見えてきたこと
１．被災地社協職員の負担と精神的影響
　　　　日常業務と災害対応の同時並行による負担　　ケアの仕組みづくり　　現地ファースト

地元支援者（被災地社協・行政・福祉施設職員等）との関りを通して特に印象に残ったのは、限られた人員・資源の
中でも地域を最優先に考え、粘り強く支援を続けている姿勢です。多くの方が自身も被災者でありながら、日常業務
と非常時対応を並行して担い、地域の実情を踏まえた判断や調整を行っていました。 外部支援者に対しても、現場の
状況や住民の背景を丁寧に共有し、役割分担を明確にすることで支援が円滑に進むよう配慮されていた点が印象的で
した。制度や仕組みだけでは補えない部分を、現場の経験と人間関係で支えていることに気づき、地域に根ざした支
援の重要性と、平時からの連携・信頼関係づくりの大切さを強く感じました。

自身が被災されていたり、広域避難で家族と離れ離れになってしまったり、被災地社協の方がたくさんのことを抱え
ながら地元のために奮闘されている姿を見て感動しつつも、精神的、肉体的なサポートについて地元の社協・地元の
行政だから頑張るのは当然ではなく、後回しにせず、ケアする仕組みを作らなくてはと強く思いました

過去のやり方が通じないことも多い中で、様々な主体と連携、協働し、できることを精一杯やっていたと思う。不安
や疲れなど、心身の負担は相当だったと思うので、応援派遣や後方支援で、地元支援者をケアする視点や仕組みをもっ
と考えていきたい。

地元支援者の精神的な疲弊は計り知れない。外部のやり方を押し付けるような関わりは絶対にするべきではなく、地
元支援者をいかにケアするかが大切だと感じた。

２．支援体制と関係団体との連携
　　　　日頃のからの関係づくりの重要性　　情報共有と役割分担　　受援のあり方

被災地社協が限られた人員と資源の中で、地元の支援者や外部ボランティアと連携し、円滑に活動を進めていたこと
が印象的であった。日頃から関係団体等との信頼関係を築いていることが災害時の迅速な支援体制につながっている
と感じた。

災害ＶＣの運営に住民が関わっていて、地理について説明してくれたりと、外部から来た支援者にとって、大変心強
かった。また、行政との連携が上手くいっていると、災害ＶＣを運営を行う上で必要な情報（仮設住宅の説明会で災
害ＶＣについて周知など）が共有されており、円滑な運営につながっていると感じた。

被災地社協と NPO の連携がしっかりとできていた。地元の人を積極的にボランティアの中核スタッフに捉えていた
ことが印象的であった。

地元社協職員と行政との連携が十分に取れていない場面があり、情報共有や役割分担がスムーズに進んでいないと感
じた。連携が強化されれば、より迅速な支援につながると感じた。

地元支援者自身も「被災者」であること。自身の生活も大変な中でも災害 VC 機能を維持するために、多機関連携の
必要性を実感。また、行政との意思疎通がとても重要になると感じました。 ブロック派遣の終了に近づくタイミング
で、民生委員さんなど地元の方に協力してもらうか等の検討が始まっていましたが、被災状況をみながら初期から地
域の方の関わりを持っていただく必要性があったのではないかと感じました。

印象的だったのは、地元職員の皆さん（10 名程度）が被災地という困難な状況下で、日常の福祉業務をいかに継続
させるかに心血を注がれていたことです。災害ボラセンの現場を我々応援社協やボランティアに託し、地元職員は本
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来の地域福祉に専念する。この明確な役割分担こそが、地域のセーフティネットを守る鍵だと感じました。現場では、
アナログなデータ管理（Excel/Word）による事務負担などの課題もありましたが、地元の民生委員の方々と共にニー
ズ調査に歩いた経験は、外部支援者として大きな糧となりました。被災地社協が自らの役割を見極め、外部の力を最
大限に活用する『受援のあり方』は、小規模の被災地社協においての今後の災害支援のロールモデルになると感じま
した。

３．災害ボランティアセンターの運営と課題
　　　　社協職員間の温度差　　特定の職員への負担　　持続可能なVC運営　　調整役の重要性

被災地社協職員間でも災害ボラセンのあり方について温度差があり、平時の訓練や意識合わせが必要と感じた。

私が支援に参加したのはだいぶ落ち着いたころだったこともあり、何となく手伝ってもらうのが当たり前という雰囲
気に見えました。きっとそれは精神的・肉体的に疲労していたり、一定毎にいろんな人間が出入りするのでいちいち
気にしてられないのだとは思います。ただ、社協の局長さんや一部の NPO の方がボラセン全体の雰囲気づくりを大
切にされていたのもとても感じました。支援に来た社協の人間も受け身ばかりでなく、それをくみ取ってお互い寄り
添い動くことが重要と感じました。

役割分担によるものか、個人の資質によるところのものか不明であるが、特定の社協職員への負担が大きくなってい
るように感じた。

被災地社協と応援社協の双方をつなぐ「調整役」の重要性を強く実感しました。被災地社協にしかできないことや、
地元でなければ分からない地域特有の事情が数多くあり、外部からの応援職員が円滑に活動するためには、現地の状
況を丁寧に聞き取り、必要な情報を整理し、橋渡しを行う存在が不可欠であると感じました。

被災地の担当者の方は、派遣スタッフが来るたびに同じ説明などを繰り返す必要があり、負担が大きいと感じた。派
遣スタッフ同士での引継ぎもあるが、どうしても現地の方に聞くことが多くなるため、長期間の支援をする派遣や県
社協による現場の支援があると良いのではないかと感じた。

地元社協の方は、全国各地の応援社協が入れ替わるたびに教えることや伝えることがあって、とても大変だったかと
思いましたが、発災直後の状況から現在の状況について丁寧に必要な情報を教えてくれました。適格な情報があるお
かげで、見知らぬ土地での活動もイメージを膨らませて自発的に動くことができました。お互いの状況を理解して必
要な情報を共有することがとても重要であることに気づきました。



71石川県社会福祉協議会　検証報告書｜

問 11　�被災地応援派遣等を通じて見えてきた課題について、感じたことがあれば 
教えてください　 （１）市町社協が運営する災害ボランティアセンター

アンケートから見えてきたこと
１．災害ボランティアセンターの支援体制
　　　　職員の疲労　　ICTの活用　　平時からの関係機関・地域との連携　　人材育成　

早朝から深夜まで、土日も休みなく勤務されており、現地職員の心身の体調が心配であった。

社協は技術系の対応に弱いので NPO やプロボノとうまく連携が必要で、１つの団体に頼りきりでは、支援終了で離
れられた際にニーズが進まなくなるので多団体と関わる必要性が見えた。

自治会長さんが地域の課題をボランティアセンターにお声を届けてくださっていたので地域のキーパーソン（自治会
長や民生委員やボランティア団体など）の協働が大切と実感した。

被害範囲の広い災害の場合、全国からの派遣も追いつかないのではないかと思う。ICT なども活用しながら、地域の
住民と一緒に地元の力で運営できる方法も考えていく必要があると感じた。

市町村により力量の差があることは歴然です。特に町村社協は小規模で職員人数も少ないので、応援社協職員の役割
は重要だと思います。 全国で人口 5 万人以下の市町村は 7 割、そうした小規模市町村の社協がどのように実践する
のか、という点に焦点をおいて研修等していくべきと思います。

災害ボランティア活動を円滑に進めるためには、地域事情を理解した上で状況に応じた判断ができるリーダーの存在
が極めて重要であり、平時からの人材育成の必要性を強く実感しました。

２．長期応援派遣の課題
　　　　職員交代による継続支援の難しさ　　情報共有の仕組みづくり

被災地支援では日数が経過するごとに支援体制や支援方法（ルーティン）が順次確立されていくが、その過程のなか
で応援派遣のスタッフが同時に何人も代わってしまうと支援方法内容がしっかり引継ぎされない恐れがあると感じ
た。

現地調査後にマッチングがされず埋もれてしまっていたケースがあったように、やるべき手続きや連絡がどうしても
漏れてしまっていたケースはいくつかありました。クール間の引継ぎ、派遣職員と現地職員の方との情報共有は課題
があるように感じました。

現場で最も苦慮したのは、支援の「バトン」を確実につなぐことの難しさです。そのため支援の質を維持するための
「継続性」に大きな課題を感じました。引継ぎがわずか 1 日という制約の中では、表面的な業務フローは伝えられても、
現場の微妙なニュアンスや関係機関との調整過程までは十分に伝わりきりません。また、地元の組織が中心となるの
ではなく、外部支援者が短期間で入れ替わりながら運営を担う形だったため、組織としての足腰が定まりにくい印象
を受けました。支援者が変わるたびに関係性をリセットさせないためにも、情報のデジタル化による可視化や、現地
に精通した「核」となる人員の配置など、交代制の弊害を補完する仕組みが必要だと感じています。

今回の災害 VC では、プロボノも同じ場所で活動しており、テクニカルな支援が必要な案件か判断をしやすく良かっ
たです。また、派遣職員間のマニュアルは整備されていましたが、見返すことはほぼなかったので、入れ替わりの際
の引継ぎに力を入れる必要があるのかなと感じました。（私のクールでは、帰りの飛行機があるとのことで上手く引
継ぎされませんでした。）ある程度のマニュアル（地名や各班の要点）は必要かもですが、クール毎に更新する必要
はないような気もしました。

災害 VC 運営に関し、「ルーティン的な部分は派遣職員が主体的にまわし、現地の負担を軽くする」という考え方と「地
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元のことなので中核は現地職員が担うべき」という考え方で派遣職員の捉え方が分かれてしまっているように感じま
した。派遣先ではある程度の判断を派遣職員に任せてくれましたが、様々な考え方の職員がいるため、後者派の職員
の中に「地元が派遣職員に運営を丸投げしている」と捉えた職員がいたのも事実です。 おそらく以前は後者の考えが
強かったと思いますが、災害 VC 支援のあり方も変わってきていると思います。今一度、外部支援の意味や意義、役割、
そして受け入れる側の立ち位置や「任せる」と「丸投げ」の違いなどについて整理し、全国的にある程度の共通見解
が得られると良いと思います。

３．行政との連携
　　　　災害ごみ等の取り扱い　　資金の確保

震災ゴミを捨てるにも市や県との調整が必要で、それをボランティアの方に説明するにも苦労していた。

災害 VC 内運営は運営支援ソフト等の導入で比較的スムーズであったように感じたが、国や自治体の方針や方針転換
により、例えば残置物の処理や災害ゴミの分別の厳しさなど、高齢化した地域住民に対する対応が厳しいと感じた。
ボランティアには限界があるので、集積場での災害ゴミの分別は行政により行うべきで被災者やボランティアに求め
るのはいかがなものかと感じた。公費解体についても、残置物の問題やブロック塀の問題があり、一括して公費解体
を行っていただきたかった。

今回市町によって行政からの財政的な支援に違いが生じており、行政・社協両者の橋渡し的な役割の重要性を感じま
した。可能であれば平時からお互いに必要性を理解し、備えができるよう取り組んでおきたいと思いました。

国からの手厚い人的・財政的支援が必要と感じた。

被災地社協が災害 VC を運営する上で、活動費用の捻出に苦慮されていた。共同募金の災害支援資金はどこで何に使
われたのでしょうか？
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問 11　�被災地応援派遣等を通じて見えてきた課題について、感じたことがあれば 
教えてください 　（2）生活福祉資金特例貸付

アンケートから見えてきたこと
１．被災者の生活状況と貸付のミスマッチ（特例貸付ありきの発想からの転換）　
　　　　震災を起因としない困窮　　貸付では限界　　返済困難ケースへの対応

被災前から困窮していると思われる世帯があったので、貸付しても一時しのぎにしかならないと思った世帯がいた。

貸付件数は少なかったが、相談の背景に、高齢化問題、仕事の問題、証明書発行等の手続きの課題等、多くの生活課
題があった。

大規模災害等が発生すると国はすぐに特例貸付を実施するが、その特例貸付の有効性や必要性、制度の在り方につい
て改めて検討しなおすべきと考える。また、検討のうえ、その実施の際には全社協の果たすべき役割も再検討いただ
きたい。

大規模災害が発生した際は、１０数十万円以上のお金が必要になる状況も十分考えられ、返済を伴う貸付を利用する
ことがどこまで現実的であるのかについて強く感じた。

一時しのぎではなく、償還時の生活自立も考慮した制度設計・審査となるようにして欲しい。毎回償還率が低く、国
民の信頼を損ねる。

地元の人間ではないため地域性や環境等もよくわからず、面談も難しかったため、フリーパスの受付になってしまっ
た不安がある。

２．運用面での課題
　　　　経験者不足　　応援職員だけでの対応の限界　

派遣応援職員を中心に書類や相談受付の体制を整えることとなったが、応援派遣職員としては現地入りして数日後の
出来事であり、全社協や所属社協からの情報等も得られないまま、現地社協に通知された内容を基に間近に迫った受
付日に間に合うよう準備を整えた。派遣職員が貸付担当経験者であったため比較的スムーズに対応することできたが、
必ずしもそのような状況でない場合もあるため今後想定が必要と感じた。

災害時は被災者生活再建支援制度等、普段は触れない制度の把握が大変だと感じた。

私の派遣先ではほとんど利用相談がなかったが、この支援制度を知っていただくために、自治会長さんや他のボラン
ティア団体等とのネットワークを通じてチラシ配布など、周知に協力していただきました。説明のために避難所まわ
りをする際も、他の支援団体の協力を得て連れて行っていただいたりしたので、社協だけではなく、支援者のネット
ワークをうまく活用することが大切だと思いました。

大規模災害における応援派遣のあり方。 社協職員の数は限られているにもかかわらず、担当ごと（災害 VC、特例貸付、
DWAT 等）に派遣要請をしている時点で調整が困難だと感じた。
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問 11　�被災地応援派遣等を通じて見えてきた課題について、感じたことがあれば 
教えてください 　（3）　災害派遣福祉チーム（DWAT）

アンケートから見えてきたこと
１．組織運営・連携の課題
　　　　連携不足　　役割の曖昧さ

DWAT の本来業務というより、避難所の名簿を作る業務をしていた。これが必要だったのか？避難所設置する際に
できなかったのかと感じる部分もあった。出入りについて統制が取れているわけではないので難しいのだろうか。

現地入りしたタイミングによる違いもあったかもしれないが、生活支援に手を取られてニーズの掘り起こしが十分に
できなかったほか、2 次避難所への転出促進を求められたことに疑問を感じたチーム員もいた。

避難所に日中いたが、果たして自身の存在が必要だったかわからなかった。フレイル予防や来客対応、総合相談窓口
として役割を担ったが、もっと何かしたいと感じた。申し送りも状況が刻々と変わる中で、役割の意義を伝えていく
難しさがあるとおもう。

保険医療分野との連携や、多県 DWAT との情報共有のあり方

DWAT 組織に、被災市町村等との先遣調整機能が充分備わっていないこと

２．体制・人材育成の必要性
　　　　平時からの備え　　スキル向上　

ＤＷＡＴも組み込んだ、災害ボラセンの立ち上げやシミュレーション訓練をしておきたい

福祉避難所設営から運営まで関わる中で、派遣先のデイサービスの方々には大変お世話になりました。まさに地域で
要配慮者を支える活動、サービスは素晴らしく、私自身、大変勉強になりました。

DWAT 組織に、被災市町村等との先遣調整機能が充分備わっていないこと

他専門職チームと協力して支援を行う中では、情報共有するツールが統一化されていなかったことで、前日確認した
情報と違うことなどが多々あり、現場で即座に調整が必要になることなどが大変だった。支援者もある程度の経験を
持っていないと、迅速な対応が難しいのではないかと感じた。

３．今後の展望
　　　　認知度向上　　支援対象の見直し　

今回は大規模災害だったこともあって本部機能を設けられており、そちらへ派遣させていただいたが、本部への支援
（派遣）については想定外であり、普段の研修でも行ってきていなかった。今後は、そういった業務についての想定
研修や特化したチーム員の養成等も必要だと思った。

被災市民を真ん中にすれば、避難所であろうが、在宅であろうが関係なく、その人たちの連続している暮らしのフェー
ズに関わっているという自覚のもとで、福祉支援に関わるさまざまなセクターとヨコ展開・ヨコ協調していけるよう
なプラットフォームが必要になる。 このプラットフォームで、DWAT の動きを地域につないでいけるのは「社協」
しかないのではないか。 DWAT チーム員として多くの社協職員が登録し、実践場面でも関わっていく状況を拡げて
いくことも肝要ではないか。

他機関等の連携と認知度の低さ
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問 11　�被災地応援派遣等を通じて見えてきた課題について、感じたことがあれば 
教えてください 　 （４）その他

アンケートから見えてきたこと
１．派遣職員の負担
　　　　宿泊場所の確保　　安全確保　　応援派遣要請期間の判断

派遣職員の生活（宿泊場所など）の安全の確保、どんどん入れ替わる派遣職員間の引継ぎ、被災地社協の気持の共有

石川県で宿が確保できず、富山県から職員が通う方法を取っていた。雪道での運転に不安を覚える職員が多く人員に
課題があった。今はブロック単位の派遣という方法がスタンダードであるが、そういう事態を勘案してブロックのミッ
クスを検討した方が良いと思われる。二次災害を招きかねない。

被災地応援派遣をいつまで続ける必要があるかの判断基準が難しい

２．プロボノ団体や企業、多職種との連携
　　　　プロボノ団体との関係性構築、団体情報の把握　　派遣団体等情報の一元化

プロボノ団体との協働について。一般ボランティアでは対応できないニーズの支援策について、運営フローにプロボ
ノ団体が参画できているような体制の構築が必要。平時からの関係性の構築はもちろん、発災した時のプロボノ団体
の動きについて社協側も理解が必要と思う。（団体の活動内容、特徴、得意としていること、活動パターンなど）

災害ボラセンの業務では、イオンやコープといった企業からの人的支援者の存在が非常に心強かった。

被災地では、社協職員以外にも、施設や職能団体などさまざまな団体から応援職員が派遣されて活動していたようだっ
たが、その状況が一元的に把握されていないのではないかと感じた。

３．支援者の人材育成
　　　　関係団体との研修・訓練の実施　

社協の災害ボラセンに技術系ＮＰＯやＮＧＯの方々との連携もしていくことから、平時にもその方々の研修や連携訓
練など行ってほしい。

被災地に行き、ボランティア派遣のための「支援の見立て」をする（世帯の状況も汲んで）力をつけれるような研修
を行ってほしい。

社協職員は、災害ボランティア担当ではなくても被災地に足を運べるように、少し落ち着いたフェーズで視察研修な
ど行い、被災地のにおい、温度、人々の話を直接感じる機会を持つ方がいいと感じる。
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問 12　今後、社協が担う「災害福祉支援」は、どのようなことだと思いますか

アンケートから見えてきたこと
１．平時の地域福祉活動の延長線上に災害支援がある
　　　　地域のつながり・見守り体制　　防災福祉教育

潜在化している福祉的課題が災害によって顕在化すると思う。その見えてきた課題に対し、継続的に関わり復興に向
けて伴走することではないかと思う。「災害」がついてもつかなくても、やることは同じなのではないかと思う。

災害が起こった後の支援はもちろん重要ですが、普段からの住民との関わり、地域状況の把握、住民の防災意識向上
など起こる前の支援が重要であり、社協ができることだと思いました。

地域づくりの一環だと思いますが、ご近所さん・避難所のお隣さんなどを気にかけあう余裕を作る支援だと思います。
生きることに対して、家や食事等は行政のスピード感ある支援が必要だと感じますが、その後の他人を思いやる気持
ちや生きがいづくりなどは社協の役目になってくるのではないかと思いました。

平時の地域福祉活動と災害時の福祉支援は、シームレスだと思います。災害時に支援が届かない人を作らないために、
平時から支援が必要な方を把握しておくこと、様々な団体とつながっておくことなど、市域、県域でのネットワーク
をつくることなど、災害時にも対応できる体制づくりを進めることが必要だと思います。

単に災害の片づけを担うだけであれば、社協が災ボラを担う必要はないと思います。災害をきっかけに生活課題が顕
在化した世帯を拾い上げて専門的な支援につなげたり、ふだん地域とのネットワークを築いているからこそ多様な協
力者を巻き込むことができたり、災害時にできたつながりを平時の連携にもつなげたりと、常にできることを探し、
前向きに地域福祉を進めていくことではないでしょうか。その意味では、わざわざ「災害福祉」と呼ぶことすら必要
ない気もします。

２．被災者の生活再建と心のケア
　　　　作業支援だけでは社協の役割は不十分　　 暮らしに寄り添い続ける支援　　泥ではなく人を見る　

社協が担う災害福祉支援の役割は、平時からの地域のつながりづくりや要配慮者の把握など福祉的な視点での備えか
ら始まると思います。 発災後は、ボランティアの受け入れ・調整といった緊急期の対応を担いながら、フェーズが変
わっても支援を継続することが重要です。家屋の片付けや仮住まいが整ったとしても、住み慣れた地域のつながりを
失った喪失感や、先の見えない不安を抱えながら暮らす方々は少なくありません。災害ボランティアセンターから支
え合いセンターへの移行が各地で定着しつつあるように、復興の長い過程に寄り添い、人との関係をつなぎ続けるこ
とこそ社協にしかできない役割ではないでしょうか。

要配慮者支援を中心に避難支援から生活再建までを切れ目なく支えることが大事で、DWAT と社協（災害ＶＣ）が
連携することが必要だと思います。そのための訓練等も必要だと思います。

避難所や仮設住宅に行ってからの心のケアだと思います。先の見えない不安と今までと環境が変わることでみんなが
ストレスを感じていると思います。災害が起きたら復興支援と同時にささえあいセンターの認知度を高めていったり、
DWAT の中の福祉チームでの訪問（個別支援）が必要だと思います。

誰一人取り残さない、依頼が最後のひとりになるまで支援を続けることは災害ボランティアセンターとして大切にし
なければいけないと思います。 また、「災害支援」だけでなく、社協としてはその先の「暮らし」まで見据えた支援
に取り組む必要があると思います。

被災者（住民）の中には、近所の方が全員遠方に避難してしまい、話し相手がおらず、毎日テレビに話しかけている
という方もおられた。 今後、社協が担う「災害福祉支援」とは、復興の為の瓦礫の撤去作業等の支援だけでなく、被
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災者の心に寄り添う支援であると感じた。

３．多様な主体をつなぐ “ハブ ”としての調整力
　　　　外部支援者受け入れの受援力・調整力　　平時からの行政・関係機関とのネットワーク

社協自体が人手不足で体力が落ちていく中で、普段から業務連携などをしつついつでも いつかの手助けがお互いでき
るように県内、ブロック単位くらいでは交流し、点ではなく面で災害に向かえるような体制を整えておく

自分のところで発災した時に、人財として繋がれるネットワークがどれだけあるか。日々の訓練等でも固定化された
メンバーではなく、全体で実施する巻き込む力が必要。何かあった時にどこに頼るか。ある意味社協の「受援力」が
大切ではないかと感じる。自前でやろうとすると、統率力は高まりますが、いずれ限界が来ると思います。

多様な関係団体が支援に関わる中で、協働するための「場」づくりを社協は積極的に担うべき。

地域に根差した団体である社協だからこそ可能な支援、強みを活かした取り組みを、様々な機関・団体と連携しなが
ら進めていくことが必要だと感じます。平時にしていない（できない。やらない）ことは、災害時にも難しいと思い
ますので、まさに「協議会」として、「ハブ」的な立場での活動が求められるのではないでしょうか。

社協は普段から、地域住民、民生委員、介護・障害サービス事業所、行政などとつながっているため、福祉の視点から「支
援が必要な人」と「支援できる人・資源」を結びつける「調整役」を担える存在。

支援を行うにあたって、社協のみで完結することも地域のみで完結することも不可能であるため、ハブとしての役割
が求められると思います。それは、必要な物資等を調達する連携であったり、他市からの受援であったり、ボランティ
アセンターの運営であったり。緊急時はプレイヤーとしての素質も必要になるかと思いますが、緊急事態で指揮を執
れるマネージャーの素質が求められるのではないでしょうか。

４．災害VCの役割の再定義
　　　　企業・NPO・行政・住民との協働　　デジタル化・標準化による効率化　　福祉的支援の入口

災害福祉支援は日常生活を取り戻した後の生きがいづくりの段階で、困ったことがあれば社協へ相談するという入り
口に過ぎない。そのためには、災害福祉支援で社協の印象を悪くすると今後の支援につながらない可能性があり、非
常に繊細な業務

医療は命を守る、福祉は生活を守ることだと理解しています。社協は地域福祉を推進することが役割であることから、
災害等で日常の生活が失われた場合は、災害ボランティアセンターを入り口に、被災された方や地域が元の生活に戻
るまで寄り添って支援していくことが必要だと思います。災害ボランティアセンターの活動だけではなく、その先の
生活支援が最も大事なことだと思います。

泥かきや家財道具の片付けなどのボランティアの調整は、正直、社協ではないところが災害 VC を運営していてもで
きることだと思います。社協が災害 VC を運営する意味は、その後の生活再建や地域支援につながるところにあると
思っています。地域をよく知った社協が、長いスパンで地域住民の支援に関わることが社協の災害支援ではないでしょ
うか。

「その日来たボランティアさんに活動を紹介しなければ」「翌日のニーズを揃えなければ」と、活動中は殺伐としてい
ました。時間に追われて疲弊した期間でした。しかし大事なのは被災者の福祉的ニーズは何かを探ること、そのため
に今回の自身の役割で言えばボランティアさんとコミュニケーションを取って被災者の様子を感じ取り、福祉専門職
としての専門性を活かした助言や啓発を行うことなのではないかと思います。災害ボランティアセンターを社協が担
う意味はそこにある気がしています。時間に追われ、連日の活動で寝不足になり、十分に社協が担う効果を発揮でき
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なかったことは心残りです。

被災者中心であることはもちろんですが関係人口という意味では被災時に支援に来ていただいたボランティアの方々
も大切にしなければならないと感じています。あのとき、大変な時間をかけて県のボラバスで来ていただいたのにニー
ズがなくて VC の清掃をしていただいた方や一日中仮仮置き場でゴミの分別をしていただいた方などのことがずっと
気になっていました。あの方達は次も何かあったときにお手伝いしたいと感じていただけるのかと思うと被災者と向
き合うのと同様にボランティアさんに対しても誠実に向き合うべきだと感じています。「想いをつなぐ」とあります
が各地から駆けつけてくださる想いをきちんと被災された方へとつなぐのが災害 VC だと思いますので、自分として
も丁寧に関わっていければと感じています。

被災者支援、復興支援はボランティアで限界だと思います。ボランティアへは仕事として報酬を出すなどの方針転換
が必要。

災害ボランティアに求められる専門性が高まっている中で、災害救助法による災害ボラセンへの一部運営補助などの
制度もできたことで、これまでは専門ボランティア対応は行政、一般ボランティア対応は災害ボラセンと何となくの
住み分けができていたものが、全て災害ボラセンに調整を求められる動きになってしまうのではないか気になってい
ます。加えて、国によるボランティアへの交通費補助、事前登録制度が相次いで確立したことにより、ボランティア
と生業の境がなくなってしまうのではないかと感じています。
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問 13　�今回の派遣を通じて、全国の社協職員に伝えたいことがあればご記入ださい

アンケートから見えてきたこと
１．経験は何よりの学び
　　　　自分自身の成長にもつながる　　平時の業務理解や災害対応力を大きく高める

派遣をとおして自身の市町の災害や防災について改めて考えるきっかけとなりました。また、派遣報告を市民へ向け
てすることで市民の防災意識の向上にもつながったと思います。 派遣は被災地の支援が一番の目的ではありますが、
自身や自身の市町にとってもプラスになるものだと思います。

今回の派遣を通じて、現地で “ 実際に目で見て肌で感じること ” の重さを痛感した。被災した職員自身が車中生活を
しながら休みなく動き続け、応援職員にも笑顔で接してくれる姿には胸を打たれた。また、道路に立ち尽くす住民の
姿からは、災害が人の心に与える深い影響を強く感じ、そして何より、支援者自身が守られ、支えられる仕組みがな
ければ、持続的な支援は成り立たないということを深く実感した。社協の災害支援は、作業だけでなく、人の生活と
心に寄り添う営みであり、自分たちの支援が確かに誰かの力になっていること、そして支援者自身も大切にされるべ
き存在であることを忘れずに、全国でいつ起こるか分からない災害に備え、今後も地域の力となる支援を続けていき
たい。

被災地は映像で見る（頭で理解する）のと実際に見る（肌で感じる）のとでは、全然違う。全てに手を差し伸べる事
はできないが、一人ひとりが自分に出来ることを行動に移す事の大切さを感じた。

派遣経験を個人の経験値で留めることなく、組織や地元関係者としっかりと共有してつないでいくことが大切だと感
じています。

現地に行くことだけが支援ではなく、それぞれの立場で果たす役割が被災地支援を支えています。 これからも互いに
支え合いながら、組織全体で災害支援に取り組んでいきましょう。

２．地元社協を尊重し、寄り添う支援を
　　　　課題提起よりも伴走 ･傾聴　　支援者も守られなければ支援は続かない　　受援力を高める仕組みを平時から

辛い思いをしながらも働かれている職員さんを見ることが一番つらかったです。もっと社協の繋がりをつくって職員
さんが休める体制がほしいと思いました。

【バトンを繋ぎ、地域の底力を信じる支援を】 被災地応援派遣を通じて伝えたいのは、「地元の力を最大限に活かすた
めの外部支援」のあり方です。現場では、民生委員やボランティアの皆さんが主体的に動く「地域の底力」に何度も
助けられました。私たち応援職員の役割は、単に業務を代替することではなく、地元職員が本来の福祉業務に専念で
きる環境を作ること、そして、外部の力を地域のニーズに正しく適応させる「結び目」になることです。1 日の引継
ぎという制約や、ICT 環境の差など、広域支援にはまだ多くの壁があります。しかし、それらを一つひとつ改善し、
誰が来ても「途切れない支援」ができる強固なネットワークを、全国の社協で共に築いていきましょう。

全国の皆様に強くお伝えしたいのは、「明日は我が町かもしれない」という危機感を持ち、平時から『受援力』を高
めておいてほしいということです。被災地の地元社協職員は、強い責任感から休む間もなく疲弊しています。いざと
いう時に自分たちが倒れないよう、外部の支援をスムーズに受け入れ、適切に休息を取れる（業務を切り離す）組織
的なスキームを、どうか今のうちから構築してください。

「ニーズはあるのにボランティアが足りない」という現状を打破するために、「外部の専門的な力」と「地域の住民同
士の助け合い」を融合させるコーディネーターとしての役割をさらに強めるべきだと感じます。 　地元の住民が「自
分たちでできること」と「専門家に頼ること」を整理し、外部からの支援を効率よく受け入れられる体制（受援力）
を平時から一緒に作っておくことが、災害時の迅速な福祉支援に直結すると感じました。
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３．平時からの備え・つながりが有事を左右する
　　　　災害対応は通常業務の延長線上　　地域住民・行政・NPOとのネットワーク

災害派遣は、私たちがふだん地域住民に伝えている「ささえあい」を、私たち自身が体現する機会だと思います。派
遣先で良い取り組みを見て「どうしてうちではできてないんだ」と悔しく思ったり、課題を発見して「うちのやり方
は間違っていなかった」と確信を持ったり、所属社協に何を還元できるかを考えて取り組むと、学びややりがいが多
く得られると思います。

社協にとっての災害対応はボラセンだけに特別なものではなく、全ての社協業務の延長線上にあるということを根底
に考えていかなければならないと考えております。コミュニティソーシャルワークの手法により、災害時は一時的に
たくさんの困った人の相談に対応する個別支援から始まり、復興に向かう中ではコミュニティの再生などの地域支援
もするという考えの中で、被災地に様々な外部支援を受入れていかなければならないと思います。

災害時の対応は日々、社協が行っている通常業務の延長線上にある。よって、災害ボラセン業務は特別なことではなく、
災害時に生活支援を行うためのツールの一つと考える。このことから社協の日々の業務内容及び行政や NPO 等との
連携が問われることになる。

実際、被災された方のご自宅に訪問をさせていただいた際、（恐らく）潜在化していたニーズや福祉課題をお持ちの
方と遭遇及び相談をいただくケースが非常に多かったことが印象的です。ひきこもり、ネグレクト、所謂ゴミ屋敷、
また災害に乗じた詐欺被害に遭われた方にも話をうかがうこともありました。見方を変えれば自然災害が発生してい
なかった場合、気付かれることなく悩みや不安を抱えていらっしゃった方も多いのではないでしょうか。つながりを
持ちにくい方は私たちの所属する地域を含め、非常に多くいらっしゃる可能性があります。そういった方々のニーズ
をどう汲み取ることができるかが肝要だと今回の派遣で感じる機会になりました。また自宅に訪問する際には本来の
依頼内容を聴き取ることが基本ではありますが、潜在化しているニーズに気付くことができる様、広い視野を持って
被災された方に対して、心情面には最大限に配慮する必要性はありますが、優しく声を掛けて話を聴く視点が大事だ
なと思う良い機会になりました。

４．全国の社協ネットワークの強さ
　　　　全国に仲間がいることの心強さ　　共通言語を持つ組織としての強み　　社協職員としての誇り

私は、全国社協職員の皆さんに助けてもらった側です。皆さん、何も役に立てなかったと悔やまれていましたが、い
てくれるだけで支援者支援になっていたことを改めて伝えたい。

私は地元社協で災害ボラセンに行った初の女性職員でした。でも、女性でも男性でも被災は等しくします。同じ社協
の仲間の支えとなれるように、そしていつかの被災を知るためにも、そしてそれぞれの立場で災害を考えるためにも、
応援しながら自身も被災地にまずは赴くことが大事だと感じました。 そこで遭遇した経験は、普段緩やかに行ってい
る地域福祉活動の大切さを改めて感じる機会になりました。また多職種との連携も、いきなり災害時にやるのは大変
だろうなと感じ、平時からつながる大切さも感じました。被災地での経験は普段の業務を見直す機会にもなります。
何より、そこで全国の社協職員と出会いつながりができ、それは現在でも続いています。本当にありがとうございま
した。

派遣期間は数日間であるが、派遣者同士がチームとして果たすことができなければ、派遣の効果も激減する。目的や
フェーズ感の理解、派遣者毎の役割分担など、応援の社協の調整にあたる幹事県（派遣元都道府県社協）の果たすべ
き役割が大きいことろと考えるが、平常業務に加え現状前後泊の調整や県内社協調整等を行うことのみが中心となり
うまく機能できていないことを心苦しく感じた。

初めての応援派遣で社協の力の大きさを知ることができました。同じ看板を背負う私たちは繋がっていることがわか
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り、とても誇らしく、今後のやりがいにもつながりました。皆さんと活動したことがとても良い経験になりました。
ありがとうございました。

初めて災害ＶＣの応援派遣に行かせてもらいましたが、正直なところ不安が大きかったです。実際、派遣依頼があっ
たときに手を上げる職員が少ないのが現状です。個人的には、研修で聞いていたことを経験に変えることができ、大
変な中にも、新しい出会いなどの喜びもあり、思い切って手を上げて良かったと感じています。

別の場所から集まっても、その日から同じ方向を向いて支援に当たれるのは、社協ならではだと毎回感じる。積極的
に参加し、こうした文化がつながることを期待する。

５．応援派遣体制の改善
　　　　ICTの活用と課題　　コーディネートの質　　事前情報の把握

地元県社協職員が行う支援の役割についてあらかじめ決めておいた方がよい ( 今回の支援では何を目的に毎回 2 名の
県社協職員が支援地に来られていたのかわからない )

近年の災害ボラセンがシステム的になりすぎていないかとうことを危惧しています。効率よく事務を行うなど生産性
をあげることや現場での混乱を防止することは必要と思います。ただし、災害ボラセンが決めたルールに基づいて被
災者のニーズを聞き、災害ボラセンが求めるボランティアに来てもらってマッチングをし続けていればよいというわ
けではありません。真に被災者にニーズや心情に寄り添い、自由意思に基づくボランティアの個性を活かしながらコー
ディネートをする意識や力量が問われているものと思います。

派遣に行く前に必要なものや気をつけるべきことを県が丁寧に文章化するか、各社協が職員に丁寧に伝えられるもの
があると良いと思います。特別マニュアルなどがなく、必須の荷物以外にあった方が良いものや、心がけなどは自身
で聞いて回りましたが、特に初めて派遣に行く人にとってはあったほうが有り難いかと思います。 関連してですが、
私自身目にしてはいませんが、現地の社協職員や派遣職員に強く指示や意見をする派遣職員がいると、現地にとって
も同じく派遣されている側にも非常に迷惑になると思います。現地職員も地域住民で被災者であることを忘れずに一
致団結していけるのが社協職員の強みだと思いますので、気をつけていければと思います。

短期派遣では、引継ぎの質が現場の機能を大きく左右します。情報が更新され続ける中で『現時点での正解』を把握
することは非常に難しく、現地到着時には状況が変わっていることも珍しくありません。応援職員として何をすべき
か判断できない場面もありましたが、それは個人の経験不足だけでなく、仕組みの課題でもあると感じました。現地
職員の方々も極限の状況にある中で、お互いの消耗を最小限にするためにも、引継ぎの標準化と派遣期間の見直しが
必要ではないかと思います。

多くの応援職員が自費で必要物品を手配し、現地入りしている。本来、応援職員が必要とするものは、支給するべき
だろう。

普段の業務のレベルアップを図ることで、被災地での活動した時にも役立つと考える。識見と人格の向上のために、
互いにがんばりましょう。派遣された職員が業務を任される場合は、引継ぎも考慮した業務（効率性・軽易性・必要
不可欠）となるように考慮すること。様々な団体から要望があっても全て受け入れるのではなく、これを考慮した事
務分掌となるようにすること。 宿泊場所の確保ができる場合は、1 人１部屋とすること。1 部屋で複数の初対面の職
員がプライベート空間を共にするのは、休息となりにくい。慣れない業務・環境でとても疲労感が強い職務である。
職員の疲労のため、効率的な業務ができないだけでなく、業務過誤の確立も上がってしまう。
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問 14　このアンケートを通じて考えたことなど（なんでも）

アンケートから見えてきたこと
１．支援体制・仕組みへの課題意識
　　　　派遣期間が短すぎる　　引継ぎが不十分　　県・ブロック・全国の役割分担の明確化
　　　　平時からの行政・関係機関との連携強化

受援力（支援を受ける側の体制）の重要性、役割分担の明確化、ICT 活用など、体制整備の必要性

今回のアンケートに答える中で、当時感じた戸惑いや難しさを改めて整理することができました。うまくいかなかっ
た経験も含めて、次の支援に活かされていくことが、応援派遣の意義につながるのだと思います。仕組みの改善が積
み重なることで、支援する側もされる側も、より良い形で協力できる体制になることを願っています。

普段からこのような応援派遣の際には必ず派遣期間が短いなと感じてきました。今回も前後の引き継ぎ日や移動日を
除くと実質 3 日間しか活動日がなく、本当にこの期間で何かのお役に立てるのかなと感じます。日常の業務もあるの
であまり長期間の応援は難しいとしてももう少し長い方が受入側としても負担が少ないのではないかと感じます。

実質 1 日の「超特急引継ぎ」は、まさに情報の綱渡り。次クールの方にバトンを渡す時は、心の中で「あとは頼んだ
…！」と、駅伝のアンカーのような心境でした。

明日は我が身として、まずは自分の社協の内部連携を大切にしていかなくてはいけないなと感じた。そしてそこから
人材育成と共に他市町村との連携も意識的に図っていかないと、今後はもっとその機会が減ってくると感じる。

２．精神的負担・ケアの必要性
　　　　地元社協職員・応援職員も心身の疲弊が非常に大きい　　メンタルケアの必要性　

支援に行く社協職員が被災されている社協職員のメンタルケアを行えるように、可能であるならば、メンタルケアの
出来るようなカウンセリングの研修等を受けておいて有事の際には被災地に入れると良いと思った。

能登地震災害における被害の深刻さを、現地に入ったことで改めて感じた。被災者が支援しているケースもあり、支
援者への心のケアも大切だと思った。

被災地域の社協職員は、災ボラを閉めるまで、緊張を強いられる。地震の規模が大きければ、大きいほど、災ボラの
開設期間は長くなる。役場職員は通常業務もできる（しなければならない）が、社協職員は災ボラ一択になることも
ある。（介護職などは別として） 長く続けることを美徳とするだけでなく、職員に負担を強いることもないようにして
ほしい。

被災地の職員にとって、ただでさえ日々更新されていく状況であるにも関わらず、週替わりで変わっていくブロック
メンバーの受け入れも少なからずとも心理的負担となっていることが良くも悪くも印象的でした。

３．被災地支援を通じた学びと気づき
　　　　被災者中心・地元主体・協働の重要性　　平時の業務では得られない学び
　　　　多様な立場の人が支え合う現場の姿

災害 VC の運営に約 2 年近く関わってきて、正直疲れた。職員間や行政との関わり、被災者やボランティアの対応に
疲れ、本来やるべきことが全然できなかった。社協職員として、被災者に寄り添い、生活再建のために何ができるか
を一緒に考えていくべきはずが、気持ち的余裕がなく、自己嫌悪に陥った。改めてこれまでのことを振り返る機会が
最近多くなり、反省点を含め、後世に伝えていけるよう、忘れないうちにまとめておきたいと思う。

今回のアンケートに答える中で、当時感じた戸惑いや難しさを改めて整理することができました。うまくいかなかっ
た経験も含めて、次の支援に活かされていくことが、応援派遣の意義につながるのだと思います。仕組みの改善が積
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み重なることで、支援する側もされる側も、より良い形で協力できる体制になることを願っています。

被災地支援に関わることで、災害 VC として何をすべきかが初めて体感できた。また、災害時は予想外のことばかり
であり、マニュアルだけに頼るのではなく、想定外に対応できるよう日頃から職員間で話し合える環境づくりが大切
だと感じた。

被災された方々の課題があるからこそ、課題への対応ができる機能を体制化する中で、結果として、細分化し、機能
と機能に隙間ができないよう、のりしろを理解して隙間を作らない意識と行動が必要と感じています。市町村域、都
道府県域で横断的なマネジメントが今後必要となってくると思います。でもまずは、純粋に「みなさんの力になりたい」
という気持ちからの行動だと思っています。

近年、VC 運営も IT 化が進み、事務効率は格段に上がったと思われるが、被災者に寄り添う支援とは何か、どのよう
に行うべきかを改めて考えた。被災者にとっては、一日でも早い復旧を望まれ、それが心の安心につながるが「一日
でも早い」に応えられないもどかしさを常に抱えていることも感じた。

４．応援派遣の意義とネットワークの強さ
　　　　社協ネットワークの強さを実感　　派遣後も交流が続いている　　災害の風化への懸念

不謹慎かもしれないが、震災がなければ能登へ行くことも、そこの美しさも、住民の温かさも知ることがなかった。
今年度は派遣された日に能登へ再訪し、ボランティアセンターへ顔を出した。その後お祭りボランティアに登録する
など、これを機に関係人口になれたらと思っている。

能登半島地震では、応援派遣職員のみなさんの地元社協に寄り添う姿勢に感動しました。社協のネットワークは本当
に心強いと思います。

災害派遣から 2 年が経過し、日々の業務に追われる中で、当時の記憶が少しずつ薄れかけている自分に気づきました。
しかし、このアンケートを通じて当時の情景を思い返し、今こうして安全な環境で生活できていることの有り難さを
改めて痛感しています。 今の自分があるのは、支えてくれる周囲の方々のおかげです。その感謝を言葉にして伝えて
いくとともに、この貴重な経験を風化させず、一人でも多くの人に語り継いでいきたいと考えています。

簡単に被災地で見た現状を言葉にすることがうまくできなかった。 今でも派遣先の事が気になっているし、今後も応
援したいと思っている。（ふるさと納税済み）

災害支援が終わった現在でも派遣で繋がった縁は続いており、日頃からの関わりが社協同士の支え合いにつながるこ
とを改めて感じた。

５．アンケート実施タイミングへの意見
　　　　実施時期が遅い　　時間が経ったからこそ冷静に振り返れた　　こうした場がありがたい
　　　　結果を共有してほしい

派遣から約２年経過し、改めて派遣時を思い出すことができた。日々業務を行う中で、少しづつ災害への意識は薄れ
きていたことも反省した。

最終日に関わったご夫婦は、いまどうしているのかな、と。

派遣からずいぶんと日にちが経ちましたが、今でも時々派遣先のことを思い出しています。なかなか、私自身が考え
る災害ボランティアについて、誰かに話す機会はありません。このような機会をいただき、誰かに伝えるきっかけを
いただけたことや振り返りをする時間をもてたことに感謝いたします。

派遣から約 2 年が経ち思いだすきっかけにはなりましたが、もう少し早い時期の実施ですとより回答しやすかったと
思います。
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あとがき
　今回作成した本報告書は、石川県社協が経験したことや対応したことを、起こって欲しくはない次
の災害で被災者支援に向かうとき、県社協職員として今回の支援以上に被災者のためになる行動がで
きるよう、「戒めの書」として職員の研修テキストにしていこうと思っています。そのような思いの
中で職員総がかりでまとめた検証報告書ですから、他の都道府県社協の皆様にも参考にしていただけ
るなら幸いです。
　今回の検証は、県社協が考え行動したことを振りかえり、できたことできなかったこと全てをそこ
に広げ、自分達の捉え方だけでなく、様々な周りの支援者が感じていたことも今後の方向性に加えて
いくようにしました。そうしなければ、周りの支援者に共感の得られる検証にならないという思いか
らでした。
　また、県社協以外の活動についての言及も考えましたが、「まずは、県社協の検証からはじめよう」
ということで、今回は県社協についての改善の方向性などにとどめました。
　今回の検証報告をまとめるにあたり、たくさんの方々の手をお借りしました。特に県内市町社協に
は調査や聴き取りに時間を割いていただきました。また、２回開催しました中間報告会に参加した方々
のご意見、800 を超える県内外の応援社協職員から頂いたアンケートの回答は、体温が感じられる数々
の言葉に大変感動しましたし、その声は「私たちの財産」とも思っています。
　皆様、本当にありがとうございました。

� 石川県社会福祉協議会　専務理事　永下和博

〇表紙の作品

能登を支えてくださっているたくさんの想いを、つないだ手でイ
メージしました。
〔作品協力〕
わじま第１・第 2・第 3・第 4児童クラブのこどもたち（輪島市）
珠洲市社協デイサービスセンター利用者のみなさん（珠洲市）
ささゆり児童クラブのこどもたち（能登町）
認定こども園光琳寺保育所、平和こども園のこどもたち（穴水町）
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「想いをつなぐ　～そして明日へ～」
令和6年能登半島地震および奥能登豪雨における石川県社会福祉協議会　検証報告書
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